
事業概要 【給付費等管理システム導入事業】

自治体名 北海道江別市 人口 118,749人 事業費 10,988千円

事業概要
各施設と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処理を、クラ
ウドシステムでデジタル化し、データを一括管理することで、施設と本市の業務負担の軽減及び給付の最適化を図
り、施設・事業所の経営や業務の改善につなげる。

具体
サービス

【給付費等申請システム】

• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の職員配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムによる給付費申請率
②業務従事時間の減少分（当市合計）

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムの満足度
②業務従事時間の減少分（市内施設合計）

園児・職員情報
配置情報
加算申請

米
田

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【子育てアプリ導入事業】

自治体名 北海道千歳市 人口 97,960人 事業費 996千円

事業概要

妊娠から出産、子育て期まで、それぞれのライフステージにおいて必要となる情報のプッシュ通知や、各種手続きのオ
ンライン化等が可能となる「子育てアプリ」を導入し、時間のない子育て世代に対する場所や時間に捉われないサー
ビスの提供や、アプリを通じた家族間での情報共有による子育て期のあらゆる不安や孤独感の解消など、「切れ目
のない子育て支援の充実」を目指し、子育て世代がしあわせを実感できるまちづくりを目指す。

具体
サービス

【子育てアプリの導入】
• 子育て関連情報の発信

    妊娠から出産、子育て期までの各種情報
子育て関連イベント情報
保育園、幼稚園、支援センター情報 など

• 子育てガイド、子育て情報サイト等との連携
• 子育て特典カード機能

カードの電子化
協賛店の追加検討

• 母子手帳機能
子どもの成長記録、管理
予防接種、健診スケジュール管理 など

【予約サービス・電子申請】
• 母子手帳交付申請
• 各種相談、イベント予約 など

など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育てアプリの登録者数
②予約サービスの利用者数
③子育てアプリを通じた情報発信の回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者アンケートによるアプリの満足度
②
③

■ 子育て関連情報の発信（プッシュ通知）

■ 子育てガイド、子育て情報サイト等との連携

■ 母子手帳機能

アプリ導入により電子化

アプリと連携
※情報収集が容易に

■ 子育て特典カード

■ 予約サービス

■ 電子申請との連携

子育てガイド・情報サイト

子育てアプリ

予防接種管理 身体発育曲線 健診記録管理

・母子手帳交付申請・ネウボラ利用申請
・各種教室申込・各種イベント予約 など

・HARP電子申請サービス・マイナポータル・LINE



事業概要 【保育所業務のDX推進事業】

自治体名 北海道滝川市 人口 37,376人 事業費 1,518千円

事業概要
保育所業務を支援するＩＣＴシステムを導入し、業務のＤＸ推進を図ることで、保護者の利便性向上による満
足度の向上と内部業務の効率化により保育士の業務負担の軽減を図り、子どもと向き合う時間を確保し、保育の
質の向上を図る。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
〇保護者がスマートフォンのアプリを利用することで
・連絡帳に代わるアプリにより、保護者がすぐに保

育所に伝えることができ、保育士の間でも共有できる
・園児の欠席や遅刻の連絡をアプリから行える。
・行事予定や給食献立などをアプリから確認できる。
・保護者は、家族間で子どもの情報を共有できる。
・園児の台帳をシステム管理することで、保育士

間の情報共有をスムーズに行える。
・指導案などの作成も過去の情報活用が容易に

なり、効率的に行える。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のうちシステムを利用している人の割合
②保護者からの連絡のうちアプリの利用割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の利用満足度（アンケートによる）
②
③



事業概要 【子ども通園センターＩＣＴ導入事業】

自治体名 北海道砂川市 人口 15,548人 事業費 700千円

事業概要

砂川市の近隣2市4町で運営する障がい児通所支援事業所において、現状保護者・施設間の連絡体制や情報
共有に遅滞が発生しており、保護者・職員の双方で負担となっていることから、ＩＣＴを導入することで緊急時等
の一斉連絡が可能になり、情報伝達の遅延が解消され、アプリによる情報の確認や閲覧が常時可能になる。また、
データの蓄積による振り返りも容易になるため、情報の共有と利便性の向上が図られ、保護者の負担が解消される。
さらに、市・町民サービスと療育支援環境の充実が図られ、職員業務の効率化を実現する。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のシステム利用率
②保護者からの欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の利用満足度

保護者との情報共有・児童の療育
施設運営・請求管理が可能

児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援向け
施設運営システム

【保護者連絡機能のスマート化】
保護者が電話等で行っている欠席の連絡が、スマー
トフォンやタブレットから可能になる。職員と保護者が
必要な連絡を随時配信することができ、いつでも確認
や閲覧が可能になる。また、画像・Word・Excelファ
イルの添付も可能となり、緊急連絡や会報、療育活
動の情報伝達も容易になる。
【登園管理の自動化】
登降園時に玄関に設置したタブレットを操作すること
で、これまで保護者が紙面にサインしていたものが、タ
ブレットの簡単操作で登録が可能になる。
【関係書類のデジタル化】
システムを通してデータの一元管理が可能になり、設
定した期間内でサービス利用予約の確認や申し込み
が可能になる。サービス提供記録の自動作成も可能
になる等、保護者の負担が軽減される。



事業概要 【放課後児童クラブ業務支援システム導入事業】

自治体名 北海道登別市 人口 44,479人 事業費 4,896千円

事業概要

近年、学校から児童クラブへ無事到着したかどうか心配する低学年の保護者が増えていることや、保護者が直接来
所する場合を除き、保護者から児童クラブへの連絡手段は電話のみであることから、放課後児童クラブ（7か所）
へのＩＣＴを活用した業務支援システムを導入し、放課後児童支援員と保護者におけるコミュニケーションの円滑
化を行う。また、放課後児童支援員の業務効率化を実現させ、これまで事務処理に要していた時間を、こどもと関
わる時間に充てることにより、学童保育サービスの充実を図る。

具体
サービス

【放課後児童クラブ業務支援システム】
・QRコードを活用した登退所管理機能
（アプリを通じて保護者と共有）
・児童クラブと保護者間の連絡機能
（アプリを通じてメッセージ、おたより、アンケート、
欠席・早退の連絡等）

・児童クラブ間での情報共有
（事故、ヒヤリハット情報等）

業務支援システムイメージ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者におけるアプリの利用率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者における業務支援システムの満足度
②
③



事業概要 【給付費等申請クラウドシステム導入事業】

自治体名 北海道北広島市 人口 56,936人 事業費 4,400千円

事業概要
各施設と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処理を、クラ
ウドシステムでデジタル化し、データを一括管理することで、施設と本市の業務負担の軽減を図り、保育士の採用、
待機児童状況の改善につなげる。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育、病児保育の人数報告

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設職員の業務従事時間数
②システムによる給付費申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムの満足度
②待機児童数
③施設からの給付申請の差戻率

米
田

園児・職員情報
配置情報
加算申請

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【保育所等運営支援システム導入事業】

自治体名 北海道石狩市 人口 57,727人 事業費 5,747千円

事業概要
市に対し、教育・保育施設等がメールや郵送で行っている施設の運営費となる給付費等の申請、算定等に係る事
務処理を、クラウドシステムを活用してデジタル化し、施設の業務負担の軽減を図ることで、保育士等の人材不足
の解消や待機児童の改善等に繋げることが可能となり地域の充実した子育て環境の構築に貢献する。

具体
サービス

【保育所等運営支援システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育、病児保育の人数報告

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利用施設数
②システムによる給付費／補助金の申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①教育・保育施設担当者のシステムの満足度
②待機児童数
③市外施設の利用者数

園児・職員情報
配置情報
加算申請

米
田

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【保育ICT導入事業】

自治体名 北海道上川町 人口 3,153人 事業費 6,250千円

事業概要

上川町立中央保育所(R7～上川町認定こども園)に保育ICTを導入する。保育ICTを導入することで、登園降
園情報及び欠席連絡などをシステムで登録・管理をすることができ、園児の安全対策及び保護者負担の軽減を図
ることができる。また、保育事務をシステム内で行うことで、職員の事務時間が削減し、その分園児と向き合う時間
が増え、保育及び教育の質の向上につながる。

具体
サービス

【保育業務ICT化】
①登降園管理
• 保護者の欠席連絡をスマホアプリで入力。保育

士(保育教諭)の電話対応などの時間の削減に
つながる。

• 出欠情報をシステムで管理することで、確認漏れ
などを防ぎ、園児の安全対策につながる。

②保護者連絡
• 緊急連絡やお便り配信、連絡帳のやり取りなどを

アプリをとおしておこなうことで、電話での煩雑なや
り取りによるミスを減らすことにつながる。

③帳票管理
• 日々の日誌や発達経過記録、月案等がデータ

連携し、「連動性」を重視した指導案等の作成
が可能になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリダウンロード数
②欠席連絡に占めるアプリの利用割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育ICT利用保護者満足度
②
③

登降園管理

保護者連絡

帳票等管理

園児情報管理

保育ICTシステム

記録・蓄積

発信

適宜受信

受信

保育士
保護者



事業概要 【認定こども園ICT化による保育環境・子育て環境向上事業】

自治体名 北海道浜頓別町 人口 3,290人 事業費 1,911千円

事業概要

浜頓別町認定こども園では、保護者とのやり取りを電話や紙で行っており、保護者にとって情報の発信・受信できる
場面が限定的なものとなっている。また保育教諭の業務についても、指導案や日誌等の書類作成、連絡帳などの
手書き業務等、事務作業も多く、超過勤務の増加に繋がっている。そこで、ICTを活用した保育業務支援システム
を導入することにより、保護者の利便性向上と保育教諭の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
• QRコードの読み込みによる、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
• 欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行

うことができる。（現在は電話連絡）
• 園児に関する連絡事項について保育教諭と保護

者がアプリを介し随時行うことができる。（現在は
電話もしくは登園時、降園時の口頭伝達）

• 緊急連絡やお便りをアプリにて配信することができ
る。（現在は紙、もしくは電話での連絡）

【帳票の連動による保育教諭業務の効率化】
• 児童票、出席簿、園日誌等のデータ連携による

転記作業の省力化等。
• デジタル化された園児・保育情報を職員間で共

有することが可能となる。（現在は紙・口頭での
共有）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリの利用率
②こども園から保護者への情報発信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリを利用した保護者の満足度



事業概要 【保育等ICTシステム導入事業】

自治体名 北海道斜里郡小清水町 人口 4,423人 事業費 13,729千円

事業概要

令和6年11月開園予定の町立認定こども園（小清水町立小清水認定こども園（仮称））にWi-Fi環境を整
備し、保育等ICTシステム（コドモン）を導入することで保護者と認定こども園の情報共有の遅滞解消、保護者と
職員間のコミュニケーションの円滑化、職員の業務効率化の実現を図り、職員が子どもと向き合う時間を確保し、
教育・保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【保護者連絡のスマート化】
保護者が電話や口頭、手帳で行われていた欠席や

早退等の連絡を導入するシステムで常時欠席等の
連絡が行えるようになること、町立認定こども園からの
情報をスムーズかつ確実に受け取れること、保護者が
職員との間での子どもの様子の情報を詳細に共有す
ることができる。

【職員の業務効率化】
Wi-Fi環境を整備し、システムを導入することにより、

職員のシフト管理や月案・週案などの資料の作成の
作成時間が短縮できることで、業務の効率化の実現、
職員が子どもと向き合う時間を確保ができ、教育・保
育の質の向上を図ることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のうちシステム利用登録者の割合
②欠席連絡にけるアプリの利用割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①職員の時間外労働の削減
②保護者アンケートによる利用満足度
③

Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム

町立認定こども園 保 護 者

シフト管理・資料作成

欠席・早退確認 欠席・早退連絡

情報発信 情報受信

子どもの様子の共有 子どもの様子の共有

登園降園確認 登園降園連絡



事業概要 【デジタルの力を活用した子ども・子育て支援環境向上事業】

自治体名 北海道別海町 人口 14,200人 事業費 8,336千円

事業概要

町立保育所（7か所）にデジタルの力を活用した業務支援システムを導入し、サービスによる職員（保育士及び
栄養士）と保護者の間のコミュニケーションの円滑化と職員の業務効率化を実現させ、北海道別海町の子ども・子
育て支援環境の向上を図る。また、保護者から欠席をする際の連絡や、園から保護者に対しての緊急の連絡がい
まだに電話によるアナログな対応であることに対して、不満の意見が上がっており、これらの課題解決を図る。

具体
サービス

【関係書類のデジタル化】
システムを介し利用者台帳や保育記録など関係書

類をデジタル化する。
一元管理により転記の手間が省けるほか、職員間

の効率的な情報共有ができる。

【保護者連絡のスマート化】
保護者が主に電話で行っている欠席や早退等の連

絡を保護者用アプリからできるようになり、システムで
受付し、登録する。
保護者用アプリを介し職員が保護者と必要な連絡

を随時行うことができるほか、緊急連絡やお便りの配
信、アンケートなどを行うことができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリ利用率
②欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利用満足度
②保育士（正職員）の超過勤務削減時間



事業概要 【母子健康手帳アプリの活用による子育て支援事業】

自治体名 青森県大間町 人口 4,777人 事業費 218千円

事業概要

当町では子育てに関する支援が不足しており、また、子育て支援情報が町ホームページや広報誌での周知のみの
ためタイムリーな情報提供ができていない状況である。母子健康手帳アプリ『母子モ』の導入により各種健診・予防
接種等の記録を電子化することで、予防接種及び健診の日程管理や通知が可能となり、利用者の不安感が軽
減し、また、職員の業務効率化により他の子育て支援事業拡充に繋げる。

具体
サービス

【母子手帳アプリ 母子モ】
• 母子手帳省令様式に応じた各種記録
• 計画的な予防接種を支援するスケジューラー
• 子どもの月齢に応じた子育て支援情報発信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリのダウンロード累計数
②母子健康手帳アプリのアクセス件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子健康手帳アプリの満足度
②
③



事業概要 【子育て相談記録システム導入事業】

自治体名 岩手県花巻市 人口 91,194人 事業費 19,848千円

事業概要
市の基幹システムである住民情報システムと連携した「健康かるて」を機能を拡充して、乳児・母子の情報、児童
相談記録情報などの相談記録等をデジタル化することで、検診情報などを一元的に管理・閲覧し、様々な相談事
案の支援につなげる。

具体
サービス

【子育て相談記録システム】
・住民サービスの向上
市民が各種相談を行う際、相談員が不在でも相
談経過を情報共有できることから、窓口を変えること
なくワンストップで対応可能となり、複数の窓口で適
切に継続的な支援を受けられ利便性が向上する。

・支援アプローチの多角化
相談先となる各担当課と連携している要保護児

童対策地域協議会と情報共有が図られることにより、
相談者は最適かつ重層的な支援を受けることが可
能となる。

・業務の質の効率化
各種相談情報をシステムから閲覧できるようになる

ため、各部署の担当職員が迅速かつ適切に情報を
共有することが可能となり関係機関との連携強化が
図られる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①相談記録の登録件数（年度末）
②要対協登録児童数（年度末）

【アウトカム指標（成果指標）】
①解決に向けて方向性が見出せるようになった女性の割
合
②解決に向けて方向性が見出せるようになった児童の割
合

住民情報システム

＋機能拡充健康かるて

閲覧・記録
【花巻市】
地域福祉担当

母子保健担当

障がい福祉担当

【市民（相談者）】

【基幹システム】

情報共有

適切な支援

乳児情報
（健康づくり、長寿福祉、
障がい福祉）

児童相談
（地域福祉）
検診情報

【要保護児童対策地域協議会】

窓口を選ばず
相談 支援・

サービス提供



事業概要 【公立保育所等ＩＣＴシステム導入事業】

自治体名 岩手県奥州市 人口 109,942人 事業費 37,640千円

事業概要

ICT化により対面に限らずコミュニケーションを図れるようになることで、保護者と保育士間の連携が緊密になる。
このことにより、保育所が子どもを預けるための施設にとどまらず、子育て相談などの子育て支援機能が地域の中で充
実する。
またシステムを使った情報共有、保育士間の連携を図ることで保育の質を向上させ、市民の子育て環境をよりよいも
のにする。

具体
サービス

【教育・保育施設向けICTサービス】
• 登降園記録
• 保護者との連絡機能
• 延長保育料計算
• 健康状態等の園児情報の共有
• 指導案作成、保育ドキュメンテーション
• シフト管理
• 緊急連絡
• お便り配信
• 行事予定表作成

出典 https://www.city.shiraoka.lg.jp/soshiki/keieikikakubu/zaiseika/3_1/521.html
埼玉県白岡市役所ＨＰ「行革ニュース 令和5年3月 第11号」

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①欠席連絡に占めるアプリの利用割合
②アプリを活用した配信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利便性や保育の質の向上が図られたと感じた保護者の
割合
②事務時間を削減し保育に充てた時間数

https://www.city.shiraoka.lg.jp/soshiki/keieikikakubu/zaiseika/3_1/521.html


事業概要 【母子健康手帳アプリ事業】

自治体名 岩手県紫波町 人口 32,918人 事業費 968千円

事業概要

妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用し、アナログ版の母子健康手帳と併せて、
妊娠中の記録や、乳幼児健診等の子どもの成長記録を自身で管理ができ、また多種類に及ぶ予防接種のスケ
ジュールについてもプッシュ型で情報を発信ができる。これまでは、２回/月の広報誌、ホームページ、個別通知により
母子事業の周知や通知を実施してきたが、子育て中の保護者からは、町からのタイムリーな情報発信を望む声が
多く情報のデジタル化を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②
③

• 産婦人科で案内を
受けてアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上での
事前申請＆面談日時を予約



事業概要 【認定こども園業務ICT化事業】

自治体名 岩手県金ケ崎町 人口 15,197人 事業費 1,152千円

事業概要

幼児教育・保育の無償化や特別な支援を要する子どもの受け入れなど保育需要が拡大しているが、現場の職員負担増に対して
適切な人員配置が困難となっており、本来業務である「教育保育」の時間を十分に確保できない問題が生じている。また、登降園の
際の管理不備による園児の死亡事案や通園中の事故、熊との遭遇が全国的に相次いでいることから、子どもたちの生命・身体の危
険やそれに伴う保護者の不安感が増しているため、リスクを防ぐ取り組みが求められる。そこで、業務ICT化を推進することで、保護者
の利便性向上や現場の業務負担の軽減、登降園の際のリスクヘッジを図り、安定的かつ質の高い教育保育を提供出来る体制を整
え、児童や保護者の満足度の向上に資するもの。

具体
サービス

【ICTによる業務効率化】
・登降園記録
・園児バスの運行状況確認
・健康状態等の園児情報の共有
・指導案作成
・職員のシフト管理
・保護者への緊急連絡
・お便り配信
・行事予定表作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①スマートフォンアプリの利用者数
②アプリを利用した保護者からの連絡割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①教育保育の質が高いと感じる保護者の割合
②子どもと接する時間が増えたと感じる教職員の割合



事業概要 【幼稚園・保育所ICTシステム導入事業】

自治体名 岩手県平泉町 人口 6,873人 事業費 4,936千円

事業概要

平泉町内の幼稚園・保育所を利用している保護者への子育て支援アプリの導入により、登園や降園の時間把握、また、お便りを
はじめ、緊急連絡時など一斉に正確な情報を伝達できることでの保護者の利便性向上のほか、子どもの保育記録等をデジタル化す
ることで保育士、保護者間との連絡対応をアプリで実現できることでの保育士の業務負担軽減により、子どもと向き合う時間の確保
を通した保育の質の向上が図られる。更に町の子育て支援機関との情報共有により、小学校就学への引継ぎなどを含め継続的か
つ長期的な子育て支援体制が構築できる。

具体
サービス

【保育所ICTシステム】
・園児の欠席や遅刻の連絡をアプリから行える。
・保育所からの連絡をアプリから一斉にかつ正確に受け取ることが
できる。
・毎日の登園記録・写真販売・保護者からの電話連絡・園児情
報の共有・保護者へのお便り通知などをアプリから行える。
・アプリの活用より保護者やまた、保育士さらに町の子育て支援
機関との情報共有がスムーズとなり支援体制が構築できる。

【システム導入環境整備Wi-Fi導入】
・Wi-Fi環境整備（平泉保育所、長島保育所）
・システム導入など
【園側端末導入】
・平泉幼稚園 ipad  ５台の導入
・平泉保育所 ipad 11台の導入
・長島保育所 ipad  ８台の導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① ICTアプリ利用者(ダウンロード)累計数
② ICTアプリによる欠席等連絡割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① ICTアプリに関する満足度
② ICTアプリを活用した保育・子育て支援環境に

関する満足度
③



事業概要 【保育所ICT化による保育環境向上事業】

自治体名 宮城県女川町 人口 5,919人 事業費 15,724千円

事業概要

核家族化が進行する中で、保護者の働き方やライフサイクルの多様化に伴い、家庭や地域社会の養育機能の
低下や育児不安などをもたらしていることから、保育所の役割が重要となってきている。それに対応するため、公立保
育所２か所に「保育業務支援システム」を導入しICT化をすることで、保護者と保育所双方の利便性を高め、双
方の負担を軽減する。また、保育所での事務負担低減により、保育士等が、保育業務に充てる時間を増やすなど、
保育サービスの質と量の向上を図り、保護者と児童にとっての保育サービスを充実させる。なお、インターネット環境
整備工事については１施設がこども園となり現在の施設を解体する予定のため１施設のみの工事となる。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
・画面タッチやQRコード読取等による園児の登所及
び降所の管理
・保護者連絡アプリの活用によるお便りの配信、緊急
連絡、アンケート等
・指導計画や日誌等の各種帳票のデジタル化
・身体測定の記録等の発育管理
・児童台帳等をシステム管理することで保育士間での
情報共有
【システム導入環境整備（Wi-Fi導入等）】
・Wi-Fi環境の整備
・各保育室にPCの導入
・登降所用タブレットの導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリのダウンロード数
②保護者アプリの連絡帳利用割合
③保護者アプリの操作利用説明会参加人数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育業務支援システムの満足度
②保育所に関する満足度

・登降園管理
・日誌等作成
・児童記録
・お便り等

システム

記録・蓄積

発信

保
育
士 受信

連絡
保
護
者



事業概要 【給付費等申請クラウドシステム導入事業】

自治体名 山形県上山市 人口 28,146人 事業費 2,912千円

事業概要

民間保育所等と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処
理を、クラウドシステムでデジタル化し、データを一括管理することで、施設と本市の業務負担の軽減を図る。それに
より、民間保育所等の人材確保及び施設側の運営相談、電子申請を含めた窓口の対応に時間を充てることで、
市民や施設に対するきめ細やかな対応が可能になるため、保育サービスの充実を図ることができる。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
（途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能）
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 一時預かり、延長保育、病児保育の人数報告

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利用施設の拡充
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①民間保育園の満足度
②
③

米
田

園児・職員情報
配置情報
加算申請

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【児童センターICT化事業】

自治体名 山形県長井市 人口 24,892人 事業費 11,240千円

事業概要

市内で集団保育を行う児童センターでは、保護者との連絡を電話や紙等で行っており、保護者にとって連絡や情
報を収受できる時間や方法が限られている。また、保育士の業務についても、日誌等の書類の作成、連絡帳の手
書き業務等、事務作業の負担が多い。ICTを活用した保育業務支援システムを導入することにより、保護者の利
便性の向上と保育士の業務負担軽減による保育時間の確保を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・QRコードの読み取り等により、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。
・園児に関する連絡事項について保育士と保護者が
アプリを介し随時行うことができる。
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信。
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
・児童票、成長記録、出席簿、園日誌、健康診断
記録等のデータ連携による転記作業の省力化等。
デジタル化された園児・保育情報を職員間で共有す
ることが可能となる。
【バスの運行管理】
・園児バスの位置情報を施設や保護者がリアルタイム
で確認することが可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリをダウンロードした保護者の割合
②アプリを活用した欠席連絡の割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のシステム利用満足度
②
③



事業概要 【母子保健デジタル活用事業】

自治体名 山形県天童市 人口 60,670人 事業費 3,319千円

事業概要

「母子健康手帳」と「子育て支援機能」等を組み合わせた「子育て支援アプリ」を活用し、伴走型相談支援等を
行うことで、利用者に負担をかけることなく、子育て世代へ効率的なサポートが可能になる。
また、利用者が都合の良い時間帯に、「質問票サービス」を活用し、事前回答や面談の予約が出来るため、来所

時の待ち時間の短縮を図ることが出来る。さらに、来所者の回答内容を事前に把握することで、問題を把握し対応
策を検討出来るので、問題解決までの手順が円滑になる。

具体
サービス

【子育て支援アプリ】
• 母子健康手帳機能（妊娠経過や子どもの成長

記録、乳幼児健診記録管理）
• 予防接種スケジュール管理（予防接種間隔表

示、プッシュ通知）
• 市からの情報配信（乳幼児健診案内、子育て

イベント情報配信等）
• その他の機能（１２言語の外国語表示対応、

利用者集計機能）
【質問票サービス】
• 妊娠届出での活用（事前のアンケート回答入力、

来所日入力、集計）
• 伴走型相談支援での活用（対象妊婦リスト抽

出、アンケート回答入力、集計）
• 新生児訪問での活用（事前のアンケート回答入

力、集計）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリの登録延人数
②アプリ利用延人数
③質問票サービス利用者実人数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリ活用に関する満足度
②子育て支援に関する満足度
③質問票サービス利用による面談の満足度



事業概要 【公立保育所情報化推進事業】

自治体名 福島県いわき市 人口 320,946人 事業費 81,248千円

事業概要

ICTクラウドサービスによる保育所等業務支援システムを導入し、保育現場の業務省略化・効率化によって「保育
の質の確保・向上」を図るとともに、保護者の利便性を向上させる。
また、職場環境の改善を図ることで、保育士の人材確保につなげ、人材不足の解消、離職率の抑制及び県内の
有効求人倍率２倍を超える市内の有効求人倍率を改善し、待機児童を解消していく。

具体
サービス

保育業務支援システム（CoDMON）の導入
■対象業務
・保護者連絡（出欠連絡、連絡帳機能など）
・職員間の情報共有
・登降園管理
・発育・健康記録
・各種帳票作成 ほか
■導入箇所
・市立幼稚園 10ヶ所
（入園児童  330名 ※R5.5月現在）
・市立保育所 30ヶ所
（入所児童 1,885名 ※R5.12月現在）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリ登録率
②欠席連絡におけるアプリの利用割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①負担軽減につながっていると感じる職員の割合
②保育所に満足している保護者の割合
③



事業概要 【子育て支援ICTシステム導入事業（幼稚園・児童クラブ）】

自治体名 福島県白河市 人口 57,216人 事業費 21,571千円

事業概要

市内の子育て世帯の多くは共働き世帯であり、就労等により時間的余裕を持てないなか、施設とのコミュニケーショ
ンに苦慮している。特に電話による欠席連絡や紙前提のお便り通知等、保護者と施設間の円滑な連絡手段に課
題を抱えている。「子育て支援ICTシステム」を導入することで、いつでもどこでもアプリケーションを通じて施設とのコ
ミュニケーションが図れるようになる。時間的制約のない連絡手段を導入することで、保護者の利便性向上と関係
者間の情報共有による事故リスク低減を図り、安心して子育てが出来る環境を整備する。

具体
サービス

【幼稚園業務支援システム】
・登降園管理機能（欠席・遅刻連絡を含む）
・連絡帳機能
・お知らせ配信機能
・指導計画・日誌等帳票作成機能
・アンケート機能
【児童クラブ業務支援システム】
・欠席・遅刻連絡
・連絡帳機能
・お知らせ配信機能
・アンケート機能
【システム導入環境整備Wi-Fi導入】
・Wi-Fi環境整備
・システム導入など
【園側端末導入】
・ipad・管理用PCの導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設からの情報発信数
②オンラインでの欠席・遅刻連絡率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度
②
③



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用したオンライン予約サービス事業】

自治体名 福島県二本松市 人口 51,387人 事業費 1,688千円

事業概要
妊娠期から子育て期の情報は市のホームページや紙媒体が中心で必要な情報がタイムリーに届いていない。また、乳幼児健診、健康
相談等の予約は電話で平日のみで、働いている保護者は予約が難しい状況のため、妊娠期から出産・子育てを支援する母子健康
手帳アプリ『母子モ』のオンライン予約機能を活用して、乳幼児健診、健康相談等の予約をアプリから行えるようにすることで、市からの
お知らせの受け取りから乳幼児健診、健康相談等の予約までをアプリで行えるようにし、子育て支援策の住民満足度向上を図る。

具体
サービス

母子健康手帳アプリ『母子モ』により、各属性（子どもの生年月
日など）に応じてアプリへ当市からのお知らせを受け取ることがで
きるため、必要な支援情報をプッシュ型で届けることができ、妊娠
期から子育て期まで切れ目ない支援を行えるようになる。

アプリのオンライン予約機能により、保護者は自身の対象となる
乳幼児健診、健康相談等への予約がアプリから行えるようになる
ため、対象事業の案内から予約までをアプリで行えるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②オンライン予約率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②オンライン予約の利用満足度

・ 予約の電話対応の手間の削減
・ 予約内容を事前に把握し業務調整により業務を効率化できる。

• 24時間いつでも乳幼児健診、健康相談等の予約できる
• 予約日の空状況の確認や予約日の変更など電話の手間が省ける

母子健康手帳アプリサービス

母子モ子育てDXオンライン予約サービス

保護者

市



事業概要 【保育所ICTシステム導入事業】

自治体名 福島県本宮市 人口 29,920人 事業費 23,005千円

事業概要
市内公立保育施設及び施設を利用している保護者へのアプリの導入により、登園や退園の時間把握や、遅刻・
欠席連絡のワンタッチ申請、子どもの保育記録等をデジタル化することによる情報の共有、帳票管理、車内置き去
り防止策等を図り、保育士の負担軽減及び保育の質の向上、保護者の満足度向上に寄与する。

具体
サービス

【コドモンシステム利用サービス】
・スマートフォンアプリ利用500人以上（利用者
数）
・保育管理者サービス
・毎日の登園記録・毎月の保育料計算・写真販
売・保護者からの電話連絡・園児情報の共有・
保護者へのお便り通知など
【システム導入環境整備Wi-Fi導入】
・Wi-Fi環境整備
・システム導入など
【園側端末導入】
・ipad29台の導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コドモンアプリダウンロード数
②欠席連絡におけるアプリの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①子どもの保育環境に関する満足度
②コドモンサービスの満足度



事業概要 【児童クラブＩＣＴ化によるサービス環境向上事業】

自治体名 福島県河沼郡湯川村 人口 3,056人 事業費 1,406千円

事業概要

湯川村放課後児童クラブでは、保護者とのやり取りを電話や書面で行っており、保護者にとって情報の発信・受信
できる場面が限定的なものとなっている。また、児童クラブ職員の業務についても日誌の書類作成などの手書きによ
る事務作業も多く、負担となっている。そこで、児童クラブにＩＣＴを活用した業務支援システムを導入することによ
り、保護者の利便性向上と児童クラブ職員の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登所記録の自動化】
・ＱＲコード読み込みで、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。（現在は電話連絡）
・児童に関する連絡事項について,児童クラブ職員と
保護者がアプリを介し随時行うことができる。（現在
は電話もしくは登所時、退所時の口頭伝達）
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信。
（現在は紙、もしくは電話での連絡）
【帳票の連動による児童クラブ職員業務の効率化】
出欠確認、日誌等のデータ連携による作業の省力
化。
デジタル化された児童情報を児童クラブ職員間で共
有することが可能となる。
（現在は紙・口頭での共有）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童クラブから保護者への情報発信数
②アプリのダウンロード数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度
②
③



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した母子保健事業】

自治体名 福島県湯川村 人口 3,056人 事業費 330千円

事業概要

現在、湯川村の乳幼児健診や予防接種のお知らせは、書面で行っており、受診忘れや接種忘れが発生しているこ
と、またお知らせ文書作成や対象者管理を行う上での事務負担が多くなっている。
妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ「母子モ」を活用し、乳幼児健診や予防接種の予定の通
知や地域の子育て支援情報をデジタル化することで、保護者の乳幼児健診・予防接種スケジュール管理や自治
体の手間を削減するとともに、受診忘れや接種忘れを防止し、安心・安全な子育て環境を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
○母子手帳省令様式に応じた各種記録
・妊婦健診～乳幼児健診ごとの情報の登録・
管理、予防接種記録の登録・管理を行うことが
できる。
・アプリの登録を行うと接種記録がアプリに反映
され、予防接種のスケジュールが自動作成され
る。また、プッシュ通知で接種忘れを防止するこ
とができる。
○子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信
・自治体から子育て情報の配信ができる。
・利用者の属性等によって子育て情報のプッ
シュ配信ができる。
○アンケート機能の活用
・任意に設定した内容のアンケートを配信し、回
答を得ることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリの登録者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②
③

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

●妊婦健診・乳幼児健診・
予防接種情報の登録

★アンケートの回答

★予防接種予定のプッシュ通知
★子育て情報の配信
★アンケートの配信

●子育て情報の掲載
●アンケートの設定



事業概要 【プチ移住で子育て支援！第２のふるさとさめがわ体験事業】

自治体名 福島県鮫川村 人口 2,900人 事業費 11,426千円

事業概要

本村では、近年の出生数が年間６～８名であり、県内でも人口減少率が第4位の58.2％となっている。そのため、
こどもセンターへの入園数も減少しており、それを防ぐ施策が必要である。そのため、入園者の増加施策として「保育
園留学」を実施するが、その実施に伴い申し込みから入園までをオンラインで行えるようなシステムを導入すると共に、
保育の質を向上させ魅力的なこどもセンターへの転換のため、保育業務のICTサービス「コドモン」を導入して業務の
効率化を行い保育時間の確保を目指す。

具体
サービス

【保育園留学サービス】
保育園留学に関する問合せ機能
Web面談ツールでの相談予約機能
質問に対する自動回答チャットボット
申込フォームと必要書類提出機能

【コドモンシステム利用サービス】
• スマートフォンアプリ
• 保護者連絡
• 登降園記録
• 帳票作成
• 写真共有・販売
• 発育記録・健康記録・身体測定
• バス運行管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育園留学問い合わせ機能利用者
②保育園留学システム申込機能利用者
③コドモンシステム利用サービス利用者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続所要時間の短縮
②コドモンシステム利用サービスの満足度
③保育・子育て環境に関する満足度



事業概要 【公立保育園・認定こども園のICT化推進事業】

自治体名 茨城県日立市 人口 166,028人 事業費 19,889千円

事業概要

公立保育園・認定こども園において、保育業務支援システムの導入、WiFi整備及びタブレット端末の購入等の通
信環境を整備し、保護者の利便性向上やヒューマンエラー等による事故を未然に防ぐことで、手厚い保育サービス
を提供できる体制を構築するとともに、保育士が子どもや保護者との触れ合う時間を増やすことで保育サービスの質
の向上を図るため、保育士による書類作成業務等を効率化する。

具体
サービス

【公立保育園業務デジタル化サービス】
• 欠席や遅刻の連絡、お便りの配信、緊急連絡等

を行う保護者連絡アプリや園児の登園及び降園の
管理、記録が可能

• 各種指導案や日誌、保育記録を蓄積する機能が
備わっている

• ドキュメンテーション機能により、写真を貼り付ける
等、連絡帳がデジタル化され、冊子として印刷も可
能

【公立保育園ICT環境整備】
• 公立保育園における通信環境、通信機器等と

いったICT環境を整備

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの利用者数（人）
②保護者からの欠席連絡における利用割合（％）

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度（ポイント）
②保育園に対する満足度（ポイント）

適宜送信



事業概要 【公立保育所におけるICT化推進事業】

自治体名 茨城県石岡市 人口 70,197人 事業費 7,300千円

事業概要

市立保育所にICTシステムを導入することで、保育所と保護者の情報共有の円滑化、利便性向上を図る。現状、
連絡が多い朝の時間帯は保育所の電話がつながりにくい等、情報共有面で不便が生じているが、アプリ上での欠
席連絡等が可能になることで改善を目指す。その他、連絡帳やお知らせの確認、写真共有等がすべてアプリででき
るようになる。また、保育士の業務を効率化することで、園児と向き合う時間を多く確保し、保育の品質向上を図る。

具体
サービス

【保育所ICTシステム】

• アプリでの出欠連絡や登降園管理
により、保護者の方が安心して保
育所を利用できる環境づくりを図る。

• アプリを介して双方向のやりとりが可
能。保育所から保護者に対しての
一斉連絡や行事予定の送付に加
え、連絡帳や欠席・延長連絡の個
別のやりとりも実現。保護者側の電
話連絡の手間を省くとともに、保育
士の業務としても負担の大きい朝
の連絡対応や連絡帳の手書き作
業を効率化できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリへのアカウント登録率
②出欠・延長連絡のアプリ利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる利用満足度
②保育士の事務業務時間の削減により他の保育業務に充てられた時間

保
育
所

保
護
者

シ
ス
テ
ム

【システム導入後】

登降園・入退室管理 保護者連絡園児情報管理 連絡帳 写真共有

【現状】 ・朝の忙しい時間に電話等で保育所へ欠席連絡しなくてはならない。
・欠席者の情報は保育士間で随時共有（口頭、メモ等）
・紙媒体の連絡帳でやりとり。
・写真送付までに保育士の手間がかかるため、写真の共有が少ない。

・保育士は園児の情報確認、保護者向けの連絡等をシステム上で行うことが可能。
・保護者は保護者用アプリを通じて、24時間どこからでも通知確認、欠席登録が可能。



事業概要 【教育・保育施設等給付業務管理システム導入事業】

自治体名 茨城県常総市 人口 61,258人 事業費 2,750千円

事業概要

市内の認可教育・保育施設等に対し、施設の運営費となる補助金を申請・交付する事務について、オンラインで
一元的な管理・申請が可能なシステムを導入する。現状、多種多様な申請・実績報告の管理・資料作成が現場
職員の負担になっていることから、システムを導入することで施設の事務負担を削減し、保育に専念する時間を創
出させ、保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【教育・保育施設等給付業務管理システム】
• 職員配置状況、利用子どもの認定状況、加算

取得状況等の給付業務に関わる施設情報の一
元的な管理。

• 施設型給付費、地域子ども・子育て支援事業に
かかる13事業を始めとした、交付金・補助金の
申請・実績報告及び請求業務の電子化。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムサーバーへのログイン件数
②教育・保育施設等給付業務管理システムを用い
た給付申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①教育・保育施設等給付業務管理システムの使用満足
度
②事務作業時間の削減
③教育・保育施設に対する保護者の利用満足度

《 システム導入前 》

《 システム導入後 》



事業概要 【保育施設入所手続き等オンライン申請事業】

自治体名 茨城県取手市 人口 106,008人 事業費 1,485千円

事業概要
保育施設入所手続き等をオンライン化することで、保護者の来庁時間や申請書類作成にかかる時間的負担の軽
減を図る。また、申請内容を即座に点数化するシステムを導入することで、保護者と点数を共有することが可能とな
り、副次的に職員の利用調整に係る業務の効率化も図られる。

具体
サービス

【スマート申請システム】
・保育施設入所手続き等について
オンライン申請を可能とする。

・申請内容をもとに取手市保育所の利用調整に
関する基準に準ずる点数化を行い、保護者へ
通知する。

・申請書類等に不備があった場合、差し戻し及び
再提出が可能。

・通知発送（PDF）が可能となるため、利用内定
等の通知をオンライン化することを検討。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン申請の申請者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用満足度
②手続き所要時間の短縮
③



事業概要 【教育・保育給付費等管理システム導入事業】

自治体名 茨城県牛久市 人口 84,110人 事業費 6,600千円

事業概要

子ども・子育て支援法の確認を受けた民間保育園等は、運営に必要な毎月の給付費などを請求するために多大
な時間を要しているため、自治体と民間保育園等がクラウド上で情報を共有・電子化することで、申請・承認まで
の工程をスムーズに行うことができる。また、システムを導入することで民間保育園等での事務作業時間の短縮が期
待できることから、その時間を保育園業務に充てる等、保育の質の向上が図られ、保護者の満足度向上に繋がる。

具体
サービス

【教育・保育給付等管理システム】
• 民間保育園等と市が共有の画面を用いて、給

付の申請・承認を行う。
• 保育士配置等の確認が簡便になるため、保育

士数の試算等に係る業務従事時間が削減され
る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを利用しての報告件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の保育への満足度
②
③

保育園担当課 保育園等

給付システム

承認

確認・申請

確認・申請
承認



事業概要 【坂東市給付費等申請システム構築事業】

自治体名 茨城県坂東市 人口 52,372人 事業費 2,200千円

事業概要

民間の保育施設が質の高い子育て支援を行うために、市と民間施設の連携により保育サービスの水準を高めてい
くことが必要となることから、施設と行政における請求／審査・給付計算に関わる業務の一元化を図るシステムを導
入し、双方において正確性の徹底と業務負担の軽減を図るとともに、情報共有機能やコミュニケーション機能により
運営アドバイスや研修等のスキルアップ情報を提供していく。

具体
サービス

【坂東市給付費等申請システム】
• 請求／審査・給付計算に関わる業務の一元化
• ダッシュボード機能、コミュニケーション機能の構築
• 事務時間短縮による児童・保護者への対応時

間の増加とサービスの向上。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム導入施設数
②システムからの申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムによる給付手続の所要時間
②保育サービスの満足度



事業概要 【教育・保育施設等給付金業務管理システム導入事業】

自治体名 茨城県かすみがうら市 人口 40,429人 事業費 3,300千円

事業概要
子ども教育・保育給付費の申請や給付事務等は、現在メール等アナログツールを利用しているため、民間の教育・
保育施設職員の事務負担が増加しており、子どもと向き合う時間の減少が危惧されている。当システムの導入によ
り、子ども一人一人と向き合う時間の確保につながり、会話・表情・行動等詳細に把握することができ、さらには保
護者からの連絡や相談に対しても迅速な対応が可能となることで、より質の高い保育サービスの提供につながる。

具体
サービス

【教育・保育施設等給付金業務管理システム】
・自治体と民間の教育・保育施設における現行のコ
ミュニケーションツールを用いた教育・保育給付申請の
在り方を見直し、クラウドシステムにより、園児・職員・
施設情報等に基づく給付手続き・データ連携等の一
元化を図ることで質の高い保育の提供を目指す。
・現場で子ども一人一人と向き合う時間を確保するこ
とで、日常の機微な変化にも対応できる質の高い保
育を提供
・業務負担軽減により、保護者からの連絡・相談に
対してより迅速な対応が可能
・安定雇用の確保に伴う民間の教育・保育施設の
利用希望児童の受け皿確保・維持
・子育て世代の安心した社会参加の実現

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを活用した給付申請数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育士が保育サービスに充てる時間の確保

業務効率化による負担軽減
施設職員の離職防止

保育等利用児童の
受け皿確保

待機児童対策



事業概要 【施設型給付業務クラウドシステム導入事業】

自治体名 栃木県宇都宮市 人口 513,343人 事業費 11,000千円

事業概要

教育・保育施設等（以下，「施設」という。）の施設型給付等業務については，これまで，給付費の申請や
各種加算申請等の手続きを施設ごとに郵送やメール等で行っており，手続き書類等の作成・申請受理・確認等
に時間を要するなど，施設と市の双方の多大な事務負担となっていることから，クラウドシステムを導入し，データ
の共有や一括管理等を行うことにより，業務の効率化及び正確性の向上を図るとともに，事務効率化によって生
み出された時間を有効に活用することで，各施設における教育・保育の更なる質の向上を目指すもの。

具体
サービス

【施設型給付業務クラウドシステム】
・ 施設の給付費等申請、請求書発行
・ 実績データの外部出力機能
・ 施設の配置状況管理
・ 既存保育システムとのCSVデータ連携
・ 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
・ 一時預かり、延長保育の利用状況管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設のシステム利用施設数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①業務作業時間削減による教育・保育の質の向上
②システム利用の満足度
③

申請（電子）
照会（メール）

申請（電子）
照会（電話）

申請（紙）
照会（電話）

園児情報の
取り込み

認証端末からID/PWでログイン

施設情報等の入力
申請・請求

申請・請求の確認
承認/差戻
園児情報の登録

インターネット環境



自治体名 栃木県足利市 人口 139,605人 事業費 8,800千円

事業概要

施設型給付費等に係る各種業務について、手作業や表計算ソフトウェア等を活用して行っており、業務の複雑
性及び業務負荷が高まっている。クラウドシステムの導入によるオンライン化及び各種データの一元管理により、市
内民間保育所等及び市双方の給付費等請求業務の効率化及び負担軽減並びに業務品質向上を図り、保
育に専念できる時間を創出し保育の質及び子育て支援環境の向上を目指す。

具体
サービス

【教育・保育給付管理システム】
•施設型給付費等に係る加算申請
•施設型給付費等の請求書作成
•処遇改善等加算に係る加算率認定申請及び実
績報告

•情報共有機能
•ヘルプデスクの設置

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利用者数
②システムによる給付申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育に専念できる時間の創出
②システム利用者の満足度

事業概要 【教育・保育給付管理システム導入事業】

基本機能 情報共有機能

市内民間保育所等 足利市



事業概要 【デジタル技術を活用した児童虐待等への対応】

自治体名 群馬県高崎市 人口 368,026人 事業費 31,000千円

事業概要

当市は、児童虐待で軽～中度の事案対応を行っており、重度事案を対応する県児童相談所と連携を行ってい
るが、令和７年度には、高崎市独自の児童相談所の設置を予定し、全てのケースを対応することとなる。
児童虐待対応では、迅速な安全確保と細やかな支援が肝要であり、閉域ネットワークで繋いだ持出可能なタブ

レット端末を利用して、情報の共有と判断の迅速化を図り、子どもの生命や安全が脅かされない地域をめざす。

具体
サービス

【児童相談システム】

① 持ち出し可能なタブレット端末を閉域ネットワーク
で繋ぐことによって、現場-事務所間で随時情報
を共有することができる。

② 虐待による怪我の様子、家の状況等を撮影した
画像を瞬時に共有することで、現場と事務所の
一体での対応が可能となり、児童相談所長等
による一時保護の要否等、児童の安全確保等
の判断を迅速に行うことが可能となる。

③ アナログで行っていた作業をデジタル化し、情報を
統合管理することによって、記録等の事務作業
が軽減され、余ったリソースを児童との面談やケ
ア等のケースワークに注ぐことができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① システムで受理した児童虐待通告件数
② 訪問・面談でタブレットを活用した件数
③ システムに登録された記録件数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 死亡等重篤な事態に至ったケース数
② 通告から対応決定までの時間
③ 児童心理司による観察・面談数



事業概要 【放課後子ども教室支援体制充実化事業】

自治体名 群馬県下仁田町 人口 6,333人 事業費 292千円

事業概要

放課後子ども教室を利用している保護者等から、子どものリアルタイムな出席確認による安全確保と押印等に
よる出欠手続きの負担軽減についての要望がある。このことから、子どもたちの安全確保と子育て支援環境の充
実を図るため、放課後子ども教室を利用している児童を対象に、子どもたち自身のチェックイン・チェックアウト及
びその情報を保護者等に届けるサービスを提供し、子どもたちの安全確保と保護者の負担軽減を図る。

具体
サービス

【放課後子ども教室入退室通知サービス】

当町においては小学校が１つであり、全校児童は131名
（令和6年1月1日現在）である。そのうち約7割がバス通
学で、校時表やバスの時間に合わせて高学年を除く1年生
～4年生42名が放課後子ども教室に登録（登録率
32％）し、1日平均20名が利用している。
子どもたちは、授業が終わるとそれぞれの教室から余裕教

室を活用した「放課後子ども教室」に集まってくるが、教室
へ入室する際のチェックイン情報・教室を退出する際のチェッ
クアウト情報をメール等で保護者へ通知するサービスである。

【一斉メール通知サービス】
不審者情報や教育委員会等が発行するお知らせを一斉

メール送信機能を活用し、保護者が容易に情報を受け取
ることができるサービス。

・入退室を写真付きメールやLINEで通知。
QRコードをカメラにかざすだけで写真付きで保

護者に通知するサービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入退出管理サービスの利用者数
②入退室管理サービスの登録割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①入退出管理サービスの利用満足度



事業概要 【教育・保育給付費等業務管理システム構築事業】

自治体名 埼玉県川越市 人口 352,616人 事業費 18,137千円

事業概要

民間保育施設等への運営費給付事務では、園児の在籍数で給付額が変わるため、市と民間保育所間の定期
連絡で在籍状況を共有しているが、日々変わる園児の数を正確に共有できず、申請の過誤による修正や確認等
の事務負担につながっている。システム導入により、民間保育所の給付金請求事務の負担が軽減され、軽減した
時間を本来の保育に当てることができるため、教育・保育の質の向上が図られる。

具体
サービス

【教育・保育給付費等業務管理システム】
•民間保育施設等と市で園児の在席状況を共有で
きるほか、共有データを基に給付金申請事務を行う
ため、在席人数の誤りなどの過誤が減少し、確認作
業等の事務負担が軽減できる。
•メール（Excel）や紙で申請データを授受する必要
がなくなり、紛失や送り間違いなど防止できるため、
セキュリティを確保できる。

→民間保育施設等の給付金申請事務が削減
されることで、教育・保育従事者が本来の業務
注力できる環境を創る。

⇓
保育に充てられる時間を増加（創出）することで

教育・保育の質を向上する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを用いた給付申請件数
②システムに関する問い合わせ件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入に伴う保育業務の創出時間
②システム利用者の満足度
③保護者の満足度



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 埼玉県加須市 人口 112,153人 事業費 4,014千円

事業概要

公立保育所では手書きで作成する書類が多く、また、毎日の欠席・遅刻の連絡の手段は電話のみであるなど、保
育士・保護者双方の負担が大きいことが課題となっている。
保育士・保護者の負担軽減、利便性の向上を図り、保育士がこども達と向き合う時間を増やすことを目的に、保
育業務支援システムを導入する。

具体
サービス

保育業務支援システム
保護者の利便性向上、保育士の業務の負担軽減
に寄与するシステム

・発育・健康記録
・登降園記録管理
・請求管理
・帳票管理
・シフト管理
・給食管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリ利用割合
②保育所から配布するお便りの電子化
③欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利用者（保護者）の満足度

国内データセンター

こども保育課

各市立保育所（６施設）

既存PC

専用アプリ

庁
内
L
A
N

保護者

スマートフォン・タブレット

専用アプリ

既存NW利用



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 埼玉県戸田市 人口 142,237 人 事業費 5,259千円

事業概要
当市は核家族が多く 、サポートが少ない妊産婦が多い。また外国籍の妊婦等ハイリスク妊婦も年々増加し、個々に応じた支援が
求められている。年間約1,200件ある妊娠届出時に保健師の面談時間を確保することが急務である。
母子健康手帳アプリ『母子モ』を導入し、妊娠期から出産・子育て期までをきめ細かに支援する伴走型相談支援体制を構築する。
自治体は、申請内容の事前把握による情報共有や準備が可能となり、効率的に面談を実施できる。

具体
サービス

【母子健康手帳アプリ_母子モ】
母子健康手帳の省令様式に応じた各種記録の電子化
子どもの月齢に応じた子育て支援情報の個別・一斉配信

【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出・アンケート等の提出及び面談の予約
自治体側での届出・アンケート・面談予約のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリ登録率
②オンライン申請率
③オンライン申請及びＤＸ化に対応する事業数

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子健康手帳アプリの利用満足度
②オンライン申請の利用満足度

・市ホームページや広報紙、チラシ、
産婦人科等で案内を受けて、
妊婦や保護者がアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上で
事前申請・面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施
• 利用者目線では待ち時間がなく、

スムーズに面談が可能
• 自治体目線では、事前の申請内容

をもとに、保健師間の情報共有や
• 業務調整・事前準備ができ、業務が効率化

• データを健康管理システムに投入でき、
入力作業の手間を大きく削減

• 指定した様式での帳票印刷も可能

健康管理
システム

データ
投入

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに業務調整・事前準備ができ、当日の対応時間も短縮

• データを出力し健康管理システムに投入できるため、入力作業の工数/ミス削減
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

保護者

自治体



事業概要 【公立保育園ICT導入事業】

自治体名 埼玉県新座市 人口 166,063人 事業費 12,052千円

事業概要
核家族化の進展及び子育てに負担感を抱える家庭の増加や共働き家庭の増加に伴う、保育所の役割強化に

対応し、保護者及び保育士の負担軽減を図るため、公立保育所へのＩＣＴシステム（保育園の業務管理シス
テム、タブレット端末）の導入を推進し、保育の質の向上を目指す。

具体
サービス

【こども施設向けICTサービス】
• 登降園記録
• 延長保育料計算
• 健康状態等の園児情報の共有
• 指導案作成、保育ドキュメンテーション
• シフト管理
• 緊急連絡
• お便り配信
• 行事予定表作成
【対象保育施設】
• 第一保育園
• 第二保育園
• 栄保育園
• 西堀保育園
• 北野保育園
• 新座保育園

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① アプリのダウンロード累計数
② アプリを使用した保護者との通信回数

【アウトカム指標（成果指標）】
① アプリサービスの満足度
② 保護者アンケートによる保育所に関する満足度



事業概要 【保育支援システム事業】

自治体名 埼玉県北本市 人口 65,437人 事業費 16,454千円

事業概要

市内の保育園及び児童発達支援センターにおいて、これまでは保護者と施設間のやり取りが基本的に電話や紙
に依っており、それらの対応に手間や時間がかかっていた。
そこで、保護者も保育施設もアプリ上でやり取りできるようにICT導入を行い、保護者の利便性の向上と、保育士

の業務効率化を実現する。

具体
サービス

【保育支援システム】
保育ICTシステムにより
・園児の登降園の管理
・保護者と保育施設間の連絡
（欠席・遅刻連絡、お便り、緊急連絡等）
・各保育業務における帳票作成
（保育日誌、連絡帳、事故報告等）
・園内の情報共有 等
を、インターネットアプリ上で行う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所から保護者への情報発信数
②利用登録保護者数
③保護者の欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度
②保育士の事務仕事の減少時間数
③



事業概要 【保育所入所に係るAIマッチングシステム導入事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 5,237千円

事業概要

保育所等の利用調整にAIマッチングシステムを導入することで、結果通知発送の早期化を実現し、保護者の円滑
な復職を支援するとともに、利用調整の結果、保留となった申請者に対しても「幼稚園への入園」をはじめとした他
の選択肢の検討に充てる時間の確保につなげる。また、本事業により確保した人的資源を相談体制の充実、利用
調整制度の検討等に充て、市民（保育）サービスのさらなる向上を図る。

具体
サービス

【AIマッチングシステム】
• AIを利用することにより迅速な選考が可能となる。
• 迅速な選考に伴い、早期の結果公表を実現す

る。
• 選考結果をレポート化し、問合せ等に即座に対

応が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入所選考を行った件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①選考結果通知の前倒し
②市民（保育）サービスに対する満足度



事業概要 【給付管理システム導入事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 5,500千円

事業概要

保育士の確保や保育環境の改善に係る施策が多くなることに伴い、民間保育施設の給付事務が増大・複雑化し
ており、市への申請事務に多大な時間を要している。
給付管理システムを導入することで、作業時間を短縮し、民間保育施設に勤務する保育士の事務負担軽減を図
るとともに、保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【給付管理システム】
• 民間保育施設における給付事務について、請

求・審査・給付計算に関わる業務が当該システ
ム上に一元化される。

• メール等を介さないため、双方のやり取りがスムー
ズとなり、事務に係る作業時間が削減される。

• 保育施設と市が共有の画面を用いて給付事務
を行うため、独自のExcel様式や紙の報告様式
が不要となる。

• ダッシュボード機能、コミュニケーション機能が構築
され、依頼内容等を見落とさないようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム導入施設数
②システムを用いた給付申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①給付業務にかかる時間の削減率
②システム利用事業者の満足度
③保護者の保育園に対する満足度



事業概要 【公立保育所ICT活用事業】

自治体名 埼玉県鶴ヶ島市 人口 70,066人 事業費 5,131千円

事業概要
様々な子育てニーズや保育所の役割強化に対応するため、保育所にICTシステム（保育所業務支援システム・
給食情報システム・タブレット端末）を導入し、保育現場のデジタル化を推進することで、保護者の利便性の向上
と保育士等の業務効率化による保育の質の向上を目指す。

具体
サービス

【①保育所業務支援システム】
・登降園記録の管理
・保護者と保育所間の連絡
（欠席遅刻連絡・緊急連絡・お知らせ等）
・健康状態等の園児情報の共有
・保育日誌等の保育に関する記録の作成
・お便りの配信
・行事予定表の作成
・保護者アンケート

【②給食情報システム】
・栄養計算
・献立作成
・アレルギー食の管理
・食育推進計画の作成
・食材発注管理支援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリを利用する保護者数の割合
②欠席連絡におけるアプリ利用率
③給食情報システムを活用して電子化したお知らせ
の数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のアプリへの満足度
②保護者の公立保育所に対する満足度
③給食情報システムにより作成した情報を継続して受け
取りたい保護者の割合

保護者

出欠席連絡等

緊急連絡・お便り等

事務負担軽減

保育日誌
保育計画等

保育の質の向上

利便性の向上



事業概要 少子化対策支援システム

自治体名 埼玉県比企郡鳩山町 人口 12,990人 事業費 2,068千円

事業概要

鳩山町は少子高齢化が著しく進行しており、町では、少子化対策のため、町HP及び公式LINEに連動できる以下の環境構築を行う。
①子育て支援アプリを導入し、これまで紙面での交付であった母子手帳や子育てイベントのチラシ等をデジタル化し、プッシュ型通知機
能を利用することで、スマートフォンから多くの情報を取得する現在の子育て世代が活用しやすい双方向型のサービス環境を構築する。
②町HP連動型空き家バンクシステムを導入し、町内の空き家売却希望者と移住希望者の物件マッチングや各種補助金情報を提供
できる環境を構築する。

具体
サービス

少子化対策支援システム
・子育て支援アプリ

①予防接種記録のデジタル化
②子育てイベント情報の発信
③成長記録のデジタル化
④周辺医療機関等情報の検索
⑤産前・産後のサポート機能

・町HP連動型空き家バンクシステム
①売却希望物件・購入希望者の登録
②物件検索機能
③オンライン内見会の実施
④町の空き家・移住等に関する補助制度の案内
⑤町への空き家に関する問い合わせ機能

※子育て支援と移住施策
※町公式LINEと連動し、プッシュ型で住民等にいち
早く町の情報を提供する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】

①町公式LINEの登録者数

②子育て支援アプリのダウンロード数

③空き家バンクシステムへの登録物件数の増減

④空き家バンクシステムの利用者数

【アウトカム指標（成果指標）】

①少子化対策支援システム利用者の満足度向上

②鳩山町に転入してくる方と子育て世帯数の増減

○少子化対策支援システム LINEを起点に
デジタルサービスを展開

売却希望者
購入希望者
移住希望者

情報発信

相談・問合せ
役場

鳩山町コミュニ
ティ・マルシェ
指定管理者
（移住推進セン
ター）

住民
（子育て世帯

等）

相談・問合せ

物件・助成金の紹介

子育て世帯
・移住者情報の共有



事業概要 【ICTを活用した児童相談所業務改善事業（音声マイニングシステムの導入）】

自治体名 千葉県 人口 6,274,510人 事業費 80,200千円

事業概要

本県の児童相談所では、職員採用数の増加に伴い、業務経験の浅い職員が多数在籍しており、また、業務に
おいては電話対応及び対応記録の作成に要する時間が多くの割合を占めている現状がある。
音声マイニングシステムの導入により、経験の浅い職員の対応力の向上を図るほか、記録作成等業務時間の短

縮を図ることで、児童やその家族との面談等に充てる時間を増やし、重篤な虐待事案の未然防止や効果的な家
族関係支援を可能とする。

具体
サービス

○システムに搭載されている音声認識技術を用いて、職員
と相談者との通話内容を分析し、自動的にテキスト化するこ
とで記録作成時間の短縮を図る。
○電話中の会話で出てきたキーワード等に応じて、予め登
録しておいたガイダンス内容（マニュアル・各種通知など）を
システム画面上に表示することを可能とするほか、上席職員
により通話内容をリアルタイムで確認することを可能とし、応
答時間の短縮やOJTによる職員の対応力向上を図る。

○システム導入により得られた定型業務の削減効果や職員
の対応力を、相談者との面談や家族支援に向けることで、
児相と児童、その家庭との信頼関係や共通認識、理解に
基づいたアセスメントによる家庭への柔軟なサポートの実現を
目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①音声マイニングシステムを活用した相談件数の増

【アウトカム指標（成果指標）】
①面談時間等の増加時間合計
②一時保護平均日数の減
③職員の対応力向上

システムにより通話内容を全自動
で文字起こしすることで記録作成
の業務支援

定型業務の効率化によって
より丁寧な面談の実施、家族支援策の検討
に時間を充て、児童福祉の向上を図る



事業概要 【デジタル技術を活用した児童虐待等への対応】

自治体名 千葉県船橋市 人口 648,591人 事業費 31,716千円

事業概要

家庭児童相談室が行うケースワークにおいて、面接・訪問時におけるデータの閲覧や記録を作成・共有ができるシ
ステム（モバイル端末）を導入する。職員がシステムの機能を活用することで、現場と事務所間での瞬時の情報共
有が図れることで、子ども・保護者へのきめ細かな支援を実現する。なお、市児童相談所及びこども家庭センターの
開設を目指しており、両組織で本システムを継続して使用する予定。

具体
サービス

【伴走型業務支援システム】

○ モバイル端末の活用により、訪問先等でのデータ
の閲覧や記録の作成が可能となり、現場と管理
職の間でリアルタイムによる情報共有が可能とな
る。

○ チャット機能により、けが等の画像を共有すること
で一時保護の要否、児童の安全確保等の判断
を正確かつ迅速に行うことが可能。

○ モバイル端末の活用により現場で記録作成が可
能なため、記録作成にかかる作業時間を短縮す
ることができる。

○ AIを活用した蓄積データ分析によるリスク指標等
の提示により調査や処遇決定の質の向上、迅速
化を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①訪問時等でシステムを使用した件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①家庭訪問件数
②児童との面接件数

リアルタイムでの情報共有
判断の正確性・迅速性の確保
記録作成業務の効率化 等

児童との接触機会を確
保し、ケア等を充実

住民裨益

正確かつ迅速な
一時保護の判断



事業概要 【直営保育所ICT導入事業】

自治体名 千葉県野田市 人口 153,753人 事業費 7,599千円

事業概要

現在の登降園管理や園児の健康状態の把握、連絡帳、アンケート等は手書きによるものが多く、保護者にとって
負担となっている。直営保育所において、ICTを導入することで、保護者の負担軽減及び送迎時間の短縮を目指
す。また、負担軽減で生じた時間を子どもと向き合う時間やノンコンタクトタイムに充て、保育の質の向上を図り、安
心・安全な預かりにつなげていく。

具体
サービス

【保育支援システム】

・園児の欠席や遅刻の連絡を保護者がスマートフォン
からいつでも行うことができる。
・今まで紙に記載してもらっていた園児の健康状態に
ついて、スマートフォン等からの入力が可能となることで、
保護者の負担軽減につながる。
・各クラスに設置されたタブレットを用い、打刻式の登
降園管理とすることでタイムリーな子どもの登園状況の
確認ができ、安心・安全な預かりにつながる。
・緊急連絡時に一斉配信ができ、既読の確認を行う
ことで、効率的に保護者へ情報伝達を行うことができ
る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの登録率
②システムを利用した欠席・遅刻連絡率

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 千葉県勝浦市 人口 15,703人 事業費 10,151千円

事業概要

市内の公立保育所２か所及び公立認定こども園１か所へ「保育業務支援システム」を導入することにより、従来
の電話又は連絡帳での保護者との連絡からアプリによる保護者連絡とすることにより、保護者の利便性の向上を図
る。また午睡チェックセンサーを合わせて導入し、午睡中の安全対策を強化することにより、保護者が安心して預け
られる環境の向上を図る。

具体
サービス

【保育ICTシステム】
〇保護者連絡
・お知らせ配信
・出欠連絡
・連絡帳
・写真販売

〇業務支援
・園児台帳
・登降園管理
・園児記録
・指導計画作成
・監査資料作成
・申し送りなど引継ぎ共有
・午睡チェックセンサー

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの登録率
②オンラインでの遅刻欠席連絡率
③お便り等配付物のデジタル化促進

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の負担軽減
②システム導入により保育士等とのコミュニケーションが増
えたと感じる保護者の割合



事業概要 【公立保育園ICT化事業】

自治体名 千葉県印西市 人口 111,198人 事業費 9,079千円

事業概要

市内の公立保育園では、保護者とのやり取りを電話や紙で行っており、保護者にとって情報の発信・受信できる
場面が限定的なものとなっている。また保育士の業務についても、指導案や日誌等の書類作成、連絡帳などの手
書き業務等、事務作業も多く、超過勤務の増加に繋がっている。そこで、５ヶ所の保育園にICTを活用した保育業
務支援システムを導入することにより、保護者の利便性向上と保育士の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・ICカードによる画面タッチまたはQRコードの読み取り
で、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。（現在は電話連絡）
・園児に関する連絡事項について保育士と保護者が
アプリを介し随時行うことができる。（現在は電話もし
くは登園時、降園時の口頭伝達）
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
児童票、成長記録、出席簿、園日誌、健康診断記
録等のデータ連携による転記作業の省力化等。
デジタル化された園児・保育情報を職員間で共有す
ることが可能となる。（現在は紙・口頭での共有）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所から保護者への情報発信数
②アプリの利用者数
③欠席連絡におけるアプリ利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度（保育サービスに対する満足度）
②
③



事業概要 【子育てヘルプサービスデジタル化事業】

自治体名 千葉県印西市 人口 111,198人 事業費 2,180千円

事業概要

本市で行っている子育てヘルプサービスの手続をデジタル実装する。
LINE上で子育てヘルプサービスの申込みから実施報告までを完結させ、サービス利用後の費用決済にキャッシュレ
ス決済を導入することで利用者の利便性を向上させるとともに、利用者と市が利用回数等の情報を共有することで
サービスの改善、効率化を図る。

具体
サービス

【対象】
市内在住の在宅妊産婦
一時的に育児及び家事が困難となる児童等の保護者

【LINEシステム実装内容】
・利用登録
・対象者情報の集約・管理
・実施後申請
・決済
・サービス利用者の特定及び利用時間のデータ化

【機能】
・セグメント配信機能
└子育て情報の案内/属性別配信
・チャットボット機能
・アンケート、予約機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①LINE上での子育てヘルプサービスの申込件数
②対象者世帯に向けたアプリ体験会の実施

【アウトカム指標（成果指標）】
①子育てヘルプサービスの満足度
②子育てヘルプサービスのホームページアクセス件数

利用者申請及び予約電話遷移

利用後申請・電子決済



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 千葉県山武市 人口 48,426人 事業費 10,718千円

事業概要

公立こども園５園、公立幼稚園１園、私立保育園２園（以下、「こども園等」という。）に園務支援システムを
導入し、「教育・保育の見える化」に取り組む。午睡チェックセンサーの活用により、午睡中の事故の発生を防止す
る「教育・保育の安全安心」の提供や、連絡帳等のデジタル化により、「家庭と園の関わりを密にすること」及び「保
育士等の負担軽減」に取り組み、心や時間にゆとりを持つことにより、新たな気づきを得るとともに、教育・保育の質
の向上を図る。

具体
サービス

【午睡チェックサービス】（教育・保育の安全安心）
・センサーを園児に装着し、窒息事故につながるうつぶ
せ寝を検知し、午睡中の事故を防止するとともに、
５分ごとの体位を自動記録化し、連絡帳とデータ
連携することで、午睡の状況を保護者と共有。

・自動記録化による保育士等の事務の軽減と、セン
サー検知による保育士等の心理的負担を軽減する。

【連絡帳・おたよりのデジタル化】（家庭と園の関わり
を密にすること）
・連絡帳やおたよりをデジタル化することにより、写真な
ど紙面では限られていた情報量が充実し、迅速な
配信と、時間や場所を問わず送受信が可能となり、
家庭と園の関わりを密にすることができる。

・デジタル化により作成と印刷、配布に係る保育士等
の事務作業が軽減できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリによる欠席連絡の割合
②おたよりの配信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①園務サービスの満足度
②当該事業により保育士等とのコミュニケーションが増えた
 と感じる保護者の割合



事業概要 【AIを活用した相談窓口事業】

自治体名 千葉県多古町 人口 13,607人 事業費 4,009千円

事業概要

住民との窓口相談業務等を対象に、相談者の同意を得たうえで、音声認識やデータ分析技術等のAI活用により、
相談時の音声をシステム内でテキストへ自動変換し記録する。
AIが相談内容から重要な単語をチェックし、相談に必要となる情報を職員へガイダンスすることにより、相談者に対
し、適切な情報提供や対応ができるようになる。

具体
サービス

【AIを活用した相談業務支援サービス】
相談者に対し、発話された言葉に反応して、必要と
なる知識・情報や行動・判断などをサポートし、職員
の業務知識の差異による不利益・不公平をもたらさ
ない。
AIの活用による窓口相談業務に係る業務効率・相
談自体の質的向上効果が図られ、住民サービスの向
上及び職員の業務時間の短縮が見込める。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①相談記録作成時間の短縮
②システムを利用した件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①相談窓口利用者満足度
②
③

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、

ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



自治体名 東京都中央区 人口 176,742人 事業費 9,475千円

事業概要 一時預かり保育、緊急保育、トワイライトステイについて、利用者がスマートフォンやPCから空き状況の確認、利用
予約等が行えるシステムを導入する

具体
サービス

【一時預かり保育などにおけるオンライン予約システム
の導入】
・一時預かり保育、緊急保育、トワイライトステイにつ
いて、利用者がスマートフォンやPCから空き状況の確
認、利用予約等が行えるシステムを導入する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①WEB予約システムの利用累計件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①WEB予約システムの利用満足度

事業概要 【一時預かり保育などにおけるオンライン予約システムの導入】

利用者(アカウント登録後)

WEB予約システム

施設の空き状況確認、予約



自治体名 東京都中央区 人口 176,742人 事業費 8,534千円

事業概要
現在、区立(公設公営)保育園において運用している保育園管理システム及び保護者連絡ツールを一元化し、新
たに連絡帳機能等を備えたシステムを導入することで、保護者の利便性向上や職員の負担軽減による保育の質
の向上を図る

具体
サービス

【保育園ICTシステムの導入(コドモンの予定)】
・区立(公設公営)保育園において、システム(アプリ)
による登降園管理機能や帳票管理機能、保護者連
絡機能などを利用できるシステムを導入
・システム(アプリ)を導入することで、従来のやりとりが
アプリ上で可能になり、保護者は場所や時間を選ば
ず、情報の提出・確認ができる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリの累計ダウンロード件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①紙媒体の連絡カード等の利用率の減少
②利用者満足度の向上

事業概要 【保育園ICTシステムの導入及び運用保守委託事業】

保護者

区立(公設公営)保育園

システム(アプリ)を通じてやりとりが可能

区
保育園ICTシステム(コドモンの予定)



事業概要 【AI児童虐待・児童相談対応支援システムの導入】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 21,393千円

事業概要
・児童相談所におけるケース対応（主に訪問・面接）をAI機能を使った一時保護やアセスメントの補助を参考に、
迅速な情報共有をし、児童の安全を確保する。

具体
サービス

【AI児童相談・相談支援システム】
• 訪問時に、所内との情報共有を図ることで、経験

値の浅い職員でも、所内からのアドバイスを受け
児童や保護者へより良い支援、指導を提案でき
る。

• 一時保護等の対応状況の報告がリアルタイムで
行えるため、児童の安全確保までの時間が短くな
る。

• セーフティアセスを利用し、一時保護の判断の材
料にしたり、調査不足部分を明確にすることがで
きる。

• 法律や、サービス内容を視覚的に対象者に示す。
• 記録時間を削減し、その分1ケースでも多くの対

応ができるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 面接、訪問時のタブレット端末使用回数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 援助方針決定件数



事業概要 【通話音声テキスト化・モニタリングシステムの導入】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 13,844千円

事業概要

港区では、児童虐待やＤＶ、子育てへの不安や悩みに関する様々な相談が年々増加しています。職員は、相談
内容を丁寧に聞き取り、その対応全ての経過記録を作成しており、多くの時間を要していることに加え、電話対応
では、知識や経験にかかわらず、即時に相談者に対して適切な助言や支援サービスの案内につなげることが求めら
れ、デジタル技術を活用し、業務効率化や職員の相談対応力、組織対応力の向上を図るため導入します。

具体
サービス

①相談者との通話のやり取りを高い認識率でテ
キスト化及び要約する機能

②通話のやり取りをスーパーバイザーと共有す
る機能

③相談者に対して適切な回答をアナウンスする
ための支援機能

④事前に登録した注意ワードに応じたアラート
や区独自の関連マニュアルを自動表示する機
能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①通話書き起こし時間の削減
②アラート表示の自動表示数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入の満足度
②要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議開
催数



事業概要 【学童クラブ児童見守りシステムの拡充】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 68,165千円

事業概要

港区は平成28年度から「学童クラブ児童見守りシステム」を運用している。
これまでは児童の入退室状況の把握が中心だった機能を拡充し、電話や紙ベースで行っていた施設と保護者間の
情報共有をクラウドサービス上で行うほか、利用している児童の入退室状況を集約して情報共有を図る設備を導
入する。システムの拡充により、児童の安全確保以外にも施設・保護者双方の負担の軽減を図り、業務効率化に
よって捻出した時間を活用し、学童クラブ運営の質の向上を図る。

具体
サービス

 入退室管理機能：児童の欠席や遅刻の連絡
は保護者から電話を受ける手段しかなかったが、
アプリから連絡をすることで、欠席や遅刻の状況が
入退室管理簿に自動で反映される。

 連絡・お知らせ機能：電話や紙ベースでやりとり
していた連絡を「連絡ノート」機能により、アプリを
通じて施設と保護者が双方向で連絡し合うことが
できる。施設の全体連絡やイベント情報等も配
信可能となる。

 情報共有の強化：児童の帰宅時間等をシステ
ム上で可視化し、職員及び児童が学童クラブ室
等で大型ディスプレイで確認できるようにし、情報
を集約・共有することができる。

 より正確に入退室情報を記録できるよう、児童に
配布したICタグを読み取るゲートを適正な設置
場所に配備する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①連絡ノート機能の利用比率
②おくりだしボード情報共有回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設職員によるサービスの期待値・満足度
②保護者によるサービス満足度
③施設職員と児童と向き合う時間の確保



事業概要 【保育業務支援システムの導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 17,633千円

事業概要

新宿区では、保護者と保育園との連絡手段には紙媒体や電話を使用しており、保護者にとって負担となっている。
そこで、保育業務支援システムを導入することで、保護者からの欠席・遅刻などの連絡や園からの配付物など保護
者との連絡に加え、登降園管理や各種帳票の電子化を進めることで、保護者の利便性の向上を図るとともに、保
育士が保育に専念できる環境を整備することで、保育サービスの充実を図る。

具体
サービス

【保育業務支援システムの導入】
保育業務支援システムを導入し、下記の主なサー

ビスを保護者及び職員が利活用する。
・保護者との連絡
欠席・遅刻等の連絡やお便りの配信、緊急連絡等

のデジタル化
・登降園管理
画面タッチやQRコード読取等による登降園時間の

自動記録、在園児管理のデジタル化
・帳票等
連絡帳や指導計画等の各種帳票のデジタル化

・健康管理
午睡チェックやトイレチェック、身体測定の記録のデ

ジタル化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの利用率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アプリ利用者の満足度
②
③

保育園保護者
施設利用

保育業務支援
システム

＜サービスイメージ＞

登降園情報や連絡
帳等の情報登録

登降園情報や連絡
帳等の情報確認

連絡帳やお便
り等の園情報

の配信

連絡帳等
の園情報
の受信



＜サービスイメージ＞

区
（保育園等）利用者

③一時保育利用

一時保育
システム

①空き状況の検
索・利用申込等 ②利用申込

状況の確認

銀行・コンビニ・
指定納付受託者等

⑤支払
⑥入金

④請求

事業概要 【一時保育システムの導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 7,301千円

事業概要

区立保育園・子ども園の一時保育の利用にあたっては、各園に電話等で空き状況の確認や事前に来園のうえ利
用申込をする必要があることから、一時保育システムを導入し、オンラインで複数の園の最新の空き状況の確認や
利用申込等を可能とすることに加え、保育料のキャッシュレス決済等への対応を行い、一時保育をより使いやすいも
のとしていく。

具体
サービス

【一時保育システムの導入】

・園情報の検索機能
オンラインで利用可能な園や日程を確認することが

可能

・オンライン申込機能
利用登録申請や登録にあたっての面接予約、利用

申込について、オンラインで行うことが可能

・保育料のキャッシュレス決済等への対応
PayPayやLINEpayなどのコード決済やコンビニでの

支払いに対応

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①一時保育の利用申込件数のうち一時保育システ
ムを 利用して申込みをした件数の割合
②キャッシュレス決済等による保育料の支払割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①一時保育システムで利用申込をした利用者の満足度
②保育料のキャッシュレス決済等を利用した利用者の満足度



事業概要 【AIを活用した相談支援システムの導入】

自治体名 東京都台東区 人口 212,368人 事業費 11,725千円

事業概要
子ども家庭支援センターにおける電話相談に、音声データとＡＩによるリアルタイムテキスト化機能等を備えた相

談支援システムを導入し、業務の効率化と相談員の対応力向上を図る。業務の効率化により削減した時間を相
談対応にあて、区民サービスの向上に繋げる。

具体
サービス

【AIを活用した相談支援システム】
• 通話内容がＰＣ画面にリアルタイムに文字化さ

れ表示される。
• 相談中の会話内容をもとに、相談対応に必要と

なるガイダンス（マニュアルや語句説明・制度の
手続き方法など）が自動的に画面に表示される。

• 相談内容を他の相談員がリアルタイムで確認でき、
適宜フォローできる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①新規養護相談数
②ＡＩ相談支援システム利用件数（年間）
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①要保護児童数の終了件数
②関係者会議等の開催件数（年間）
③

・電話による相談対応
・相談内容のテキスト化（文字化）
・相談対応ガイダンスを画面に表示

・相談内容等の情報共有
・対応方針検討

・相談記録の作成



事業概要 【ファミリー・サポート事業】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 2,700千円

事業概要
保育所への送迎等、育児の手助けを必要とする方（利用会員）と、育児の手助けができる方（協力会員）の
仲介を行う。
会員の登録受付や利用継続確認をオンライン化することにより、会員の負担軽減を図る。

具体
サービス

• Web上にファミリー・サポート事業の会員登録受
付および継続意思確認ができるフォームを開設。

• Webで手続きが完了するため、利用会員・協力
会員の負担軽減が期待される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①登録・継続意思確認フォームの利用累計数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①登録・継続意思確認フォーム満足度アンケート
②
③

登録・継続
意思確認
フォーム

会員

江東区
こども家庭支援課

新規登録
継続登録

継続確認
連絡

管理・運用

江東区
社会福祉協議会

委託



事業概要 【ＩＣＴを活用した効果的な課題解決型児童虐待対応】

自治体名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 54,193千円

事業概要

区児童相談所や子ども家庭支援センターが行う児童虐待への対応については、本人からの相談は少なく、多くは近
隣や関係機関など本人以外からの通告によるものである。そのため、子どもの養育に課題はあるものの、本人に支援
ニーズがなく、支援につながりにくいといった課題がある。
本事業では、子どもの安心・安全を確保することを第一としつつ、養育における課題をＩＣＴの活用を通じた対応

力の向上とともに、情報の見える化を図り、顕在的・潜在的な支援ニーズを本人が把握し、区が提供する支援に対し
て同意を得ながら子どもの最善の利益が図られる地域社会の実現を目指す。

具体
サービス

①訪問先等外出先での面接時にタブレット端末を用いてその場で記
録を入力することで、従来、所に戻ってから改めて記録を作成し
ていた時間を他の業務に充てられるとともに、子どもや保護者に
対してリアルタイムで話した内容や結果、今後の進め方を文書と
して共有する。また、タブレット端末に子育てサービスの案内や
施設情報、法令等を取り込み、子どもや保護者に対して行政が提
供しようとするサービスや法的根拠等の見える化を図る。

②写真撮影及びチャット機能を活用し、外出先にいる職員と所内上
席職員との情報共有をより迅速かつ確実に行いながら、適切な一
時保護等子どもの安心・安全確保を図る。

③タブレット端末に搭載されているセーフティアセスメントの入力
を通じて、対応の判断及びケース調査時の視点のサポートが行わ
れることで、職員の経験値による判断の質の差異を最小限に抑え、
すべての子どもやその家庭に対して同等の行政サービスの提供を
図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービスへの登録児童数
②相談支援機関におけるタブレット端末を用いた面談
実施回数

③セーフティアセスメントの入力件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①虐待による死亡、重篤状況に至った事例の検証数
②代替養育※を必要とする児童数
※ 虐待を受けた子どもや何らかの事情により実の親が育てることので
きない子どもを親から分離して施設や他の家庭で養育すること

③ タブレット端末を用いて子育て支援サービスにつなげた件数



事業概要 【保育業務システム構築事業】

自治体
名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 15,758千円

事業概
要

保育所入所選考業務は、申請者の優先順位やきょうだい同一入所希望などの複雑な条件にもとづき、様々な事情
を考慮した上で、限られた入所枠に割り当てる作業を行っているが、多くの人手と時間を要しており、結果通知にも時間
を要してしまう。
AI選考システムを活用することで、事務効率化はもとより、区民への迅速、正確、さらにはきめ細やかな対応を行うことで、
子育てしやすい地域社会の実現を目指していく。

具体
サービ

ス

１．子ども子育て支援システムから入所選考に必要な情報
を抽出
既存のシステムから、児童ごとの情報（保育所利用調整指

数、希望施設、きょうだいの入所希望など）や保育所の空き
定員情報など、入所選考に必要な情報をAI選考システムに
取込む。
２．AI入所選考
申請者の多様な要望や、保育所利用調整指数に基づく優

先順位やきめ細かな基準に基づき、優先順位に沿って入所
選考割り当てを、これまで数日かかっていたものを数分で処理
３．結果通知
保護者への決定通知を早期に行えるため、住民サービスの

向上にもつながる。また、区民からの問い合わせや窓口対応に
おいて、透明性の高い説明が可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI選考件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①区民への４月入所（一次）選考結果発表日が
早まった日数
②子育てしやすい環境だと感じる保護者の割合
③

申
請
登
録

結果反映

内定通知
書出力

保育所AI
入所選考

情
報
取
込

入
所
選
考

結
果
確
認

http://portalsite.gcs.g01.fujitsu.local/sites/executivepresentation/_layouts/CopyUtil.aspx?Use=id&Action=dispform&ItemId=2161&ListId=ee636228-bd3c-4d90-9c89-9aba3ff69d4f&WebId=bc8a65a5-d356-4299-a794-85d19b1700e8&SiteId=42cbf6e0-cc08-45b2-abd3-7254021fed50&Source=http://portalsite.gcs.g01.fujitsu.local/sites/executivepresentation/DDL/Lists/DDL/31200.aspx


事業概要 【児童相談所の機能強化による児童や家庭への支援の充実】

自治体名 東京都中野区 人口 337,505人 事業費 38,166千円

事業概要
児童相談所が行うケースワークにおいて、面接・訪問時におけるデータの閲覧や記録の作成・共有とともに、ＡＩや
統計データに基づくサポートを可能とするモバイルシステムを導入する。職員がシステムの機能を活用することで、児
童相談所において、質の高いケースワークを提供する。

具体
サービス

【相談援助業務モバイルサービス 主な機能】
○ 児童情報・記録の管理機能、対応データ蓄積
○ 対応ポイント表示（先行研究に基づくｹｰｽﾜｰｸの

調査等で優先的に確認すべき情報等を表示）
○ 業務状況の可視化を通じた施策立案支援
○ 閉域無線回線の利用及びモバイル端末による情

報共有
【導入による相談者等への主な効果】
○ 職員の知見だけでなくデータも含めて判断をする

児童相談所となり、児童や保護者がより安心し
て相談ができる。

○ 区が実態・ニーズに基づいたサービスを立案し、必
要とする児童や家族がそのサービスを利用できる
ようになる。

○ 業務効率化でうまれた時間を、子どもの利益を最
大化する支援検討や対応に充てられる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①面接等でサービスを使用した件数
②サービスへの登録児童数
③ケース予測を対応の参考とした件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①児童・保護者への訪問、面接等対応件数の増加数
②利用者アンケートの回答「満足度」指標の増加率
③職員のモバイルシステム利用満足度の増加率



事業概要 【区立保育園・子供園向けＩＣＴシステム導入事業】

自治体名 東京都杉並区 人口 572,997人 事業費 40,977千円

事業概要

杉並区デジタル化推進計画に基づき、区立保育園・子供園等に、スマートフォン等から連絡帳の閲覧・更新や欠
席・遅刻の連絡ができるアプリケーションを導入し、在園児保護者の利便性向上を図る。加えて、登降園時間の自
動記録化による出欠簿の廃止や各種指導計画・記録、日誌等の作成の効率化により職員負担を軽減し、これま
で以上に保育士が子どもとかかわる時間を確保することで、保育の質の向上につなげる。

具体
サービス

【保育園等向けＩＣＴサービス】
保護者及び園職員が、システム内にて下記の主な
サービス・業務等を行う。
●保護者連絡
 欠席・遅刻等の連絡やお便り配信、緊急連絡等

●登降園管理
 画面タッチやＱＲコード読取等による登降園時間
 の自動記録、在園児管理

●帳票等
 連絡帳や指導計画等、各種帳票のデジタル化

●発育・健康管理
 午睡チェックやトイレチェック、身体測定の記録

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①欠席・遅刻等連絡のアプリケーション利用者数
②お便りのデジタル化移行数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度

お便り配信、連絡帳など

欠席・遅刻連絡、連絡帳など

保護者区立保育園・子供園



事業概要 【放課後等居場所事業への居場所安全確認アプリケーション導入事業】

自治体名 東京都杉並区 人口 572,997人 事業費 13,611千円

事業概要
子どもを脅かす事件・事故の多発を背景に、子どもの放課後等居場所事業への来所・退所の状況がわからない

ことに不安を訴える保護者の声が多くあることから、放課後等居場所事業実施拠点に居場所安全確認アプリケー
ションを導入し、子どもの安全と保護者の安心の向上を図る。

具体
サービス

【放課後等居場所事業居場所安全確認アプリ
ケーション】
・災害時等の緊急連絡
・来所及び退所情報の送信
・放課後等居場所事業のお便り等の配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①居場所確認アプリケーションの利用者数
②放課後等居場所事業のお便り等のデジタル化
移行率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度
②放課後等居場所事業のお便り等の紙の使用量



事業概要 【保育園管理システム事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,243人 事業費 50,771千円

事業概要
保育園管理システムの導入と、システム利用に係る環境整備として無線環境の整備、タブレット端末の調達を行う
ことで、職員の煩雑業務を解消、園・保護者双方の利便性向上、事務時間を減らし、保育時間をより多く確保す
ることで、保育の質を向上をそれぞれ図る。

具体
サービス

【保育園管理システム】
・園と保護者の連絡、通知に関する機能
・園からの簡易アンケートの実施に関する機能
・園児の登降園の管理に関する機能
・園で作成する計画や日誌等帳票に関する機能
・園児の発達や健康の記録に関する機能

保育園  保護者

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリダウンロード数
②園作成帳票のシステム利用数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者利用者満足度
②職員利用者満足度
③



事業概要 【子育て応援サイト・アプリ事業】

自治体名 神奈川県横浜市 人口 3,754,737人 事業費 155,000千円

事業概要

「横浜ＤＸ戦略」の策定や本市で実施した調査結果等踏まえ、スマートフォンを通じて、子育てに関する申請・手
続や情報等を保護者・子ども一人ひとりに合わせて提供する「子育て応援サイト・アプリ(仮称)」を構築し、令和６
年６月から運用を開始します。便利さを実感できるサービス・情報をデジタルにより提供することで、市民の利便性
や子育てに関する満足度等の向上を図ります。

具体
サービス

令和６年度に追加実装する主な機能
下線が本申請対象範囲
・申請機能
令和６年６月の稼働開始時は児童手当、小児

医療費等出生時の手続きを中心に実装。年度内に
未就学時を対象とした手続きの約80％を実装予定
・デジタル認証・署名アプリとの連携
マイナンバーカードを活用したオンライン上での本人確
認機能を実装するため、デジタル認証・署名アプリ
（デジタル庁提供予定）との稼働開始時からの連
携を実施。
・妊産婦・こどもの健康医療相談
子育ての不安を軽減するため、妊産婦及び未就学
児の養育者が、無料で医師等に相談できる事業を
実施

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育て関連手続きのオンライン化割合
②子育て応援サイト・アプリ アカウント登録者数
③公的個人認証を利用した申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続きのオンライン化により市民に還元できた時間
②育児不安の減少率



事業概要 【給付費等請求システムの導入】

自治体名 神奈川県横須賀市 人口 374,800人 事業費 17,820千円

事業概要

施設運営に必要な給付費等の申請・請求及びその審査等に当たっては、施設・行政いずれにおいても事務に多
大な時間と労力を要していることから、クラウド上で申請・審査・請求等が可能となるシステムを導入することにより、
施設・行政双方の事務負担を軽減し、施設職員が子どもたちと向き合える時間を創出して教育・保育の質の向
上を図るとともに、市民サービスの向上につなげる。

具体
サービス

【給付費等請求システム】
• 施設と行政がクラウド上の共通画面で申請・審

査・請求等を行う。算定状況や支給額を双方が
随時確認できるようになる。

• 自動エラーチェックにより、修正回数の削減、審査
の省力化、正確性の担保が図られる。

• 制度変更等に伴うExcel等による様式作成・修
正、人力による手作業等が不要になる。

⇒事務負担を軽減することにより、教育・保育の
 質の向上、市民サービスの向上につなげる。

• シミュレーション機能で年間の支給額の予測が立
てられることにより、施設における事業計画等の立
案等ができるようになる。

⇒施設の安定的な運営、市民ニーズを踏まえた
 市内の教育・保育環境の維持を実現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
市内対象施設※のシステム利用率
※市内の私立の特定教育・保育施設

【アウトカム指標（成果指標）】
・システム導入による施設の事務負担の軽減率
 （作業時間数の軽減率）
・教育・保育の質の向上に対する満足度向上

申請・承認・請求事務をクラウド上で完結する仕組み



事業概要 【学校給食事業】

自治体名 神奈川県小田原市 人口 186,292人 事業費 9,776千円

事業概要

スマートフォンやタブレット端末を活用し、給食の献立と栄養バランスの確認や簡易なアレルギーチェック、健康食生
活を支援する料理のレシピ検索等により保護者の利便性を図るとともに、子供たちの栄養バランスを見守りながら
健やかな成長のサポートができるシステムを導入することで、現在栄養士が行っている栄養管理や食材発注、在庫
管理等が可能なシステムと連動させることにより一括で入力できることから、効率化・合理化を図ることを目的とする。

具体
サービス

【学校給食献立を確認できる機能】
• 学校給食の栄養バランスを見やすいグラフで表示
• 簡易なアレルギーチェックが可能

【健康な食生活を支援する機能】
• 家族全員の栄養バランスを補う献立を提案
• 夕食の主菜に合わせてバランスを整える副菜を提

案
• 買い物メモの作成
• 身体の状態に合わせた献立提案

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給食献立情報配信支援サービスを登録した人数。
②給食献立情報配信支援サービスにより献立等を
確認した回数。

【アウトカム指標（成果指標）】
①給食献立情報配信支援サービス利用者満足度の割
合。

クラウド
サーバー

（栄養管理システム）

保護者

共同
調理場

A小学校
単独校

B小学校
単独校

給食献立情報配信
支援サービス



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 神奈川県大和市 人口 243,412人 事業費 25,851千円

事業概要 公立保育園４園に、ICTを活用した保育業務支援システムを導入し、保護者の利便性を向上させるとともに保育
園での事務負担を軽減し、保育士が園児と向き合う時間を増やして、子育て支援の質及び安全性の向上を図る。

具体
サービス

【想定する主な機能】
・登降園管理
・出欠席連絡管理
・保護者との連携機能（連絡帳、欠席連絡、お知ら
せなど）
・書類作成（指導計画、要録、保育日誌、個人記
録など）

【対象保育施設】
・緑野保育園
・若葉保育園
・草柳保育園
・福田保育園

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービスの利用者数
②サービスを通じて保護者へ配信した情報回数
③欠席連絡におけるアプリ利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度
②保育所に関する満足度

保護者

欠席連絡 連絡帳

園からのお知らせ

アプリを介した
保護者との連絡機能

保育園が単独で
利用する機能

登園情報の管理 保育情報の記録 指導計画



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 神奈川県座間市 人口 131,913人 事業費 22,062千円

事業概要

公立保育園における保護者の利便性向上、保育士の業務軽減を目指し、保育ICTシステムを導入する。
保育業務を支援するアプリケーションシステムを導入することで、登降園、欠席連絡、連絡帳、行事予定やお便り

の配信等の様々なコミュニケーションが電子化され、情報共有がスムーズになり、伝達漏れや紛失などの問題も解
消することができる。普段就労しており忙しい園児保護者の育児の負担軽減に繋げることができる。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
・登降園管理（QRコードによる打刻）
・欠席連絡
・連絡帳機能
・行事予定や園だより等の配信
・アンケート機能
・健康診断やアレルギー情報等、所属園児に関する
情報をデータベース化し、タブレット端末により保育現
場で迅速かつ的確に情報共有することにより、適切な
保育サービスの供給及び事故等の未然防止に活用
する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のうちシステムを利用している人の割合
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①負担感が軽減したと思う保護者の割合
②負担感が軽減したと思う保育士の割合
③



事業概要 【保育ICT化推進事業】

自治体名 神奈川県箱根町 人口 10,941人 事業費 3,674千円

事業概要

保育業務支援システムを導入し、園児の欠席、遅刻連絡やイベント出欠席等、電話や紙媒体で行っていたものを
デジタル化し、保護者との円滑なコミュニケーションを図る。また、保育士等の大きな負担となっている帳票の作成や
記録、報告業務等をICT化することで業務効率化を図り、子どもと向き合う時間とゆとりを確保し、保育の質の向
上をめざす。

具体
サービス

【園児の登降園管理】
・これまでは手書きだった登降園管理をQRコード打刻
により瞬時に登録ができ、複数の職員で出欠席状況
を確認・共有することが可能となるため、子どもの安全
管理の向上を図る。

【保護者アプリ】
・連絡帳アプリの活用により、お便り等の電子配信や
子どもの様子の情報共有が瞬時に可能になる等、保
護者の利便性・安心感の向上を図る。

【保育に関する計画・記録】
・これまでは手書きだった保育事務をシステム化するこ
とにより、事務時間の減少と職員間の情報共有化に
伴う教育保育の質の向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所等から保護者への情報発信数
②保護者の園児出欠席連絡機能利用の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の保育園等に対する満足度



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 神奈川県湯河原町 人口 23,500人 事業費 10,658千円

事業概要

町内保育園において、保護者との連絡手段が電話や連絡帳、登降園時のみであり、時間や手段が限られ保護者
にとっての負担や制限が大きくなっている。そこで、保育園におけるICT化を推進することにより、保護者との円滑なコ
ミュニケーションや職員の業務効率化を図ることで、保護者の利便性を向上させるだけでなく、職員の保育の質の向
上させる。

具体
サービス

【保育ICTシステム】 ※モデル仕様書を使用

〇保護者関係
・お知らせ一斉配信
・デイリーボード
・保護者連絡
・写真販売

〇業務支援関係
・発育・健康記録
・園児台帳
・登降園管理
・帳票管理（指導計画、監査資料等）
・園内連絡（引継ぎ連絡等）
・給食管理
・動画配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①園児の家庭におけるアプリ登録率
②オンラインでの遅刻欠席連絡率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のアプリ利用満足度
②職員の保育支援システム利用満足度



事業概要 【公立保育園・公立幼稚園キャッシュレス決済サービス導入事業】

自治体名 新潟県長岡市 人口 258,512人 事業費 4,866千円

事業概要

オンライン決済サービスを導入し、園の集金方法をキャッシュレス・ペーパーレス化することで以下を実現する。
・納付環境の整備による保護者の利便性向上及び期限内収納率の向上を図る。
・納付に係る保護者の手間（現金の準備等）を解消する。
・職員の現金取扱いに係るリスクの解消及び業務改善による事務や保育時間等の創出を図る。

具体
サービス

【諸経費キャッシュレス化サービス】
・園で扱う諸経費を、スマートフォンから以下のチャネ
ルで納付できるようにする。
①クレジットカード
②電子マネー
③コンビニエンスストア

【利用可能な決済方法】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①利用者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済サービスの満足度
②
③



事業概要 【公立保育園ICT化推進事業】

自治体名 新潟県柏崎市 人口 77,591人 事業費 17,309千円

事業概要

公立保育園１3園に「保育園ICTシステム」を導入し、保護者に対しアプリの提供をすることで、日々の園利用にお
ける利便性の向上を図る。
また、保育業務の効率化により、保育士の業務負担を軽減し保育に専念できる環境を整備し、子どもと向き合う
時間を増やし、全体として保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【保護者アプリサービス内容】
• 欠席・遅刻連絡
• 連絡帳の確認
• 保育園だより・行事予定確認

【保育園ICTシステム内容】
• 登降園管理
• 指導案作成
• 園だよりの配信
• 延長保育料計算
• 職員シフト管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリのダウンロード割合
②アプリによる情報発信回数
③欠席連絡等におけるアプリ利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育システム利用満足度
②保育の質の向上（保育サービスへの満足度）
③



事業概要 【保育園業務のデジタル化推進事業】

自治体名 新潟県村上市 人口 54,885人 事業費 7,048千円

事業概要

保育業務支援システムを導入することで、保護者と保育園とのやり取りが紙や電話からシステムやアプリでの管理と
なり、互いに迅速かつ的確に情報共有が行えることで利便性の向上が図られる。また、保育士の事務作業の効率
化により作業時間の削減が図られ、園児の保育に当たる時間が増えることで保育の質の向上や時間外勤務の削
減による労働環境の改善、離職率の低下が期待される。
令和5年度に保育対策総合支援事業費補助金によりタブレット購入とWi-Fi設置工事を実施。

具体
サービス

【保育業務支援システム（コドモン）】
・保護者とのコミュニケーション
（欠席等連絡・連絡帳・お知らせ一斉配信）

・登降園管理
・指導案・日誌作成
・園児台帳
・発育・健康記録
・保育ドキュメンテーション ほか

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリを利用している人の割合
②保育園の事務作業時間削減
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の利便性向上
②保育の振り返り時間増加にともなう保育の質の向上
③



事業概要 【子育てDX事業】

自治体名 新潟県南魚沼市 人口 53,324人 事業費 33,518千円

事業概要
保育園利用における手続きをデジタル化することで、子育て支援策の住民満足度向上を図る。
また、妊娠から出産・子育てを支援する母子手帳アプリのオンライン予約機能を活用して、事業の予約をアプリから行えるようにする。
さらに予防接種・乳幼児健診の手続きをデジタル化することで、アプリの利便性を向上させ、自治体職員が事前に提出内容を確認
できることでより手厚いサポートを実施する。

具体
サービス

■保育支援業務システム
＜利用者（保護者）＞
・登降園および出欠状況の登録/履歴閲覧

＜施設＞
・オンラインによる保育所/幼稚園との連絡

＜自治体＞
・保育施設の利用状況の把握

■母子手帳アプリ・オンライン予約・デジタル予診票
＜利用者（保護者）＞
・成長記録、乳幼児健診結果の登録/閲覧
・妊婦健診、予防接種、乳幼児健診のスケジューラー
・イベントや教室、育児相談等のオンライン予約手続き
・デジタル予診票を用いた予防接種手続きの簡素化
・デジタル問診票を用いた乳幼児健診手続きの簡素化

＜自治体＞
・お知らせやイベント情報、子育てに役立つ情報の登録
・全ての子育て世帯や条件設定によるアンケートの実施

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育支援業務システム保護者利用率
②オンライン予約率
③保護者のデジタル予診票の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育支援業務システムにおける保護者の利用満足度
②オンライン予約の利用満足度
③デジタル予診票の利用満足度

認証基盤

医療機関

利用者自治体

母子手帳アプリ

保育支援業務システム

利用者

保育施設
こここここここここここここ

こここここここここここここ

情報発信

オンライン
予約申込

相互連絡

出欠等
記録・管理

母子情報
記録・管理

情報記録
管理

接種・健診記録
請求

予診票
提出

管理者機能

※認証サービス
※



事業概要 【公立保育園ICT化事業】

自治体名 富山県魚津市 人口 39,304人 事業費 11,200千円

事業概要

欠席・遅刻連絡や保護者向けアンケートなど、これまで電話や紙で行っていたものを、ICTアプリの導入により電子
化し、保護者の負担軽減・満足度向上につなげ、働きながらでも安心して子どもを預けられる環境を整備する。ま
た、帳票の作成や記録、定期報告といった業務をアプリを活用することで効率化し、保育士の業務負担軽減を図り、
子どもと向き合う時間と心のゆとりを確保することで保育の質の向上につなげる。

具体
サービス

公立保育園（３か所）においてICTアプリを導入。
保護者用アプリを各自スマートフォンにダウンロードして
もらうことで、欠席連絡やお知らせの確認、アンケート
の回答などが、アプリ上で可能になる。

保育士は上記アプリを活用することでこれまで電話や
紙で行っていた業務を一括して電子化することが可能。
また、指導履歴等がアプリ上に蓄積されるので、それ
をもとに要録等、報告書の作成が可能になる。

保護者の利便性向上や職員の業務負担軽減を図り、
保育の充実を目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリの登録率
②アプリを利用した連絡件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アプリの利用満足度
②保育にかける時間の増加
③

保

育

園

保
護
者

•お知らせ通知 •お知らせ閲覧

•欠席連絡
•アンケート回答

•欠席連絡
•アンケート受理

保
育
情
報
蓄
積

I
C

T

ア
プ
リ

•要録作成
•保育情報入力



事業概要 【保育所ICT環境整備事業】

自治体名 富山県入善町 人口 22,689人 事業費 23,171千円

事業概要

保育所との連絡やりとりが紙や電話などによるアナログな手法が依然残っており、園児保護者の負担となっていること
から、町内公立保育所における保育業務のICT化に取り組む。保育業務のICT化にあたっては、業務効率化の効
果が期待できる保育所業務支援システムを導入し、そのシステム活用の基盤となる①保育所内のWi-Fi環境整備
と②保育士へのタブレット端末整備も合わせて行う。保育所と保護者とのやりとりをアプリを通して行えるようになるこ
とで保護者の負担軽減を図る。

具体
サービス

【保育所業務支援システムの機能】

①登降園管理
・登降園時刻の記録
・遅刻/欠席連絡

②保護者連絡
・お便り/行事案内等の配信
・連絡帳
・緊急連絡

③保育記録
・発育記録
・健康状態の記録（健康・食事・睡眠チェック）

④保育業務
・園児台帳
・指導案等各種帳票の作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリダウンロード割合
②保育所等からの情報発信件数
③保護者アプリからの各種連絡件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育所業務支援システムの満足度（保護者）
②
③



事業概要 【小児予防接種・乳幼児健診 デジタル化事業】

自治体名 石川県七尾市 人口 48,352人 事業費 19,216千円

事業概要

妊娠から出産、子育てまでを支援する母子健康手帳アプリを活用し、小児予防接種の予診票や接種履歴、乳幼
児健診の受診票、受診記録をデジタル化することで、保護者の予診票や受診票記入の手間、健診会場での健診
業務の手間を削減するとともに、予防接種の接種時期等をシステムで自動制御することにより、煩雑な手続きを改
善し、子育てしやすい環境を整備することで少子化対策の充実を図り、持続可能なまちづくりを進める。

具体
サービス

小児予防接種の予診票や接種履歴、乳幼児健診
の受診票、受診記録をデジタル化し、保護者、医療
機関、自治体でデータを共有することで、保護者の管
理や予診票、受診票記入の手間を省き、医療機関、
自治体の事務手続きの削減を行う。また小児予防
接種においては、接種ルールが複雑であることから、接
種間違いが全国的に発生している。本サービスではシ
ステムが接種時期等の判定を行うため、ヒューマンエ
ラーの抑制を期待できる。
【小児予防接種・乳幼児健診】
（１）アプリでスケジュール自動作成＆プッシュ通知
で受け忘れ防止
（２）同時接種の際は重複する内容を一括入力
（３）市民の基本情報はデジタル予診票や受診票
へ自動入力
（４）スマホからログインするだけで利用可能 など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリ登録率
②小児予防接種、乳幼児健診デジタル化事業の
導入医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①子育て支援策の利用者満足度
②小児予防接種、乳幼児健診デジタル化事業の
医療機関満足度

乳幼児健診
サービス

小児予防接種
サービス



事業概要【公立保育所ＩＣＴ化による保護者の利便性・満足度向上及び保育士負担軽減事業】

自治体名 山梨県南アルプス市 人口 71,615人 事業費 37,534千円

事業概要

全ての保育所で、欠席連絡等は電話（一回線）対応しており、朝の忙しい時間帯に、保護者及び保育士の負
担が増大している。また、連絡やお知らせ、通知は紙媒体であり、迅速で正確な情報共有ができない。保育所業
務のICT化により、保護者と保育士間で正確な情報を瞬時に共有し連絡調整機能を改善することで、保護者の
利便性向上と安心安全な保育環境を提供する。また、保育士は業務の省力化により「子どもと向き合う時間の増
加」を図りつつ、保育活動の様子、連絡や通知をデジタル配信し、保護者の保育への安心感、満足度を高める。

具体
サービス

保育所では、Wi-Fi環境整備、当該業務システムを
導入し、全クラスにタブレット端末を整備し、児童情
報管理、欠席連絡、登降所記録を一元管理するこ
とで全ての保育士が瞬時に共有できる。また、保護者
連絡をシステム上で行い児童の安心安全を確保する。

【保護者とのコミュニケーション・連絡調整】
欠席、遅刻連絡・登降所記録管理
児童記録、児童情報の共有

【保護者への保育ドキュメンテーション提供】
園行事、生活の様子（写真速報等）のデジタル配
信・通知、お知らせ、アンケートのデジタル配信

【保護者への情報提供及び緊急連絡】
感染症、不審者情報の一斉配信
災害時の一斉配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①登降園管理アプリの利用割合
②保育ドキュメンテーションの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムアプリ機能による保護者の満足度調査

【市内公立保育所連絡調整システム】

保護者と保育所間の連絡手段を、デジタル推進によ
り情報共有を迅速化し、相互の負担軽減を図る。

保育所の課題

 保育士業務の省力
化による働き方改革

保護者の課題

  欠席、遅刻連絡等
家庭の負担軽減

連絡手段の
一元化によ
る課題解決

保育所

保護者

安心を生むリ
アルタイムな
情報共有・
連絡連携



事業概要 【子育て支援アプリ導入事業】

自治体名 山梨県北杜市 人口 45,559人 事業費 440千円

事業概要

妊娠中の記録・乳幼児健診等の子どもの成長記録や、予防接種のスケジュール管理が簡単にでき、妊娠・子育て
等に関する情報が適時に得られる、妊娠期から子どもを持つ世帯をサポートするための子育て支援アプリを導入し、
サービスを提供する。また、本市では子育てするなら北杜をキャッチフレーズに子どもが賑わうまち、誰もが幸せを実感
できるまちの実現に向け政策を展開している。本政策の実現のためのひとつのツールとして活用を図ることを目的とす
る。

具体
サービス

■母子健康手帳サポート機能（記録・管理）
• 厚生労働省の母子健康手帳省令様式に準拠した全項

目を記録・管理ができる。
• 妊娠中の健診記録・子ども成長記録は、身長・体重を

自動でグラフ化して管理が可能。小さく生まれた場合でも
修正月齢に対応しており、個々の成長に合わせた専門家
からのワンポイントアドバイスを受けることができる。

• 予防接種のスケジュール管理、接種予定日前のプッシュ
通知により、打ち忘れを防ぐことができる。

■地域子育て情報配信機能
• 妊娠週数、子ども年齢、居住地、予防接種の実績有無、

父親、ひとり親、外国人住民等、保護者の多様なニーズ
に応え、情報を出し分けて配信することで、多様な支援の
情報を必要な人にわかりやすく適時に伝達できる。

• イベントの案内は子どもと一緒に参加するためのきめ細か
い事前案内ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育て支援アプリ登録数（％）
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者（保護者）の満足している割合（％）
②
③



事業概要 【町立保育所ICT化による保育環境・子育て環境向上事業】

自治体名 山梨県西桂町 人口 4,001人 事業費 2,421千円

事業概要

町立保育所では保護者と保育士の連絡交換を電話や連絡帳で行っており、保護者にとって情報の発信・受信す
る場面が限定的である。保育士の業務についても、日誌等や連絡帳などの手書き業務等、事務作業も多く、超過
勤務の増加に繋がっている。そこで、町立保育所にICTを活用した保育業務支援アプリを導入することにより、保護
者の利便性向上と保育士の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・ICカードによる画面タッチで、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。（現在は電話連絡）
・園児に関する連絡事項について、保育士と保護者
がアプリを介してその都度行うことができる。（現在は
電話もしくは登園時、降園時の口頭伝達）
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信（現在は通知も
しくは電話での連絡）
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
園児票、成長記録、出席簿、園日誌、健康診断記
録等のデータ連携による転記作業の省力化等。
デジタル化された園児・保育情報を職員間で共有す
ることが可能となる。（現在は紙・口頭での共有）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① アプリのダウンロード累計数
② 保育所から保護者への情報発信数
③ 欠席連絡におけるアプリ利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
① システム利用満足度



事業概要 【保育所ICTシステム導入事業】

自治体名 長野県須坂市 人口 49,621人 事業費 43,775千円

事業概要

保育所における業務のＩＣＴ化を推進し、保育士等の業務のうち紙媒体中心だった事務からの負担軽減に取り
組むことで保育の質の向上を目指す。保護者はアプリ機能を使うことで確実な連絡手段の確保や都合の良い時間
に連絡できるため、朝の電話混雑という課題から負担が軽減される。また、保育所での様子等の多様な情報発信
や保育所及び自治体からの緊急連絡が即時確認できることで保護者の安心と園児の安全につなげる。

具体
サービス

【保育所向け業務支援システム】
主な機能
【園児の登降園管理】
紙運用をデータ運用へ切替え
登降園時間管理が可能となる
【アプリによる欠席・遅刻連絡】
電話連絡を不要とすることで保護者の負担を
軽減し、正確な情報の把握が可能となる
【保育日誌などの帳票作成】
出席簿、指導案等各種帳票作成
【園内の情報共有】
園児台帳のデータ化、園児の出欠情報の共有
【お知らせ一斉配信】
保護者一斉・クラスごとの連絡、園だよりの配信
等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリのダウンロード累計数
②システムによる各保育所からの情報発信数
③保護者アプリからの出欠連絡割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入に対する保護者の満足度

保育所ICT
システム

アプリによる欠席・遅刻連絡、連絡帳

お知らせ配信・緊急連絡

登降園管理
発育記録

帳票作成等



事業概要 【保育所等AI入所選考システム導入事業】

自治体名 長野県佐久市 人口 97,774人 事業費 5,737千円

事業概要
保育所等入所選考事務は、複雑な調整が必要であり、入所申込書類を受付してから結果通知まで４か月程

度時間を要する状況となっていることから、AI入所選考システムを導入することで業務の効率化を図り、入所決定
通知の早期化による市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【保育所等AI入所選考システム】
保護者からの申請書をもとに、希望する保育所や

家庭状況などをシステムに入力し、市の定める配点
基準や優先順位、きょうだいの同一施設への入所希
望等、複雑な条件を組み合わせてAIが入所選考を
行う。
AI入所選考システムの導入により、選考にかかる時

間を大幅に短縮できるため、申込者への入所決定通
知を早めることができ、保護者の仕事復帰や育児休
暇の延長等の計画が立てやすくなる等、市民サービス
の向上につながる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI入所選考システム利用率
②入所選考に係る事務処理削減時間

【アウトカム指標（成果指標）】
①入所決定通知発送までにかかる日数
②市民アンケート「子育て支援・児童福祉」についての満
足度

複雑な入所選考が短時間で完了
入所決定通知の早期化

AIが最適解を瞬時に判断

現状

システム導入

選考に膨大な時間を要する



事業概要 【保育園ＩＣＴシステム導入事業】

自治体名 長野県長和町 人口 5,608人 事業費 4,205千円

事業概要

核家族化や共働き世帯の増加により、保育園に求められる保育ニーズの多様化や更なる安全性が求められている。
保育園ICTシステムを導入することにより、保護者の利便性の向上を図ると共に、デジタル化による情報伝達の効
率化及び確実性に資する。また、保育業務の負担を軽減し園児と向き合う時間を増やすことにより更なる保育の
質の向上を図る。

具体
サービス

【保育園ICTシステム（コドモン）】
• 保護者アプリ
• 欠席・遅刻連絡
• 登降園管理
• 連絡帳
• 園だより等の配信
• 緊急連絡
• アンケート
• 延長保育料計算
• 指導案等作成
• 写真販売

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリのダウンロード率
②アプリを利用した遅刻・欠席連絡の割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アプリの利用満足度
②
③



自治体名 長野県泰阜村 人口 1,479人 事業費 3,924千円

事業概要

当村では、未満児の保育希望増加に伴う保育士の業務負担増及び、人口減少に伴う保育士の担い手不足に
より保育資格のない地域住民等に保育補助を依頼することが増加している。そうした中でも保護者が安心して子
どもを預けられる保育環境を整え、また保育士及び保護者の負担を軽減することで、子育てしやすい村づくりをし
出生率の増加を目指す。

具体
サービス

【保育見守りサービス】
・「ベビモニ」システムとIMOUネットワークカメラを利用
・午睡の様子をAIシステムで見守り、これまで手書

きだった未満児の午睡票を自動作成
・全児童のうつぶせ寝や起床を自動検知し事故防

止の精度を向上
・IMOUネットワークカメラによる映像記録で怪我や

事故の検証や不適切保育の防止を図る

【保育所アプリサービス】
・「コドモン」アプリを利用
・手書きの連絡帳を廃止しスマホで連絡可能に
・手書きの通知を廃し即時性の高い連絡手段に
・子どもの写真や動画をアプリで配信し個人情
報の流出を防止

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コドモン利用保護者率
②ベビモニによる午睡表作成率
③IMOUネットワークカメラによる行事の配信回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①コピー枚数の削減
②保育所に対する保護者満足度
③ヒヤリハットの発生件数

事業概要 【保育所デジタル環境整備事業】

保育所アプリ 見守りサービス

保育所・保育士

保護者 保育所児童

相互連絡 見守り 事故防止

村DX担当部署

システム活用

バックアップ、サポート



事業概要 【保育所業務支援システム導入事業】

自治体名 岐阜県中津川市 人口 74,528人 事業費 39,861千円

事業概要
市内の公立保育園、幼稚園及びこども園（11園）に保育所業務支援システムを導入し、保護者の利便性の向
上を図るとともに保育現場の業務負担の軽減及び業務効率化を実現させ、安定的で質の高い保育を提供し、安
心して子育てできる環境を確保することで少子化の克服を実現する。

具体
サービス

【保育所業務支援システム】
保育ICTシステムにより保護者及び園職員が、システ
ム内にて下記の主なサービス・業務等を行う。
• 園児情報管理
• 欠席・遅刻連絡
• お知らせ配信
• 保護者アンケート
• 緊急連絡
• 園児の登降園管理
• 帳票管理（日々の日誌、月案、年案、指導案

等の作成管理）
• 保育ドキュメンテーションの作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のシステム利用満足度
②保護者の保育に対する満足度

園児情報管理
保護者アンケート

帳票管理等
お知らせ配信
緊急連絡

欠席・遅刻連絡
登降園管理

連絡帳



事業概要 【保育所等AI入所調整システム導入事業】

自治体名 岐阜県美濃加茂市 人口 57,448人 事業費 5,942千円

事業概要
保育所等への入所申込受付から入所可否決定通知に至る事務のうち、利用調整事務を自動化することで、内

定通知を早期に発送し、入園までの時間を確保する。これにより、保護者の入園準備や不承諾の際の職場との調
整等を余裕をもって行えるようにすることで、市民の保育サービス向上を図る。

具体
サービス

【保育所等利用調整AIシステム】
• 申請情報や施設情報を元にAIによってより多くの

児童がより希望の高い施設に入所できる最適な
利用調整結果を高速で導き出す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①年間の利用調整のうち、AIにより調整した回数。

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請から結果通知までに要する日数の短縮。
②結果通知が早まったことに対する保護者の満足度。



事業概要 【子育て家族のための保育所ＩＣＴ化事業】

自治体名 岐阜県瑞穂市 人口 56,281人 事業費 49,988千円

事業概要

・本市は子育て世代の転入が多く、保育需要が高い自治体であることから、保育サービスの充実を図ることが市民
の活気ある生活につながる。
・保護者も保育士も子育て家族の一員と捉え、システムの導入によって、保護者の利便性を向上させるとともに、
保育士の業務負担軽減や保育に専念できる時間の確保を図る。また、子育て家族から選ばれるまちを目指す。

具体
サービス

【導入システムの概要】
《（株）コドモンの「コドモン」の導入を予定》
登降園を含む保育の様子を保護者らに伝えることで、利

便性を向上させるとともに、安心して預けられる保育所を整
備する。保護者だけでなく、祖父母への情報提供を行うこ
とが、子育ての孤立化を防ぎ、家族で支えあう子育てのサ
ポートにつながる。
また、保育業務の中で、手書き作業から効率的なPC作

業へ移行することで、保育士の負担を軽減させ、心身の余
裕を生み出し、子どもと向き合う時間を増やし、働きがいの
向上につながる環境を創出する。
【主な機能】
・登降園管理 ・お知らせプッシュ通知
・出欠席連絡 ・保育ドキュメンテーション配信
・保育日誌、記録の作成 ・保育要録の作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者等のシステム登録者割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度

保育業務支援
システム

業務負担軽減

安全・安心
利便性向上

ニーズを把握

保育所ＩＣＴ化 イメージ図

・出欠席連絡
・登降園打刻

・お便り配信
・保育ドキュメン

テーション配信

・配信情報共有

・職員向け通知配信

・一斉連絡配信
・アンケート調査

・アンケート
回答

保育所 市役所

保護者



事業概要 【給付業務デジタル化事業】

自治体名 静岡県静岡市 人口 676,477人 事業費 19,732千円

事業概要

「子ども・子育て支援制度」の事務処理のうち、以下の課題がある。
・園が行う給付費の請求ではエクセルへの手入力により請求に時間を要し、園児に対し十分な保育ができない。
・保護者が行う請求は、手書きのため手間がかかるほか、本市の目視等のアナログな内容確認に時間を要し、支
給までに時間がかかる。
これらをデジタル化することで、園児への保育の質の向上のほか、支給を迅速化し、市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【給付費等管理システム】
・施設型/地域型給付費の自動計算
・請求書/請求内訳の出力
・公定価格の単価、制度改定のアップデート

【AI-OCR】
・画像データのテキスト化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給付費等管理システムの利用園数
②AI-OCRにより読込を行った箇所数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入により増加した私立保育施設の保育・教育時間
②給付費等管理システムの利用満足度の平均値
③請求書を受理してから支払完了までに要した時間



事業概要 【公立保育園・幼稚園DX事業】
自治体名 静岡県裾野市 人口 49,284人 事業費 4,728千円

事業概要

当市では教育・保育施設業務支援システム「コドモン」を活用し、園児の登降園管理等を行っている。本事業では、コドモンに新たな
機能を追加し保護者サービスの向上を図る。具体的には、預かり保育・延長保育の自動集計機能（請求管理）の導入やこれら費
用の口座振替化（収納代行）、園日誌・連絡帳等のデジタル化を行う。これにより、保護者の手続き負担の軽減や情報伝達の迅
速化による保護者との円滑なコミュニケーションの促進が実現する。また、保育士の業務において負担となっている書類作成等の業務
負担の軽減を図り、保育士は園児の保育に専念することができるため、質の高い保育の提供を図る。

具体
サービス

教育・保育施設業務支援システムサービス「コドモン」
（１）利用料等の自動集計機能（請求管理）
【内容】利用料の集計や請求が自動化される
【効果】逐次請求により、不明瞭になりがちな保育関連の費目を明確に伝
え、保護者の費用管理負担の軽減を図る
（２）口座振替化（収納代行）
【内容】利用料等を、施設に代わって金融機関が集金する
【効果】キャッシュレス化を求める保護者の期待に応え、現金の準備や振り
込みの手間をなくす
（３）園日誌・連絡帳のデジタル化
【内容】園児の出欠状況や保護者連絡が園日誌等に自動反映される。
保護者への連絡をいつでも行えるようになる
【効果】情報伝達の迅速化により、保護者との円滑なコミュニケーションが促
進される。作成の負担が軽減され、連絡帳等の内容の充実化が図られる。
タブレットの導入
・登降園時に、保護者のQRコードをタブレットカメラで読み取る必要がある
ため、タブレットを導入する。その際、携帯性が重視される
・携帯性を活かし、園児の様子を見ながら記録することができる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①延長・預かり保育利用者における口座登録者数の割合
②保育士に向けた研修・システム改善提案等の実施数
③デジタル連絡帳・園だよりの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①園事務のデジタル化に対する保護者の満足度
②利用料の集計・請求の事務に要する時間
③DX化により事務・業務改善できたと感じる満足度

園日誌・連絡帳の
デジタル化

職員不足による事務作業時間の不足

（現状）・手書きでの書類作成
・現金での集金事務

円滑なコミュニケー
ションの促進

キャッシュレス化

支払負担の軽減

方法

目指す
地域像

課題

効果

・保育の可視化
・安心・信頼して子どもを預けられる園の運営
・保育の質（保育サービス）の向上



自治体名 静岡県南伊豆町 人口 7,523人 事業費 2,901千円

事業概要

本町では町立の認定こども園を１施設設置している。同園においては現在保護者とのやり取りを電話や紙で行って
おり、保護者が園からの情報や園でのこどもの様子を入手できる場面が限定的なものとなっている。また、欠席の連
絡等保護者からの園への連絡においても、開園時間内の電話連絡に限られるため、保護者及び職員の大きな負
担となっている。更に保育士の業務についても、指導案や日誌等の書類作成、連絡帳などの手書き業務が多く、
事務負担や超過勤務の増加に繋がっている。そこで、同園にICTを活用した保育業務支援システムを導入すること
により、保護者の利便性向上と保育士の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・ICカードによる画面タッチで、時間をデータ管理。
【保護者連絡の利便性向上】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。（現在は電話連絡）
・園児に関する連絡事項（体調管理等）について
保育士と保護者がアプリを介し随時行うことができる。
（現在は連絡帳、登降園時の口頭伝達）
・園が撮影した写真をシステムにアップすることで、保
護者が欲しい写真を購入できる。（現在は担当が印
刷・選別して配布）
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信（現在は紙）
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
児童票、成長記録、出席簿、園日誌、健康診断記
録等のデータ連携による転記作業の省力化等。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①こども園から保護者への情報発信数
②アプリのダウンロード数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリの満足度
②保育サービスに対する満足度
③

事業概要 【デジタル活用による保育環境・子育て環境向上事業】



事業概要 【市立保育園・こども園ICT化推進事業】

自治体名 愛知県岡崎市 人口 383,885人 事業費 21,600千円

事業概要
現在、保護者からの保育時間の変更等の連絡は電話が中心であり、繋がりにくいなど、保護者の時間と利便性を
損なっている。ICT化をすることで欠席連絡や園からのお便り等も保護者のスマホで連絡・確認ができ、同時に複数
の保護者が情報の共有が可能となり、保護者の利便性が向上するとともに、保育士の業務負担も軽減する。

具体
サービス

SaaS型業務支援システム【コドモン】を導入予定
保護者及び職員が当該システムを利用することで以
下のことが可能に。
・欠席、遅刻連絡がいつでもアプリで完結
・欠席、遅刻、その理由に加え、お迎え時刻、誰がお
迎えに来るのかを保育室のタブレットで確認
・困りごとなどの相談を他人に知られることなく、アプリ
上でやりとり
・お便りの一斉配信による家庭内での瞬時の情報共
有及び印刷、仕分け作業の省略
・QRコードを園のタブレットにかざすことで、スムーズに
園児の登降園状況を管理
・保育士同士の月案、週案及び指導計画のスムーズ
な共有

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①在園児に対するアプリのダウンロード割合
②お便りの電子化割合
③欠席連絡等におけるアプリ利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる利用満足度



事業概要 【子育て支援アプリ導入事業】

自治体名 愛知県一宮市 人口 378,620人 事業費 6,704千円

事業概要

子育て支援アプリを活用し、子育て支援情報のプッシュ通知による発信力向上、母子健康手帳の電子化による
日々の記録を電子的に管理し、データの保存性を向上する。また、予防接種のスケジュールを保護者にお知らせす
ることで、確実な予防接種に繋げる。アプリを導入することで、子育て環境や子育て支援サービスをより向上させ、子
育て世代の人口増加、出生率の上昇を目指す。なお、データ連携基盤と接続することで、OneIDでのログインが可
能となる。

具体
サービス

【子育て支援アプリ機能】
• 「母子健康手帳アプリ」モデル仕様書に定められた

推奨機能
• 母子健康手帳の省令様式で各種健診や日々の
記録を残せるほか、予防接種のスケジューラーを
搭載し、接種サポートを実施

• 当市の子育て支援情報を妊娠週数・子どもの月
齢に応じて任意配信・自動配信で提供できる機
能を搭載する

• アプリで教室、イベントの参加予約などの申し込み
も可能

• データ連携基盤（都市OS）と連携してデータの
相互連携、OneIDでログインが可能に

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育て支援アプリのダウンロード累計数

【アウトカム指標（成果指標）】
①子育て支援アプリの満足度



事業概要 【公立保育所ICT化推進事業】

自治体名 愛知県豊川市 人口 184,200人 事業費 73,600千円

事業概要

朝の登園ピーク時に欠席連絡等の電話が集中し不通となることよる利便性の低下や、また、低年齢児の急な体
調の変化などのリスクがあることにより、保育の質の向上が重要な課題となっているため、保育所業務支援システム
を導入することで、保育の安全性を高め、利用者の利便性向上、及び保育士の業務負担を軽減するとともに、より
子どもに向き合えるようになることで保育の質の向上を図ることができる。

具体
サービス

【保育所業務支援システム】

・登降園管理
登降園時に保護者が出入口に設置されたタブレットを操作す
ることでシステムに記録され、在園児数を瞬時に把握することが
できる。

・アプリ連絡
欠席等の連絡をシステムを通じて受けることができる。

・お知らせ配信
各クラスに設置するタブレットを用いてお便り配信や、連絡帳の
やりとりをするなど保護者との情報共有に活用する。

・アンケート作成
システムを通じて保護者アンケートを行い、集計を自動で行う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所業務支援システムアプリの利用割合
②保育園から送信するお便り等の配信数
③欠席連絡におけるアプリ利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育の見える化を実感した保護者の割合
②担任とコミュニケーションが増えたと感じた保護者の割合

登降園管理 アプリ連絡

お知らせ配信 アンケート作成



事業概要 【母子手帳アプリ機能拡充事業】

自治体名 愛知県刈谷市 人口 152,994人 事業費 2,111千円

事業概要

母子健康手帳の記録の電子化と予防接種のスケジュール管理による打ち忘れの防止等を目的として導入した母
子手帳アプリ『はぴかり』は、登録者数が伸びず、アプリの持つプッシュ通知機能等が生かされず、必要な子育て支
援情報が市民に確実に伝わっていない状況であった。また、母子健康手帳交付時の面談は、伴走型支援のため
に重要であるが、書類の記載が多くあり、妊婦の負担になっている。妊娠届出アンケートのオンライン申請機能を追
加することにより、行政手続きのデジタル化による市民の利便性の向上と登録者の拡大を図る。アンケートの事前
回答による市民の負担軽減と、適切な時期に適切なターゲットに向けて適切な情報発信が可能となることで、子
育て支援サービスの利用促進を図る。

具体的
サービス

【母子手帳アプリ『はぴかり』のサービス内容】
・母子健康手帳様式に応じた各種記録
・子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【バージョンアップによる効果】
・妊娠届出アンケートをアプリ上での提出を可能とする。
＜市民＞
・24時間いつでも簡単に申請でき、アンケートの手書
きの手間が不要になる。
・事前回答により、母子健康手帳交付当日の面談
時間の短縮に繋がる。
＜刈谷市＞
・アンケート内容を事前に取得できるため、回答内容
をもとに事前準備・業務調整ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①『はぴかり』登録者数
②『はぴかり』からの妊娠届出アンケート申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①『はぴかり』利用者の利用満足度
②妊娠届出アンケートをオンライン申請した人の利用満足
度

①妊娠届出アンケートを『はぴ
かり（母子モ）』から提出 ②申請内容を来所前に把握

支援が必要な場合は、地区担
当保健師が対応出来るよう調整

③来所し、面談実施



事業概要 【公立保育施設へのICT導入による保護者満足度向上事業】

自治体名 愛知県江南市 人口 98,724人 事業費 24,017千円

事業概要

共働き世帯の増加等により、保護者は多忙を極めており、子どもにかける時間も減少している現状において、ICTを
活用したシステムを導入することで、欠席連絡機能や、お便り配信機能の利用により、保護者の利便性向上を図
ることができる。
また、保育現場においても、安易に保護者とのコミュニケーションを密に取ることも可能となり、保護者への子育て支
援の充実や、保護者満足度の向上に繋がっていく。

具体
サービス

《保育業務支援システム》

【連絡及び配信機能】
保護者は電話することなく、アプリから欠席等の連絡
をすることができる。園からの緊急連絡やお便り配信、
行事予定もアプリ上で確認することができ、園との正
確な情報を共有することができる。

【アンケート機能】
イベント終了時や期末終了時に、保護者の声を聴く
ことで、常にブラッシュアップに繋げていくことができる。

【登降園管理機能】
園児の登降園時に、システムへの打刻処理を行うこと
で、各職員がリアルタイムで正確な登園状況を把握
することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムへ登録した保護者率
②保護者アプリからシステムへの発信件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入後の保護者満足度調査

疲弊した保護者や保育士

【保育業務支援システム】

登降園管理 欠席・遅刻連絡

お便り配信 緊急連絡

行事予定表 アンケート

連絡帳 シフト管理

園児情報管理 職員情報管理 etc

ＩＣＴ導入

子どもとの時間確保
保護者の満足度向上



事業概要 【こども園ICTシステム導入事業】

自治体名 愛知県新城市 人口 43,211人 事業費 5,309千円

事業概要

市内の公立こども園（15園）にICTシステムを導入し、保護者との連絡や園児の登降園情報の管理などをシス
テム上で行うことにより、保護者にとって電話での欠席・遅刻連絡などにかかる負担や登園・降園時の不安感を解
消し利便性を向上させるとともに、安全・安心な保育環境の整備を図る。また、保育士の業務負担軽減により、
更なる保育の質の向上を目指すことができる。

具体
サービス

【保育業務支援ICTシステム】
（「コドモン」を想定）
• 園児情報をデータベース化し、保育士同士の情

報共有を迅速化する【②】
• QRコードや画面タッチによって登降園時間を打刻

することで、適切に登降園状況を管理
【①、②、③、④】

• 保護者がアプリ上で園児の欠席・遅刻等をいつで
も連絡できる【④】

• システムを通して保護者へのお知らせや連絡を配
信（おたより・連絡帳・個別の連絡など）
【②、③、④】

• 園日誌等の各種帳票作成【②】
• アンケートの作成、配布、集計【②、④】

 ※ 【〇】は、右図の番号に対応

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリ利用割合（保護者）
②お知らせ（おたより）のシステムによる配信割合
③欠席連絡におけるアプリ利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用満足度（保護者）

【システム導入時のイメージ図】

①玄関

②職員室

【保護者スマートフォン】

③教室

④自宅等

こども園



事業概要 【一時的保育Web予約システム等導入事業】

自治体名 愛知県大府市 人口 93,078人 事業費 5,853千円

事業概要

公立保育園の一時的保育事業の利用にあたり、利用者から利用予約におけるデジタル化を求める声がある。
他市町村における先進事例を参考に、公立保育園の一時的保育事業における利用前面談の予約及び利用予
約へのシステム導入及び利用料支払いのキャッシュレス決済を導入することにより、利用者の利便性の向上を図る
もの。

具体
サービス

【一時的保育Web予約システム】
• 利用前面談の予約、必要書類のダウンロード
• 利用予約
• キャンセル、予約時間変更

【キャッシュレス決済】
• キャッシュレス決済による利用料の支払い

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①一時的保育Web予約システム申込割合
②キャッシュレス決済利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者アンケートによる予約システム満足度調査
②利用者アンケートによるキャッシュレス決済満足度調査

システムで利用前面談・
必要書類のダウンロード
システムで利用予約
キャンセル・予約時間変
更もシステムで可能

利用前 一時的保育利用

利用当日にキャッシュレス支払



事業概要 【公立保育園ICT化推進事業】

自治体名 愛知県豊明市 人口 68,112人 事業費 35,265千円

事業概要

公立保育所7園へICTを活用した業務支援システムの導入をし、登降園管理等の適切な管理、保護者連絡の
デジタル化を進め、こども一人ひとりに合った保育の実現や、安全管理、保育の質向上に取り組む。
本事業実施により、保護者については園とのやり取り等の負担軽減と満足度の向上、また保育士については事務

作業の業務負荷軽減、保育サービス拡充につなげることが出来る。

具体
サービス

保育所にに無線LAN環境とタブレットを整備し、登
降園時に保護者がQRコードをタッチすることにより、情
報の一元管理を行う。
また、お知らせ機能やアンケートの電子化、延長り

料金計算のデータ化など、保育業務の効率化にも期
待ができる。

■主なサービス
① 登降園時に保護者がQRコードをタッチすることに
より、園児の登降園記録の一元管理
② 連絡帳及び発達記録
③ お知らせや保護者向けアンケート機能の電子化
④ アレルギーなどの基本情報記録
⑤ 保育士同志の情報共有の簡易化
⑥ その他延長料金計算のデータ化などの事務軽減
機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリのダウンロード率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者用アプリの利用満足度

■保育所業務のデジタル化

・お知らせ
・保護者への連絡
・延滞金料金計算

・出欠連絡の受理
・アンケートの受理

保育士

・出欠連絡
・アンケート回答

・お知らせの閲覧
・連絡の開封

ICTアプリ

登園管理

保護者

連絡機能

帳票管理



事業概要 【総合保育システム導入事業】

自治体名 愛知県北名古屋市 人口 86,117人 事業費 40,822千円

事業概要
公立保育園10園へICTを活用した総合保育システムを導入し、園児の登降園・出欠管理や保育月案・日案と
いったドキュメンテーションをデジタル化し保育士の業務負担を軽減することで、園児と向き合う時間を増やす。また、
出欠連絡や個別の連絡をアプリケーションを通じて行うことにより、保護者の負担軽減を図る。

具体
サービス

◇サービス概要
【保護者向け】
• 保護者がQRコードで登降園を記録
• スマホアプリから欠席連絡
• アンケートの電子化
• おたよりのデジタル配信
• 行事連絡 など

【保育園向け】
• 月週案・週計画の作成
• 乳児連絡ノート作成
• 園児情報の共有
• 登降園時間の集計 など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①総合保育システム（アプリ）の利用割合
②アプリを利用した欠席連絡の割合
③アプリを活用した情報発信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の満足度
②保護者への印刷物削減率

帳票作成

総合保育システム
CLOUD

保育園 保護者

出欠確認

保護者連絡

おたより配信
登降園管理



自治体名 愛知県弥富市 人口 43,697人 事業費 388千円

事業概要
保育所給食の提供において、献立（アレルギー対応献立を含む）の管理や園児の栄養管理を行う給食管理シ
ステムを導入することで、栄養士・保育士・保護者間の食物アレルギーチェック体制のデジタル化を行うことで保護者
の負担を軽減を図るとともに、保護者に対して園児の成長記録を活かしたきめ細やかな栄養指導を可能とする。

具体
サービス

【保育所給食管理システム】
・保育所給食の献立表をデジタル作成することで、献

立表やアレルギー園児に対するチェック表をデジタル
配信する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者による食物アレルギーのチェック表作成数
②栄養ケアが必要な園児の栄養指導・栄養相談回
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者による食物アレルギーのチェックに係る所要時間
②保育所給食管理システムの満足度

事業概要 【保育所給食管理システム導入事業】

献立作成

離乳食・アレルギー献立に展開

成長記録による肥満等個人管理

保育士 保護者

栄養士 （保育所給食管理システム）

デジタル配信

データ共有

データ共有

アレルギーチェックを連絡システムにより回答

保護者へ成長記録を活かした栄養指導



事業概要 【保育所ＡＩマッチング入所選考導入事業】

自治体名 愛知県みよし市 人口 61,466人 事業費 4,400千円

事業概要

保育所の入園選考事務については、保護者からの多様な希望や兄弟姉妹の同一園への入所希望等複雑な
諸条件を踏まえた上で、市の定める優先順位を加味しつつ公平に選考する必要があることから、相当の時間と手
間を要している。それらの課題を解決するため、AI入園選考システムを導入し、入園申込から入園選考結果通
知書の作成まで一括でデジタル処理を行う仕組みを構築する。
本事業の導入により、これまで膨大な時間を要していた保育所の入所選考事務における受付や選考等の手間

が削減され保育士等の負担が軽減されることで保育サービスが充実できるとともに、保護者に対しても決定通知
の早期化により入園準備がスムーズに行える等住民サービスの向上を実現することが可能となる。

具体
サービス

【ＡＩ入所選考サービス】
・国のマイナポータル「ぴったりサービス」内「保育
施設等の入園申込における市民からの申込
データをAI入園選考システムに連携させることで、
入園申込から入園選考結果通知の作成まで一
括でデジタル処理を行う仕組みを構築する。
ＡＩを活用し様々な条件を踏まえながら選考

を行うことで公平かつ最適な結果を素早く出力
することが可能となり、市民への選考結果の通
知時期を早めることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI入所選考システムによる事務処理削減時
間の割合／年

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者への入所選考結果通知発送期間
②アンケート調査による満足度

市民

みよし市

申込
データ

ＡＩ入園選考システム
④AIマッチング

基幹系システム

②入所申込 ⑥選考結果通知

③申込
データ
登録 ⑤結果取込 ③対象者データ

ＡＩ提供ベンダ

①ＡＩ導入



事業概要 【保育園ICT化推進事業】

自治体名 愛知県あま市 人口 88,780人 事業費 38,328千円

事業概要
市内の市立保育園（全9園）に保育業務支援システムを導入する。 現在、保護者は、保育園との連絡手段が限られており負担がかかっている。 保育士は、
日々の保育業務に加え、連絡事項の作成・配布などの事務は多大な負担となっており、園内でのトラブルを誘発しやすい現状である。その現状を改善・解決す
るために保育園のＩＣＴ化を推進する。ICT化することにより保護者との意思疎通を迅速かつ的確に行うことができ、保育士・保護者の負担軽減・保育士の業
務改善も図ることができることで、市全体の保育サービスの質の向上に寄与することができる。

具体
サービス

保護者と保育園との連絡や、保育士の業務管理
などをスマートフォンのアプリ等で行うシステムを導入す
る。
登降園管理や園児の発達記録、保育園からの情

報発信を容易に行うことが可能となり、保護者・保育
士の双方の負担軽減が見込まれる。

■主な機能
① 登降園の記録
② 連絡帳及び発達記録
③ お便りなどの配布物をデジタル配信
④ 保護者向けアンケート機能
⑤ アレルギーなどの基本情報記録
⑥ その他事務軽減機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 保護者アプリのダウンロード数
② 保護者アプリを介した欠席連絡数
③ お便り等の配布物デジタル配信数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 保育園業務支援システムの満足度
② 保育サービスの満足度
③ 保育士の事務軽減



事業概要 【子育て支援アプリ導入事業】

自治体名 愛知県あま市 人口 88,780人 事業費 561千円

事業概要

今までは、健診等の受け忘れや予防接種の接種もれ、保護者の情報不足による子育てに対する不安があった。
妊娠期から出産・子育てまでを、「母子健康手帳機能」と「子育て支援機能」を組み合わせた子育て支援アプリ

を活用することで、乳幼児健診の記録、予防接種のスケジュールの自動調整、プッシュ型の通知及び子育て情報
の掲載により、個々に応じた丁寧な子育て支援及び保護者の利便性向上を図る。
また、本アプリのアンケート機能を利用することで、市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

 妊娠期から出産・子育てまでを支援するため、「母
子健康手帳機能」と「子育て支援機能」を組み合わ
せた子育て支援アプリを導入する。
個々に応じた丁寧な子育て支援及び保護者の利

便性の向上が見込まれる。

■主な機能
① 電子母子健康手帳
② 予防接種AIスケジューラー
③ 地域の子育て情報掲載
④ メール配信・プッシュ通知
⑤ 離乳食サービス・アレルギーチェック
⑥ オンラインアンケート

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育て支援アプリ（ベース）登録率
②アンケート利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
① この地域で子育てをしていきたい人の割合
② 子育て支援アプリ満足度調査



事業概要 【保育ICTシステム事業】

自治体名 愛知県東浦町 人口 50,233人 事業費 34,481千円

事業概要

公立保育園８園へ保育園ＩＣＴシステムを導入する。現状の課題のひとつとして、保護者と園との情報共有の手段が限定的であることがあげられる。ICTを導入
することで、場所や時間にとらわれない手段による保護者と園との情報連携の円滑化及びアプリ活用による保護者の利便性の向上を図る。次に、園児の登園や
降園情報の共有がアナログ管理であり、即時性、正確性、信頼性、安全性に欠けている。現在は、登降園時間を保護者が記録し、担任が人数を確認し、管理
者へ報告し、未登園の児童に電話をかけているが、保護者に電話がつながらない等の課題がある。登降園をシステム化することにより、迅速かつ正確にシステムに
記録され、保護者等はアプリ上から園児の在籍を確認できる。また予定時刻を過ぎても登園しない場合も保護者等と園に自動で通知される。登降園をシステム
化することで利用者の安心安全な環境の構築を図り、複数のファイルで管理していた情報を園児情報と結び付け、システムで一元管理することで保育士の業務
負担を軽減し、保育に専念できる環境を整備し、園児たちにとって質の良い保育環境を提供する。

具体
サービス

【保護者⇔保育園・保育士間の情報共有】
～主な機能～
■園児の登降園管理
（アナログからデジタルへ切替、在籍の有無を即時に把握可能に）
■アプリによる各種連絡（欠席・遅刻・お迎え時間変更）
（電話連絡を不要とすることで保護者を負担軽減になり、正確な情
報の把握及び保護者と園の相互連絡が可能となる）
■園内の情報共有とデータ化
（園児台帳、園児の出欠等情報、園でのこどもの姿の共有）
■お知らせ一斉配信
（保護者一斉・クラスごとの連絡、園だよりの配信）
■出席簿などの帳票作成
（出席簿作成）
■保護者向けアンケート機能 など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育ICTアプリダウンロード数（保護者利用の割合）
②保育ICTアプリを活用した情報配信数
③保育ICTアプリを活用した欠席連絡の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育ICTシステムの満足度
②保育サービスに対する満足度
③保護者への配布資料の削減割合

園児台帳

保育ICTシステム

アンケート
シフト管理

入退室管理【保育士】

【保護者】

お知らせ配信
写真・動画配信

各種連絡
登降園情報
連絡帳

出席記録
帳票作成

請求管理



事業概要 【保育園ＩＣＴシステム導入業務】

自治体名 愛知県幸田町 人口 42,315人 ※12月 事業費 55,353千円

事業概要

公立保育園８園にて保護者との出欠等の連絡、園児の登降園管理及び保護者への配布物のデジタル化等にお
ける保育園ICTシステムを導入。園はICT化で保育に専念できる環境を整備することにより、保育士の業務負担を
軽減し、保育の質の向上を図る。現状保育園が通話中時に何度も欠席連絡を試みたり、園児受入れの順番待
ちなど保護者の生活にも支障が出ている中で保護者と園の情報連携を円滑化し、双方の利便性向上及び保護
者と保育園との信頼関係の向上を目指す。本事業で整備した端末については利活用拡大・改善を継続して行う。

具体
サービス

◆保護者の利便性向上と保育士の稼働削減

アプリによる保護者との連絡
 ・通話中待機による保護者の待ち時間を削減
 ・欠席連絡における保育士の電話応対時間を削減
 ・緊急時の連絡を迅速に行う

園児の登降園状況を管理
 ・タブレットで園児の登降園の受付をすることで、
欠席連絡がない園児を一目で把握

配布物のデジタル化
 ・アプリにておたよりを配信することで保護者は
いつでもどこでも保育園からの連絡の確認が可能

 ・おたよりの配布に関する保育士の業務を削減  等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育園ICTシステム利用割合（保護者・町民）
②欠席連絡割合
③配布物のデジタル化によるデジタル配信促進

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用満足度（保護者・町民）
②利用満足度（保育士）
③子育て世帯における子供人数純増割合



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 三重県鈴鹿市 人口 195,739人 事業費 4,570千円

事業概要

核家族化や頻繁な転出入等、生活環境の変化が進んだことに伴い、自治体による従来の子育て支援の手法が、
子育て家庭にとって大きな負担となっていることから、母子健康手帳アプリを導入し、負担軽減を図る。オンライン予
約機能を活用することで、面談や各種教室の予約に当たっての時間的制約を解消し、また、質問票システムを活
用することで、面談者の状況を事前把握し、各々に適した、よりきめ細やかな伴走型支援の実現を目指す。

具体
サービス

【母子健康手帳アプリ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
プッシュ型の情報配信（教室案内等）

【オンライン予約サービス】
妊婦・子育て教室
→市民が好きなときに予約ができる。

【質問票システム】
妊婦８か月アンケートを送付しアプリで回答
赤ちゃん訪問アンケートを送付しアプリで回答
→当日の面談時間の削減でき、面談日に個別の状

況に合わせて支援を実施できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②オンライン予約率
③質問票システム利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリ利用満足度
②オンライン予約機能の利用満足度
③質問票機能の利用満足度

妊娠届出書の提出時の面談で案内
を受けてアプリに登録

案内・登録 オンライン予約・アンケート提出

各種アンケートの提出や、利用者の好き
なタイミングでアプリから教室等のオンライ
ン予約ができる。

面談実施、予約変更等 面談後

事前の申請内容をもとに業務調整や準
備ができ、双方にとってスムーズな面談が
可能。
予約した教室のキャンセルや変更も、利
用者の好きなタイミングで変更できる。

アンケート内容をデータで健康管理シ
ステムに投入でき、手入力する手間を
大きく削減。

健康管理
システム

データ
投入



事業概要 【保育所ICTシステム導入事業】

自治体名 三重県紀宝町 人口 10,313人 事業費 8,185千円

事業概要

保育所における業務のＩＣＴ化を推進し、保育士の業務軽減に取り組むことで保育の質の向上を目指す。保護
者はアプリ機能を使うことで、確実な連絡手段の確保や都合の良い時間に連絡できるため、保護者の負担が軽減
される。また、保育所での様子等のおたより受信や保育所及び自治体からの緊急連絡が即時確認できることで、保
護者の安心と児童の安全につなげる。

具体
サービス

【保育所業務支援システム】
主な機能
【児童の登降所管理】
紙運用をデータ運用へ切替え
登降所時間管理が可能となる

【アプリによる欠席連絡】
電話連絡を不要とすることで保護者の負担軽減
正確な情報の把握が可能となる

【お知らせ一斉配信】
保護者一斉・クラスごとの連絡、保育所だよりの
配信

【保育日誌などの帳票作成】
出席簿、指導案等各種帳票作成

【保育所内の情報共有】
児童台帳のデータ化、児童の出欠情報の共有

等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリ利用者数
②アプリを通じて発出する連絡数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育業務支援システムの満足度
②
③

QRコードを使って、登降園時間
を自動で記録し保育料を自動

計算

必要な帳票や、指導計画等を
システム上で作成

パソコンやスマートフォンから施設
へ連絡



事業概要 【保育所等入所申込・選考に係るAI・システム導入事業】

自治体名 滋賀県長浜市 人口 114,020人 事業費 6,930千円

事業概要

保育所等への入所申込に関する手続を電子化し、保護者による申込書への記入や来庁・来園に係る負担軽減
とサービスの利便性向上を図る。また、入所選考に係る事務において、AI入所選考システムを活用して自動化する
ことで省力化と迅速化を図るとともに、限られた入所枠を公平にきめ細やかに割り振り、保育への要望に最大限寄
り添えるようにするため取り組む。

具体
サービス

【汎用電子申請システム】（※導入済みシステムを活用）
➊汎用電子申請システム「LoGoフォーム」を活用し、
入所申込に関する手続を電子化する。

【AI-OCR】（※導入済みツールを活用）
➋電子による入所申込を困難とする保護者が紙によ
る申込を行った際に対応するため、AI-OCRツール
「Tegaki×Seisho」を活用し、記載内容のデータ化
を行う。

【AI入所選考システム】（※R6導入）
❸あらかじめ保育施設情報や選考基準を設定した
AI入所選考システムに、電子化された入所申込情
報を取り込み、入所選考を自動化する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
入所申込の電子申請利用の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
選考結果通知発出までの期間短縮

保護者 市役所

申込手続の電子化 ･･･ ➊LoGoフォーム活用
申込書記載内容のデータ化 ･･･ ➋AI-OCR活用

❸
AI入所選考システム

入所申込情報
（データ）の登録

選 考

基幹システム
との連携



事業概要 【教育・保育施設等給付業務管理システム事業】

自治体名 滋賀県湖南市 人口 54,447人 事業費 6600千円

事業概要 子ども子育て支援法の確認を受けた認可保育施設等に施設型給付費及び補助金事務について、システム化を
行い、市及び認可保育施設双方の事務の効率化を行う。

具体
サービス

【教育・保育施設等給付業務管理システム】
• 認可保育施設と市が共通のクラウドサービスを用

いて施設型給付費及び補助金事務を行う。これ
により従来、Excelや紙での報告が不要となり、
申請内容の確認等の事務が効率化され、市及
び認可保育施設双方の事務時間の削減が見
込める。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムの利用申請数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入により増加した認可保育施設の保育・教
育時間
②
③

サーバー

サーバー

インターネット

LGWAN

登録、編集、削除 等

照会、印刷
認定、CSV出力 等

データ連携

認可保育施設

湖南市



事業概要 【公立園保育ＩＣＴシステム導入事業】

自治体名 滋賀県高島市 人口 45,828人 事業費 40,937千円

事業概要

市内の公立園における保護者への情報伝達手段については、主に電話や紙媒体による案内となっており、手書きの連絡帳
やお便りの印刷、封入など手作業による煩雑な業務が中心となっています。こうした状況から保護者および職員双方がタイ
ムリーに情報共有をすることが難しく時間を要することにつながっています。また、登降園時の記録管理についても職員が紙に
記入している状況であることから、保護者が利用する専用アプリ、園内における無線LAN環境の構築、タブレット端末等を
導入し、保護者からの日々の連絡、登降園の管理、保育日誌等の作成、保護者とのリアルタイムな連絡ツールとして活用
できるシステムを導入し、保護者の利便性向上と安心感の醸成、職員の事務負担軽減を図り保育に向き合う時間を創出
するものです。

具体
サービス

【公立園保育ICTシステム 導入】
・登降園の管理
・日誌等の作成
・保護者との連絡ツール など

（保護者サービスの向上）
・保護者との連絡事項や欠席等連絡、行事案内等
の電子化により保護者サービスの向上に取り組む

（保育の安全対策および保育の質の向上）
・児童の登降園の管理事務のデジタル化により置き
去り防止等園児の安全対策を実施

・タブレット端末の活用により、どこでも作業できる環境
となりこどもに向き合う時間を創出

・保育日誌や園だよりなどのデジタル化により、保育士
の事務負担の軽減

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを活用する保護者数
②システムによる保護者への連絡件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムの利用者満足度調査
②保育の質の向上

登降園・出欠管理

園だより配信

連絡帳

欠席・遅刻連絡

保育日誌作成など



事業概要 【給付費等申請事務事業】

自治体名 京都府長岡京市 人口 82,235人 事業費 4,400千円

事業概要

民間保育所は運営に必要な毎月の給付費等を受け取るため、市への申請事務に多大な時間を要しており、クラ
ウド上で自治体と民間保育所がデータを共有し、電子的に申請・承認ができるシステム整備が必要である。給付
費等申請システムを導入することで、年間の作業時間を短縮し、民間保育所の事務負担の軽減を図るとともに、
保育士の保育に対する時間を確保することで保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
民間保育所等と市がクラウド上で共通の画面を用い
て給付及び補助金申請、報告事務を行う。
これにより従前のExcelや紙の報告様式が不要。
複数ある申請事務をひとまとめにして事務が可能。
データベース化により過去の情報のアーカイブ化が可
能。申請内容の確認、報告等、自治体とのやりとりが
スムーズ。
→事務に係る作業時間が削減し、保育の質を向上
することが可能

加算シミュレーション機能により保育士配置等による
給付費の試算が可能
→民間保育所等が今後の運営方針を検討すること
が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給付費等申請システムを利用する保育施設の数
②給付費等申請システムを利用する保育施設の差
戻率

【アウトカム指標（成果指標）】
①給付費等申請システムの満足度



事業概要【一時的保育事業サービスのオンライン化】

自治体名 京都府京田辺市 人口 71,857人 事業費 4,350千円

事業概要
共働き世帯の増加などにより保育需要が高い状況が続くなか、一時保育の需要も高まっている。保育所・こども園
で実施している一時的保育事業サービスについて、保育所等の窓口での利用申請手続きをスマートフォン等で可
能とするよう、予約システムを導入して一時保育の利用を促進、行政サービス及び市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【一時保育支援システム】
初回面談時に必須の聞き取り項目の事前入力やその後の利用予約

もスマートフォン等で可能とすることで、行政サービス・市民サービスのさら
なる向上を図るもの。
また、以前より利用者から利用料の支払いに関し、電子マネー等を導

入してほしいとの声もあり、新たにクレジットカードや電子マネー等のキャッ
シュレス決済を導入し、利便性のさらなる向上を図るもの。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①予約システム利用者数
②キャッシュレス決済利用率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育利用者満足度
②待機児童数（年度末時点）
③

保育園

• 利用者情報管理
• 予約調整、抽選
• 預かり情報管理
• 収納管理

市民

• 電子決済
• 情報登録
• 空き情報検索
• 予約（面談・利用）

用紙記入の削減

電話対応の軽減

利便性・公平性
向上



事業概要 【保育ICT推進事業】

自治体名 京都府木津川市 人口 79,816人 事業費 37,563千円

事業概要

増加・多様化が見込まれる保育ニーズに対し、市内公立保育園のICT化が遅れており、保護者の利便性の低さや
保育士の業務効率の悪さなどが課題となっています。保育の周辺業務などのICT 化によって保育士の業務負担を
軽減し、働きやすい職場環境を構築することで、保育士が本来業務である保育に力を注ぐことを可能とし、保育の
質の確保・向上、保護者の利便性向上を図ります。

具体
サービス

【登降園管理】
QRコード等により登降園時刻を打刻。出席
簿の作成や延長料金の計算も自動化。

【保護者とのコミュニケーション】
園への欠席等の連絡、園からのお知らせや
お便り、こどもの園での様子の共有などがスマ
ホから可能に。

【帳票作成】
指導計画や保育の記録もタブレット等で作
成し、保育士間で共有できる。

【登降園管理】

【保護者とのコミュニケーション】

【帳票作成】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリ利用率
②園からのお知らせ件数
③保護者からの連絡件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のアプリ利用満足度



事業概要 【児童相談所システム構築事業】

自治体名 大阪府豊中市 人口 407,007人 事業費 44,407千円

事業概要

令和7年4月開設予定の児童相談所において、児童相談所およびはぐくみセンター（法上のこども家庭センター）
が受理したケース記録や相談歴、各種診断、施設入所における費用徴収計算、一時保護所における行動観察
記録等の機能が一体となったシステムを整備し、緊急時の判断に必要な全ての情報を一元化することで、業務効
率化を図り市民対応等に割ける時間を増やしきめ細やかな支援を実現する。

具体
サービス

【児童相談所システム構築】
・虐待通告・相談等の対応時に、蓄積された相談歴
やケース記録、その他の情報を確認し、リスクアセスメ
ントに活用して介入や支援を決定する。
・児童や世帯の情報を一元的に管理することによって
業務効率化を図り、その他必要な面談や関係機関
との情報共有等をきめ細やかに行う。

【子ども家庭支援システム連携】
・現在稼働中の子ども家庭支援システムと結合し、
既に連携している情報（住民基本台帳、所属情報、
各福祉施策利用状況等）を即時に確認して児童
相談所の緊急時の判断に活用するとともに、その後の
支援の方針に活用する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①世帯員登録件数の増加
②相談記録入力などの業務の時間削減
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①面談回数の増加
②
③



事業概要 【給付費等管理システム導入によるデジタル化事業】

自治体名 大阪府豊中市 人口 407,007人 事業費 11,000千円

事業概要

民間の保育所等の事業所が利用可能なクラウド型システムを導入し、行政手続きワンストップ化を実現することで、
保育施設や当課の給付業務や補助業務の効率化を行うとともに、将来的にそのシステムの付帯機能に①保育
計画・記録の作成➁登降園管理③保護者連絡を付し、保育所等と利用者のやりとりの省力化することで、保育
士が保育に専念できる環境を実現し、子どもや保護者の保育の満足度の向上をはかるもの。

具体
サービス

【クラウド型給付等システム】
・保育教諭等職員配置確認システム
・施設型給付費自動算定システム
・施設等利用費自動算定システム
・処遇改善等申請・実績報告入力システム
・補助金等自動算定システム(市単独補助
含む。)

【システム付帯型サービス】
・保育施設向けカスタマーサービス
・保育施設導入に伴う説明会等の開催

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムの利用率

【アウトカム（成果指標）】
①システム化によるサービスの満足度
②業務従事時間数の増減
③他の補助金等の予算執行率の向上



事業概要 【一時預かり等利用予約システム導入事業】

自治体名 大阪府吹田市 人口 382,712人 事業費 3,542千円

事業概要

一時預かり事業については、子ども・子育て支援事業計画において高いニーズが示されている。その利用の予約に
ついては、実施施設各所において電話による受付を行っている。利用者にあっては、決まった時間に予約する制約
があり、職員においては、利用希望の電話が多く業務量が増え負担が増加している。このため、予約システムを導
入し、円滑な利用申込ができるよう利便性の向上を図りながら、業務量の負担の軽減も併せて図るものである。

具体
サービス

【一時預かり等利用予約システム】
• 利用の登録、予約、変更、キャンセル、施設検

索及び空き情報の検索のICT化、休日保育の
申込の電子化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①利用登録者数の増加
（窓口対応、電話による問合せ数の減少）

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者向けアンケート調査による全体満足度



事業概要 【スマート保育事業】

自治体名 大阪府寝屋川市 人口 225,834人 事業費 15,737千円

事業概要

市立保育所・認定こども園（以下「園」という｡)におけるデジタル化（登降園管理、保護者連絡、帳票管理）
を推進し、職員の業務の効率化を行うことで、子どもと向き合う時間を充実させ、今まで以上に子どもや保護者に
寄り添った保育の実現を図る。また、保護者アプリの導入により、アプリからの欠席連絡やお便りの配信もできるよう
になることで、子育て世帯の利便性の向上や負担軽減を図る。

具体
サービス

【スマート保育事業】

・登降園管理
QRコードを使って子どもの登園・降園時刻を管理

・保護者連絡
お便りの配信等、保護者とのコミュニケーションを管

理、欠席連絡等をアプリで実施

・帳票管理
日誌や指導案等を作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリ利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリに対する保護者満足度



事業概要 【保育所等業務のデジタル化事業】

自治体名 大阪府大東市 人口 116,428人 事業費 23,057千円

事業概要

本事業（保育所業務支援システムの導入）により、保護者負担の軽減を図るとともに、保育士等が子どもと向き
合う時間を確保し、より良質な保育等サービスの提供による保護者満足度の向上を図ることで、「子育てするなら、
大都市よりも大東市」をブランドメッセージとする本市への子育て世代を中心とした転入・定住の促進に向けたシティ
プロモーションを展開させる。

具体
サービス

導入を想定するシステムの主なサービス
１ 出欠連絡機能
保護者は電話連絡なしで、保護者アプリから保育

所等へ欠席・遅刻等の連絡が可能
２ 連絡帳機能
保育士等と保護者が子どもの様子・出来事等の相

互連絡が可能
３ お知らせ配信等
保育所等から保護者へお知らせ・アンケート・行事

予定の一斉配信が可能
４ 登降所管理
保護者はQRコード（スマホ対応）をリーダーに読み

取らせて、瞬時に登降所時間の打刻が可能
５ 写真共有・販売
保育所等で撮影した日常・イベント写真を保護者

に簡単に共有・販売が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムへの登録保護者割合
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者満足度
②職員（保育士等）満足度
③

保
護
者

保
育
所
等

保育業務支援システム

１ 出欠連絡機能（欠席・遅刻等）
２ 連絡帳機能
４ 登降所管理 等

２ 連絡帳機能
３ お知らせ配信等
５ 写真共有・販売 等



自治体名 大阪府箕面市 人口 139,211人 事業費 34,051千円

事業概要

令和５年度に行った業務改善（BPR）で整理した内容をもとに、入所申込の100%オンライン化や入所選考
の自動化、データ等確認作業の自動化、民間保育施設とのやり取りのクラウド化を図ることで、結果通知の早期
発送や待ち時間の短縮といった保護者へのサービス向上とともに、保育士の事務負担軽減による保育の質の向
上を図る。

具体
サービス

（１）入所申込みのオンライン化
これまで紙のみで受付ていた入所申請について、電子申請シ
ステムを新たに活用して、保護者の利便性の向上を図る。
（２）入所選考の自動化
これまで手作業により行っていた入所選考について、ツールを
導入し、迅速化を図っていく。
（３）入力・確認作業の自動化
これまで手作業・目視により行っていた申請データの確認や保
育料算定・副食費免除判定に係るデータの確認、基幹システ
ムへの入力において、チェックツール及びRPAを導入し、結果通
知の早期発送につなげていく。
（４）民間保育施設とのやりとりのクラウド化
各民間保育施設は市とのやりとりを電話や郵送等で行ってい
るが、クラウドシステムを導入することで、保育士の事務負担軽
減による保育の質の向上とともに、迅速な情報連携が可能と
なり、施設・保護者間のやりとりの迅速化につながる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入所申込みのオンライン申請数
②入所選考ツールで処理する入所申込み数
③クラウドシステムを利用する施設数

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン入所申込みの満足度
②クラウドシステム利用満足度
③選考結果通知発送までの日数

事業概要 【保育業務のICT化による保育の質向上事業】

入所選考の自動化

市役所

保護者

保育施設

オンラインによる
入所申込み

結果通知の早期発送

クラウドシステムでの情報のやりとり

保育サービスの向上

チェックツールによる
確認作業の自動化

RPAによる
基幹システムへの
自動入力

（１）については、既存のシステムを本業務において新たに活用
することで、本業務の「フルデジタル化」に大きく寄与し、（２）
～（４）の導入効果をさらに高めることができる。

業務のフルデジタル化をめざす



事業概要 【児童ホーム入退室管理等システム導入事業】

自治体名 兵庫県尼崎市 人口 454,825人 事業費 29,593千円

事業概要

市内の子育て世帯の多くは共働き世帯であり、核家族の増加によって保護者の子育て負担が増大している。児童
ホーム（放課後児童クラブ）では、児童の出欠や延長利用の確認等を書面や電話で行っており、保護者の時間
的負担の軽減が急務となっている。保護者と職員等が相互に連絡等できるシステムを導入することで、保護者の利
便性向上と、関係機関との情報共有による事故リスク低減を図り、安心して子育てができる環境を構築する。

具体
サービス

令和６年9月（予定）より、市内の全公立児童
ホームで、児童の入退室管理や施設との連絡な
どを行う「子ども施設向け業務支援システム」を
導入する。

主な機能
【児童の入退室管理】
 紙運用をデータ運用へ切替え
 入退室時刻管理が可能となる
【アプリによる欠席連絡】
 電話連絡を不要とすることで保護者の負担を軽減
 正確な情報の把握が可能となる
【お知らせ一斉配信】
 保護者一斉・クラスごとの連絡、お便りの配信
【施設との情報共有】
 児童の出欠情報等の共有

等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①各連絡の保護者閲覧率
②保護者のアプリの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①子ども施設向け業務支援システムの満足度
②「子育てをしやすいまち」だと感じている市民の割合

パソコンやスマートフォンで
施設・保護者と連絡

QRコード等を使って、
入退室時刻を自動で記録

出欠連絡や入退室管理をもと
に出席表など必要なデータ作成

③

児
童
ホ
ー
ム
施
設

家
庭

玄関

②

教室

①



事業概要 【学校外教育バウチャー・デジタルクーポン事業】

自治体名 兵庫県西脇市 人口 38,218人 事業費 8,700千円

事業概要

低所得世帯を対象とした学校外教育バウチャー制度について、紙によるクーポン券を活用した費用助成を行ってお
り、クーポン券の管理（利用者）、請求事務（サービス提供事業者）、クーポン券発行・管理・支払業務（行
政）に多大な労力が生じている。スマートフォン等のＩＣＴ機器を活用したデジタルクーポンに転換することで、決
済等の利便性向上、サービス提供事業者等の事務負担の軽減を図る。

具体
サービス

【デジタルクーポンサービス】
• サービス利用者に対するデジタルクーポンの発行
• サービス提供事業者のオンライン上での検索
• スマホ等のデジタル端末でのデジタルクーポンの残

高確認（個人ページ管理）
• サービス提供事業者によるデジタルクーポンの決

済（利用）処理
• サービス提供事業者からの請求事務オンライン化
• 行政によるデジタルクーポン利用状況管理
• オンラインでのアンケート調査・回答の実施

※既存システムによるデジタル活用サービス
• 学校外教育バウチャーの利用申請手続のオンラ

イン化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタルクーポン利用者数
②サービス提供事業者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス提供事業者への支払手続期間
②サービス利用者の満足度
③サービス提供事業者の満足度

運
営
主
体
・
行
政

デジタル
クーポン

デジタル
クーポン

②クーポン発行

⑤支払い

①サービス提供
事業者登録

※クーポン
 子供のいる家庭に交付される、教育に目的を限定したクーポンのこと。いわゆる教

育バウチャー。使途が限定されるため、教育への投資を促進する。

③クーポン利用
(サービス利
用)

④クーポンの
利用通知

登録された
教育サービス

（塾・習い事など）



事業概要 【（仮称）三田市立認定こども園ありまふじ幼稚園保育ICTサービス導入事業】

自治体名 兵庫県三田市 人口 107,241人 事業費 1,757千円

事業概要

令和7年度に公立幼稚園4カ所が認定こども園に統合する予定である。現在は、保護者と園の職員とのやりとりが電話や手書き書類
に頼っており、忙しい保護者の負担となっている。園の事務もデジタル化されておらず、職員の業務改革による保育サービス向上も課題
である。また統合にあたり通園域が広まるため通園バスの運行を開始するが、保護者に対して通園バスの運行状況を知らせる手段が
ない。これらの課題に対応するため保育ICTサービスを横展開により導入する。

具体
サービス

【（仮称）三田市立認定こども園
ありまふじ幼稚園保育ICTサービス】

• 公立や私立問わず多くの保育園や幼稚園、認
定こども園等で利用が進んでいる保育ICTサービ
スを導入することで保育サービスの向上を目指す。

• 保護者はスマホのアプリから園に対して欠席連絡
を行うことや、園からのお知らせを確認することがで
きる。バスの運行位置も確認できる。保育サービ
スを受けるうえで利便性が向上する。

• 職員は保育ICTサービス上に園児のデータを登
録し、登降園管理や保護者への請求管理などを
行うことができる。デジタル化により業務改革が進
む。

保育ICTサービスの利用で、
 保護者の利便性が向上！
 園の職員の業務改革が進む！
 子どものために費やす時間が増える！

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン経由での出欠連絡割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の保育ICTサービス利用満足度



事業概要 【教育・保育DX推進事業】

自治体名 兵庫県宍粟市（SHISO CITY） 人口 34,603人 事業費 7,593千円

事業概要

市立の幼稚園・こども園では、Wi-Fi環境や情報端末が未整備で、園児の登降園管理は紙媒体の出席簿で行っ
ているほか、保護者向けのお知らせは紙面での配布または電話連絡を行うなど、依然としてアナログな対応をしてい
ることが多い。ICTサービスを導入し、登降園管理による安全管理体制の強化、業務の省力化により、手厚い保育
や保護者へのサポートなど、利便性の向上かつ、保護者、子どもの両方にとって安心した保育環境の実施をめざす。

具体
サービス

【幼稚園、こども園ICT保育サービスの導入】
• アクセスポイント導入
• 保育用タブレット導入
• 保育業務支援システム（コドモン）導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリのユーザー登録者数
②連絡機能を使用して施設から通知した件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のサービス満足度
②職員のサービス満足度
③



事業概要 【施設型給付費・補助金等申請支援システム導入事業】

自治体名 兵庫県加東市 人口 39,716人 事業費 4,400千円

事業概要

施設型給付費をはじめとした各種補助金額の算定業務には多大な労力と知識の積み上げ、複雑な計算技術を
要し、施設職員の事務負担が増えている状況である。システム導入により、制度改正への理解不足による計算誤
り等を防ぎ、施設職員の事務負担を軽減することで保育業務に専念することができ、保育の質及び満足度の向上
を図る。

具体
サービス

【施設型給付費・補助金等申請支援システム】
• 施設型給付費や各種補助金等の請求に係る事

務の一元化
• 施設と市のやり取りをエクセルからクラウドシステム

化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムの活用施設数
②申請件数
③給付申請の差戻率

【アウトカム指標（成果指標）】
①幼児教育・保育サービス等の取組に関する満足度

請求書等作成
メールや郵送で送付 請求書等の確認

メールや電話でのやり
とりが頻発し、修正等

に時間を要する

システムで作成し、
申請

システムで確認
承認・差戻



自治体名 奈良県奈良市 人口 349,737人 事業費 8,800千円

事業概要

民間の教育・保育施設等に対しての施設型給付や補助金支給については、毎月施設から市に提出される職員
名簿等の内容を審査しているが、紙やメールでのやりとりにおいて何度も修正や再提出が発生し多大な事務負担
が双方に生じている。このような事態を解消するために、給付業務管理クラウドシステムを導入する。市と私立施設
がシステム上で繋がり、審査事務を効率化し、双方の事務負担を軽減することで、地域の保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【教育・保育施設等給付業務管理クラウドシステム】
• お知らせ配信機能
• 職員名簿・配置管理機能
• 給付費等各種加算申請、請求書発行
• 延長保育事業、一時預かり事業、病児保育事

業補助金申請機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①私立施設のシステム活用率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①教育・保育に充てる時間が増加した私立施設の数
②
③

事業概要 【教育・保育施設等給付業務管理システム導入事業】

自治体側 私立施設側

給付業務管理
クラウドシステム

給付業務に追われる

保育に専念

修正対応の繰り返し

新たなサービスの提案等に
着手できる

保育サービスの向上



事業概要 【認可保育所等支援事業（教育・保育給付費等業務管理システム導入事業）】

自治体名 奈良県生駒市 人口 117,295人 事業費 4,400千円

事業概要

これまでは、市への私立保育所等からの教育・保育費等の申請は、エクセルデータのメール送信や紙媒体で行わ
れていたため、誤りが多く、またその補正に時間がかかっていたところ、本給付管理システムの導入により申請の負担
を軽減する。事務負担の軽減により、当該認可保育所等の職員の処遇改善や施設の設備改善が推進されること
により、地域内における保育士確保、施設の機能向上を図り、入所児童数の増加を図る。

具体
サービス

【認可保育所等支援事業（教育・保育給付費等
業務管理システム導入事業）】
• LGWAN環境（自治体）、インターネット環境

（園）によるセキュアでデジタル完結のシステム
• アナログな書類のやり取り、データの散在を一元

化したシステムに集約する。
• 制度対応、申請内容などのシステムチェック

 （目検による人為的ミスの軽減）
• 電子明細の作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム導入施設数
②システムによる給付金申請件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①私立園定員充足率
②給付業務に係る事務処理時間
③待機児童数



事業概要 【幼保DX業務推進事業】

自治体名 奈良県香芝市 人口 78,636人 事業費 48,968千円

事業概要

市民利用者が、欠席連絡等を園へ行うが回線等が混み合っていて電話がつながらない、また、連絡帳、お知らせ
通知等が紙媒体であるため、常時記入、確認することができない等の課題解決を図るため、公立保育所5か所、
公立認定こども園3園、公立幼稚園5園に「保育・教育施設支援システム」及びシステムの有効利用環境を整備
する。スマートフォンのアプリを活用し、保育・教育施設と保護者の双方向による情報共有を迅速かつ正確に行うこ
と、保育士の事務負担の軽減を図ることで、保育時間の確保を図り、安全性の高い保育を提供する。

具体
サービス

デジタル実装サービス「幼保DX化」

〇欠席や遅刻の連絡、お便りの配信、緊急連絡等
を行う保護者連絡アプリ
〇園児の登園及び降園の管理・記録
〇各種指導案や日誌・保育記録の作成・保管
〇園児の活動をタブレットで撮影し記録

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者へのお便り等の配布件数の減少数
②保護者がアプリをダウンロードした割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育士、保育教諭、幼稚園教諭(正職員）の超過勤
 務減少時間数

②保護者満足度で「満足」「やや満足」と答えた割合
➂職員満足度で「満足」「やや満足」と答えた割合

支援ｼｽﾃﾑ環境

緊急連絡
お便りの配信
日誌共有 等

お休みや延長保育等
の手続き

【教 室】 【職員室】

登降園管理
連絡事項の即時共有
保育記録作成 等

【保護者】



事業概要 【就学前施設ICT環境整備事業】

自治体名 奈良県葛城市 人口 37,909人 事業費 17,788千円

事業概要

市内すべての公立就学前施設（幼稚園４か所、こども園１か所、保育所２か所）のネットワーク整備を行い、登
降園管理、各指導案や指導要録等の作成、預かり保育事業・延長保育の管理、保護者との連絡機能（欠席
連絡等）、おしらせ発信等を持つ園務支援システムを導入し、保護者の利便性の向上に加え、業務効率化によ
りできた時間を子ども達との時間に充てることで保育の質の向上を目指すもの。

具体
サービス

【園務支援システム】
＜主な機能＞
1. 園児管理機能（＋保護者管理機能）
2. 登降園管理機能
3. 欠席連絡機能
4. おしらせ発信機能
5. 預かり保育管理機能
6. 延長保育管理機能
7. ドキュメンテーション機能
8. 健康管理機能
9. 各様式作成管理機能
10. 徴収金管理機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①紙によるおしらせの電子化件数
②システムの活用機能数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のシステム利用満足度
②保護者の施設利用満足度

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、

ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



事業概要 【施設型給付費・補助金交付手続きデジタル化事業】

自治体名 奈良県広陵町 人口 35,140人 事業費 3,500千円

事業概要
町内保育施設及び行政の双方にクラウドシステムを導入することにより、データ管理を一元化し、行政手続きをワン
ストップ化を図ることにより、保育施設と行政の双方が保育サービス向上等の業務に専念することが可能となり、保
育の質改善による住民サービスの向上を図るものである。

具体
サービス

【クラウドシステム】
・補助金自動算定システム
これまで紙媒体を含むアナログ作業によって処理し、
申請書類等を作成していた補助金等について、クラ
ウドシステム上で申請様式の作成から提出までをワ
ンストップで行うことが可能となる。
また、複雑な制度の理解についても、県や町に都度
電話やメールで問い合わせていたものがコールセン
ターやチャットにより迅速に回答を得ることが可能と
なる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①当該システムによる給付費及び補助金申請件数
②チャットでの質問回答件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育施設の運営に関するサービス満足度
※今後、サービスの多様化や拡張に伴い、適宜指標を
追加予定

保育施設

役 場

クラウドシステム

①園児情報など必要
情報の入力

②園児情報など必要
情報の入手

③必要情報のみの入力

④自動算定された
給付費・補助金情報
を申請として受付

従来は保育施設で算定や要件の確認等を行っていたが、本サー
ビスにより省略することで、保育の質向上に係るリソースを創出



事業概要 【小児予防接種デジタル化事業】

自治体名 和歌山県岩出市 人口 54,046人 事業費 828千円

事業概要

現在当市が利用している子育てアプリのサービスを利用して、国の標準化システムの導入に伴い、国の方針である
「子育てノンストップサービス」等において、定期予防接種予診票のデジタル化が推進されていることにより整備をす
すめる。デジタル化することにより、適切な接種時期をお知らせするとともに、手持ちのスマートフォンで問診入力が可
能となるため現在のように何枚も予診票を記入する必要がなくなり保護者の負担も軽減できる。

具体
サービス

スマートフォンやタブレット、パソコンを使用し、デジタル
予診票の入力、署名に代えて同意ボタンやチェック
ボックスにチェックを入れる等簡易な確認方法をとるこ
とができるなど、予防接種記録の確認ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①子育てモバイルの利用者数
②予防接種アプリの利用者数
③環境を整えた医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①予防接種アプリを利用した接種件数



事業概要 【こども園等ICT化事業】

自治体名 和歌山県みなべ町 人口 11,793人 事業費 4,019千円

事業概要
町内のこども園３か所（１園は私立。令和５年度時点で公立１園は保育所）及び学童保育所へのICTを活
用した保育業務支援システムを導入し、保育関連書類作成や保護者の連絡等の負担軽減及び保育者の業務
負担の軽減を図り、保育の質（住民サービス）を向上させる。

具体
サービス

【登園・降園（入退室）管理】
登園・降園（学童保育所においては入室・退室）
時に、保護者や児童がQRコード（スマートフォンな
ど）をかざすことにより、自動的に登園・降園の時間を
記録する。

【保護者連絡のICT化】
・遅刻・欠席について、専用アプリから保護者が連絡
し、システム上で受付、確認を行う。
・園児や児童に関する保護者への連絡事項について、
アプリを活用して随時行うことができる。
・緊急時連絡やお便りをアプリにて配信ができる。

【帳票の連動による保育士等業務の効率化】
児童票、成長記録、出席簿、週案・月案、健康記
録等のデータ連携により転記作業が省け、効率化を
図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム連携アプリ利用率
②保育士等の時間外勤務の減少時間
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム連携アプリ利用満足度
②システム導入後の施設利用満足度
③



事業概要 【公立保育園デジタル化による保育環境向上事業】

自治体名 和歌山県 白浜町 人口 20,202人 事業費 21,650千円

事業概要

保育園へ業務支援システムを導入し、保護者と保育士の双方で必要な情報を伝達できることで利便性を高め、
保育関連書類作成の保育士の業務負担を軽減する。また、IPフォンによる園内内外線電話ネットワークを備築し
保護者の利便性向上や保育士の業務負担軽減と保育士間の連携をより一層図るとともに、見守りカメラと警備シ
ステムを構築することで保育園の安全性を高め保育の質（住民サービス）の向上に繋げる。

具体
サービス

〇保育業務支援システム
【登降園管理】
・登降園時間の記録・欠席連絡
【帳票作成・管理】
・指導案、園児台帳の作成、管理
【保育業務】
・園児の健康状態の記録、関係者への共有
【保護者への連絡】
・行事案内、各種連絡事項
〇IPフォンによる園内内外線電話ネットワーク
・保育士間の連絡、不審者の一斉同報による情報
共有、緊急時の連絡
・保護者から担当保育士への連絡
〇見守りカメラと警備システム
・不適切保育、虐待、不審者侵入の未然防止
・夜間防犯対策（火災・盗難監視等・非常通報）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリ利用する保護者の割合
②IPフォンによる保育士間一斉同報による情報共有件数
③見守りカメラと警備システムによる危険察知件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育業務支援システムの満足度
②保育園に対する保護者の利便性向上率
③見守りカメラと警備システムによる地域と保育園との連携



書類のやりとりをクラウドを介しすべてデータ化

作成/審査をシステムがフォーローすることで

事務を大幅に効率化

自治体名 鳥取県米子市 人口 145,135人 事業費 17,460千円

事業概要

毎月の施設型給付費等の請求及び各種加算に係る認定申請や補助金に関する書類のやり取りを、紙やメール
で行っていることから、民間保育所等に勤務する保育士の事務負担が増大している。これらをクラウドシステムを介し
てデジタル化することで、保育士と当市の事務負担が大幅に削減され、その時間を本来の保育業務に充てる事で
保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【子育てクラウドシステム】

＜クラウド上で完結させる業務＞
・ 給付費等請求及び審査
・ 保育士配置状況管理
・ 加算申請及び審査
・ 加算状況管理
・ 公定価格改定及び新たな加算への対応
・ 補助金交付申請及び審査

＜データ連携＞
・ 基幹システム及び既存の保育システムと連携

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育施設等のシステム利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムに対する満足度
②保育士が保育に充てる時間の増加

保育所等と自治体の間で書類の

作成/提出/審査に膨大な時間を要している

事業概要 【子育てクラウドシステム事業】

システム導入前

システム導入後

給付費委託料請求
保育士配置報告
加算申請
補助金申請…etc



事業概要 【公立保育所ICT化推進事業】

自治体名 鳥取県岩美町 人口 10,917人 事業費 3,509千円

事業概要

感染症への対策、配慮を要する児童の増加等保育士の業務負担が増加するなか、町内の保育所では保護者
とのやり取りを電話や紙で行っている。保育所内のネットワーク環境を整備し、保育業務ICT化を推進することにより、
保護者の利便性の向上、児童の登降園の安全管理、また保育士の負担となっている帳票の作成や記録、報告の
業務負担の軽減により、保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【主なICT導入機能】
・登降園管理
・帳票作成機能(日誌、指導案等)
・保護者とのコミュニケーション機能(欠席・遅刻受付、
アンケート配信・児童集計、お知らせ一斉配信)

【導入する保育所】
・岩美町立浦富保育所
・岩美町立大岩保育所
・岩美町立みなみ保育所

【事業内訳】
・施設内ネットワーク環境整備
・専用端末購入
・システム利用

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者用アプリのダウンロード割合
②保育業務ICTを使用した欠席届割合
③利用者への一斉連絡配信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度
②
③



事業概要 【保育所ICT導入事業】

自治体名 鳥取県智頭町 人口 6,300人 事業費 1,717千円

事業概要

保育所ICTシステム導入により保育士の業務削減・効率化を図り、子どもと向き合う時間の確保と保育内容の充
実を目指す。
アプリにより保護者が登降園の情報を確認したり、緊急時等に園から一斉通知を受け取ることができ、リアルタイム
で正確な情報を共有することができる。

具体
サービス

【登降園管理システム】
手書き管理していた登降情報を、玄関にQRコード
リーダーを設置・打刻することで端末から在園児の状
況を把握することができる。
【保護者－園間の連絡システム】
アンケート、プッシュ通知等をアプリで管理し、保護者
の未読情報が一目で分かるようになる。また保護者は
出欠連絡、連絡帳の記入を開園時間を気にせず行
うことができる。
【書類・記録のデジタル化】
指導案やドキュメンテーションのデジタル化により職員
間で情報共有が可能となる。アプリ内のテンプレートを
使用すれば指導案の記載が容易になる。ドキュメン
テーションは保育記録として機能するほか、保護者へ
の園生活のお知らせとしても活用できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリダウンロード数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の利用満足度
②
③

株式会社コドモン資料より抜粋



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 鳥取県南部町 人口 10,289人 事業費 6,515千円

事業概要 町内保育園では、保護者とのやり取りを電話や紙で行っているため、町内保育園（４園）に保育システムを導入
することで、保育士の事務負担軽減と保護者の利便性向上を図る。

具体
サービス

【関係書類のデジタル化】
• 園児台帳をシステム管理することで、保育士同

士の情報共有がスムーズに行える。

【登降園記録の自動化】
• 職員が紙で記録している登降園管理をICカード

または二次元コードによる自動登録にする。

【保護者連絡のスマート化】
• 電話連絡で行っている欠席や登園・降園時間変

更を保護者アプリから行うことができる。
• 緊急連絡、お便りやアンケート（現在は紙）をア

プリ配信することができる。
• 連絡帳機能使い保護者に今日行った保育活動

を配信することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 保護者用アプリ利用率
② 欠席連絡におけるアプリ利用率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① アプリ利用満足度
②
③

保育園 保育システム 保護者



自治体名 島根県松江市 人口 196,152人 事業費 39,815千円

事業概要
保育関連サービスにおいて申請・通知・決済の手続をデジタルで完結できる環境を構築することで、入所審査期間
の短縮・市民相談対応の強化・通知配信のリードタイム短縮・多様な決済手段の提供を実現し、市民に対して入
所検討や準備、入所後の各種手続における十分な時間と情報をもれなく提供し、多様な状況下にある子育て世
代が無理なく安心して子育てできる地域を実現する。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル通知サービス利用登録者数
②デジタル通知の送付種類数
③デジタル通知からオンライン申請への流入率
④月次のオンライン決済利用件数
⑤デジタルワークフローシステムでの処理件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の入所検討期間の日数(空き枠公開～申込締切)
②月次の通知発送に要する日数の削減
③デジタル通知サービスの利用者満足度
④オンライン決済の利用者満足度
⑤窓口での申請受付対応に要する時間の削減
⑥問い合わせ対応に要する時間の削減
⑦窓口対応の利用者満足度

事業概要 【デジタルToデジタルのコミュニケーションモデル構築】

【通知物電子送付サービス】
マイナンバーカードで本人確認したIDを設定
電子署名を付与した通知物の送付
通知物を1年以上保存
市民に対して個別の通知物を一括送付
保育施設に対して通知物を送付
【デジタルワークフローシステム】
相談受付補助
申請データ取込（AI-OCR活用）
システム審査（自動審査・確認補助）
審査ステータス管理
通知データ出力・システム連携
【オンライン決済】
クレジットカード・QRコード決済・コンビニ払いを用い
たオンライン決済
口座振替を用いた支払



事業概要 【母子健康手帳アプリのデジタル予診票を活用した小児予防接種DX】

自治体名 島根県奥出雲町 人口 11,364人 事業費 7,268千円

事業概要
母親の約８割が就労しており、家族形態も核家族化が進み、保護者の仕事と子育ての両立に関して調整が難しい環境となっている。
妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用して、予防接種の予診票と接種記録をデジタル化することで、
予防接種数の増加や複雑化が進む保護者の予防接種スケジュール管理や予診票記入の手間・医療機関、町の手間を削減すると
ともに、接種時期や接種間隔をシステムで自動制御することにより、簡単・便利で安心・安全な予防接種を実現する。

具体
サービス

【子育てDX_小児予防接種DX】
デジタル予診票の実装
保護者～医療機関～町のデータ連携
→住民/医療機関/自治体の3方に下記メリットを創出

[保護者] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 予防接種スケジュールはアプリ上で個々に合わせて自動作成され、

プッシュ通知により受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル予診票へ自動記入
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので紛失の心配がなく、機種変更時等も再ログインするだけ

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• 予診票の重複内容や、公費期間の確認はシステムで一括チェック
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入
• 請求金額は自動計算＆自動提出

[町] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間

を軽減
• 健康管理システムへのデータ入力は、システムからCSV出力しアップ

ロードするだけ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②予診票のデジタル化率
③デジタル予診票に対応する医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル予診票の住民利用満足度
②デジタル予診票の医療機関満足度

【住民】
母子モ

【奥出雲町】
自治体ツール

【医療機関】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

予約
利用

デジタル予診票
接種歴等の共有

接種歴
共有

接種歴共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。



事業概要 【給付管理システム導入事業】

自治体名 岡山県岡山市 人口 698,919人 事業費 36,188千円

事業概要

就学前の子どもが通う私立教育・保育施設（以下「教育・保育施設」という。）の給付費等請求業務は、事務
量や制度改正も多く、業務負担が高まっている。給付管理システムを導入することにより、施設の給付費等請求業
務の効率化を図り、そこで生まれた余剰時間を、きめ細かな保育や研修受講等に充てることで保育の質の向上に
つなげる。その効果として、子どもはより豊かな育ちにつながる保育を受けることができるとともに、手厚い保護者対応
を行うことで保護者はより安心して子どもを預けることができる。

具体
サービス

【給付管理システム】
• 給付費等申請、請求書発行
• 最適な加算の計算機能
• 園児、職員、施設データの管理
• 一時預かり、延長保育の処理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給付費等請求業務における本システムの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①教育・保育施設職員の研修参加人数
②障がい児の受け入れ人数
③教育・保育施設のシステム満足度

給付管理
システム

岡山市役所

報告書の
審査・承認

報告書の
作成・報告

一元的な管理
同一性の確保・即時性要件
の適否判定等を自動化

支払い
請求書の出力

通知の
出力・送付

きめ細かな保育、研修受講等に
充てることができる。

余剰時間

教育・保育施設

職員情報の
入力

審査終了



事業概要 【母子健康アプリ（乳幼児健診・予防接種）】

自治体名 岡山県高梁市 人口 26,940人 事業費 19,958千円

事業概要
妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリを活用して、予防接種の予診票・接種記録や乳幼児健診の問診票・健診記
録をデジタル化することで、住民の予防接種スケジュール管理や予診票等の記入の手間・医療機関、自治体の手間を削減すること子
育て世帯に対するよりきめ細やかなサポートを実施する。

具体
サービス

【乳幼児健診サービス】
問診票、健診結果のデジタル化
[住民] 健診の受け忘れや記入漏れ・母子健康手帳紛失リスクを削減
• 問診票や健診結果をデジタル化してアプリへ保存
• アプリなので紛失の心配が不要で、健診結果についてもアプリに保存

[健診会場] 業務効率化により、健診会場への滞在時間を削減
• 健診結果をデジタル化してアプリに保存

[自治体] 業務効率化により、子育て世帯に対してきめ細かなサポート
が可能に
• 健診結果のデータは、データ化されたものを健康管理システムへ入力

【小児予防接種サービス】
デジタル予診票の実装
[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 予防接種スケジュールはアプリ上で個々に合わせて自動作成される
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので母子手帳の紛失の心配がない

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入
• 請求金額は自動計算

[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間

を軽減
• 予防接種のデータは、データ化されたものを健康管理システムへ入力

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
➀母子手帳アプリ登録率
②デジタル問診票に対応する健診数
③予診票のデジタル化率
④デジタル予診票に対応する医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②デジタル問診票の住民利用満足度
③デジタル予診票の住民利用満足度
④デジタル予診票の医療機関満足度

【自治体】
自治体ツール

健診結果・
予防接種記録
共有

デジタル問診票・
デジタル予診票
共有健診結果・

予防接種記録
共有

健診結果・予防接種記録
共有

【住民】
母子手帳アプリ
・健診結果
・予防接種スケジュール管理 等

【健診会場・医療機関】

健康管理システム

データ
投入 各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を

サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。



事業概要 【保護者連絡ツール環境構築委託事業】

自治体名 岡山県新見市 人口 26,698人 事業費 5,780千円

事業概要

現在学校と保護者の連絡手段は、主に電話回線を使用しているが、保護者から欠席連絡の電話が繋がりにくい
状態であり、保護者と学校の円滑な連絡手段を確保し、保護者の負担軽減を図るとため、校務のＤＸ化を推進
する必要がある。
市内こども園等で利用されている保護者連絡ツール「コドモン」を導入することにより、出欠連絡の管理及び簡易的
な双方向でのやり取りを可能とし、保護者の利便性向上と教職員の働き方改革を推進する。

具体
サービス

【保護者連絡ツール「コドモン」】
• 市内小中学校 全校

（小学校１５校・中学校５校）

・主な機能
保護者からの出欠等の連絡
先生から保護者への簡易連絡
学校だより等の文書配布
アンケート配布
写真販売

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者連絡ツールのアプリのアカウント登録者数
②サービスを活用した連絡通知数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者満足度アンケート
②
③

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、

ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 岡山県真庭市 人口 41,740人 事業費 2,041千円

事業概要
出産への不安や仕事との両立、身体的な不調や疲労がある中、住民の負担を軽減するため、母子健康手帳アプリを活用し、面談
業務をデジタル化し、オンライン予約を導入する。これにより、住民は24時間いつでも事前申請や面談の予約が可能となり、当日の窓
口手続時間も短縮される。同時に、自治体においても申請内容の事前把握による業務調整やデータ管理の効率化によって、支援プ
ロセスの改善を目指す。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出/アンケート等の提出、および面談の予約
自治体側での届出/アンケート/予約のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②オンライン申請率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②オンライン申請の利用満足度

• 産婦人科で案内を
受けてアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上での
事前申請＆面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施。
• 利用者目線では待ち時間がなく、

スムーズに面談が可能。
• 自治体目線では、事前の申請内容

をもとに業務調整や準備ができ、
業務を効率化

• データを健康管理システムに投入でき、
入力作業の手間を大きく削減

• 指定した様式での帳票印刷も可能

健康管理
システム

データ
投入

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに事前準備・業務調整ができ、当日の対応時間も短縮

• データを出力し健康管理システムに投入できるため、入力作業の工数/ミス削減
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

保護者

自治体



事業概要 【母子健康手帳アプリのデジタル予診票を活用した小児予防接種DX】

自治体名 岡山県真庭市 人口 41,740人 事業費 3,411千円

事業概要

住民にとって子育て期の手続きは煩雑で、書類も非常に多く、特に予防接種が手間となっている。医療機関や自
治体でも手動のデータ入力で非効率的であり、ヒューマンエラーも懸念される。この課題に対処するため、母子健康
手帳アプリを活用して予診票と接種情報をデジタル化し、住民の手続き負担を軽減。また、医療機関と自治体に
おいてもデータ関連の効率向上を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_小児予防接種DX】
デジタル予診票の実装
住民～医療機関～自治体のデータ連携
→住民/医療機関/自治体の3方に下記メリットを創出

[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 予防接種スケジュールはアプリ上で個々に合わせて自動作成され、

プッシュ通知により受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル予診票へ自動記入
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので紛失の心配がなく、機種変更時等も再ログインするだけ

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• 予診票の重複内容や、公費期間の確認はシステムで一括チェック
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入
• 請求金額は自動計算＆自動提出

[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間を軽減
• 健康システムへのデータ入力は、システムからCSV出力しアップロードするだけ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②予診票のデジタル化率
③デジタル予診票へ対応する医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル予診票の住民利用満足度
②デジタル予診票の医療機関満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

予約
利用

デジタル予診票
接種歴等の共有

接種歴
共有

接種歴共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。



事業概要 【美作市公立保育園デジタル化事業】

自治体名 岡山県美作市 人口 25,540人 事業費 4,630千円

事業概要

クラウド型の総合保育業務支援システムシステムを導入することで、保護者が電話で行っていた欠席・遅刻連絡や、
園が保護者に対して発送していた連絡物をデジタル化し、保護者の利便性向上を図る。また、保育現場の帳票管
理もデジタル化し、業務効率の向上を行うことで、全体的な保育の質の向上を図る。保育分野における市のサービ
スの質を向上させ、移住者・定住者に対するブランド力の向上を目指す。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
① 登降園管理（QRコード等）

→登降園時間の自動記録
→園児の置き去り防止等

② 帳票管理（指導計画・日誌等）
→業務のペーパーレス化
→園児の記録等の効率化・迅速化

③ 保護者連絡（アプリ等の活用）
→保護者の出欠連絡等の負担軽減
→園からの連絡物のペーパーレス化

クラウド型のシステムであることから保護者アプリに「連
絡物」や「アンケート」等の機能が集約される。保護者
とのコミュニケーションの向上と業務効率化が実現可
能である。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの登録率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者側のアプリの利用満足度

パソコンやスマートフォンから施設
へ連絡

QRコードを使って、登降園時間
を自動で記録

必要な帳票や、指導計画等を
システム上で作成



事業概要 【⺟⼦健康⼿帳アプリのデジタル受診票を活⽤した乳幼児健診DX事業】

6,632千円事業費11,014⼈⼈⼝岡⼭県⾥庄町⾃治体名
乳幼児健診では保護者が記載する受診票の項⽬が多く、保護者とって⼤きな負担になっている。また、健診会場
でも受診票の確認や⺟⼦⼿帳への結果の記⼊に⼿間がかかっており、健診終了後も結果のデータ⼊⼒に膨⼤な
時間を要している。そのため、妊娠から出産・⼦育てを⽀援する⺟⼦健康⼿帳アプリ「⺟⼦モ」を活⽤して、乳幼児
健診の受診票や検診記録をデジタル化することで、保護者の受診票記⼊の⼿間・健診会場での健診業務の⼿
間・⾃治体の事務作業の⼿間を改善し、3者にとって簡単・便利な乳幼児健診を実現する。

事業概要

【⼦育てDX_乳幼児健診DX】
デジタル受診票の実装
住⺠〜医療機関〜⾃治体のデータ連携
→住⺠/健診会場/⾃治体の3⽅に下記メリットを創出

[住⺠] 健診の受け忘れや記⼊漏れ・紛失リスクを削減
• アプリのお知らせで健診の受け忘れを防⽌
• 住⺠の基本情報はデジタル受診票へ⾃動記⼊
• ⾃動制御により問診票の記⼊漏れを防⽌
• アプリなので紛失の⼼配が不要で、健診結果についてもアプリで⾃
動保存

[健診会場] 業務効率化により、問診や診察をより⼿厚く実施可能
• 注意すべき問診項⽬をハイライトで⾒やすく表⽰
• 標準地やカウプ指数等をシステムで⾃動計算し⼿間を削減
• 健診結果はシール印刷等で貼り付けるだけなので、記⼊の⼿間を
削減

[⾃治体] 業務効率化により、⼦育て世帯に対してきめ細かなサポー
トが可能に
• 健診結果のデータ⼊⼒は、CSV出⼒して健康システムへアップロー
ドするだけ

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル受診票の住⺠利⽤満⾜度
②⼦育て⽀援策の満⾜度

【アウトプット指標（活動指標）】
①⺟⼦⼿帳アプリの登録率
②受診票のデジタル化率

主な
KPI

【住⺠】
⺟⼦モ

【⾃治体】
⾃治体ツール

情報提供
健診結果
共有

予約
利⽤

健康管理システム

データ
投⼊



自治体名 広島県三原市 人口 88,206人 事業費 59,970千円

事業概要

保育園等における保護者の利便性の向上、園内の安全の確立、保育士の業務効率化を通じた保育サービスの
充実を目的に、①保育等業務支援システム（モデル仕様書活用）及び監視・見守り機能（カメラ）、②私立保
育施設との施設型給付事務支援システムを実装する。これにより現在抱える現場の諸課題を解決し保育サービス
を充実させる。 ※①は公立保育施設（13施設）が対象、②は私立保育施設（21施設）が対象

具体
サービス

【①保育業務ICTシステム】
・登降園管理による児童の居場所確認
・午睡チェックによる安全な保育の提供
・指導計画（年間・月、週など）等の効率的な
計画作成

・当該システム利用のための施設内ネットワークの
用意

・監視・見守り機能（カメラ）の実装

【②施設型給付業務支援システム】
毎年制度改正が行われ、私立保育所等の市への

給付費等の申請等の提出業務が煩雑。私立保育
施設における業務を効率化し、保育現場に注力でき
る環境を整備することにより保育サービスの充実を図
る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育ICTシステムを利用している保護者の割合
②システムのアクセス件数
③システムを利用している保育施設の割合
④死角・来客確認のための監視カメラ映像の確認回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のシステム利用の5段階評価
②監視カメラで保育施設の安心感の高まりを感じる保護者の割合
③負担感が軽減し保育現場への対応の充実につながったと感じる
事業者の割合

事業概要 【保育所・幼稚園業務ICT活用事業】

市

私立保育施設

施設型給付業務
支援システム

公立・私立、保育所・幼稚園・こども園、
市内のすべての子どもたちの保育の充実へ

保育現場の
対応充実へ

公立保育所・幼稚園・こども園

保育業務
ICTシステム

ネットワーク・端末

カメラ

施
設
の
安
全
、

保
育
の
質
の
向
上
へ



事業概要 【保育施設給付費等申請システム導入事業】

自治体名 広島県尾道市 人口 128,492人 事業費 6,600千円

事業概要
施設型給付費の申請給付業務及び保育施設入所業務において、自治体側と保育施設側とで一括管理できる
共通システムを導入し、給付管理業務等にかかる業務時間を削減することにより、職員が子どもと向き合う時間を
確保し、保育サービスの充実を図る。

具体
サービス

【教育・保育給付費等業務管理システム】
• クラウド上で自治体と保育施設がデータを共有し、

電子的に申請・承認ができる。
• 入所に関わる保育時間や年齢、保育料などの情

報を共有でき、入所承諾通知や保育料決定通
知も、システム上で施設ごとに電子的な共有が可
能となる。

• 公定価格等の変更に迅速に対応。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利用施設数

【アウトカム指標（成果指標）】
①給付業務にかかる作業時間の削減率
②システム利用による保育施設の満足度

自治体 保育施設

お知らせ・通知
審査・確認
差戻・承認

データ
共有

園情報登録
補助金申請



事業概要 【保育所入所関連業務サービス向上事業】

自治体名 山口県宇部市 人口 158,611人 事業費 6,757千円

事業概要

・保育所等の入所選考においては、業務が複雑で対応に時間がかかることから、希望園として申込める数に制限が
かかるほか、選定結果の通知に期間を要する状況となるなど、市民サービスの質の低下につながっている。
・そこで、保育所入所の選考を、AIシステムで行うことで、より多くの希望園の登録を可能とし、かつ選考における省
力化及び迅速化を図る。

具体
サービス

【保育所入所選考AIシステム導入】
・保育所等の入所選考に係るAIシステムの導入
・入所申込書類の様式変更（希望施設数の増）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所入所選考AIシステム利用回数
②オペレーションチェック会議の開催

【アウトカム指標（成果指標）】
①選考期間（1次）
②窓口の滞留時間（期間最大）
③申込時に希望登録可能な施設数

申込書類

基幹システム

入所希望者

OCR提出
取込

A I

○
○
保
育
園

△
△
保
育
園

□
□保

育
園 …

処理

結果通知

取込



事業概要 【母子健康手帳アプリのデジタル受診票を活用した幼児健診DX】

自治体名 山口県岩国市 人口 126,949人 事業費 9,546千円

事業概要

妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用して、幼児健診の受診票や健診記録をデジタル化することで、保護者の
受診票記入の手間・健診会場での健診業務の手間・市の事務作業の手間を改善し、3者にとって簡単・便利な幼児健診を実現する。
現在、受診票記入項目は膨大で健診時もかなりの時間が必要となり保護者や幼児にとってもかなりストレスのかかる状態である。デジタル化によ

り自動入力等により記入の手間を削減、未入力項目チェック等で不備もなくなり会場でも確認時間が短縮でき、結果の母子手帳転記の手間も
削減できることから時間短縮でき、結果の紛失などもなくなるため、健診時のストレスの削減が期待できる。

具体
サービス

【幼児健診DX】
デジタル受診票の実装
住民～健診会場～市のデータ連携

→住民/健診会場/市の3方に下記メリットを創出
[住民] 健診の受け忘れや記入漏れ・紛失リスクを削減
• アプリのお知らせで健診の受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル受診票へ自動記入
• 自動制御により問診票の記入漏れを防止
• アプリなので紛失の心配が不要で、健診結果についてもアプリで自動保存

[健診会場] 業務効率化により、問診や診察をより手厚く実施可能
• 注意すべき問診項目をハイライトで見やすく表示
• 標準値やカウプ指数等をシステムで自動計算し手間を削減
• 健診結果はシール印刷等で貼り付けるだけなので、記入の手間を削減

[市] 業務効率化により、子育て世帯に対してきめ細かなサポートが可能に
• 健診結果のデータ入力は、CSV出力して健康システムへアップロードするだけ
• 健診会場からリアルタイムに情報が共有されるため、早期に保健師面談を実

施でき、ハイリスク者・未受診者への対応も可能に

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②受診票のデジタル化率

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル受診票の住民利用満足度
②子育て支援策の利用満足度
③デジタル受診票の健診従事者満足度

【住民】
母子モ

【市】
自治体ツール

【健診会場】
健診会場ツール

情報提供
健診結果
共有

予約
利用

デジタル受診票
接種歴等の共有

健診結果
共有

健診結果
共有

健康管理システム

データ
投入



事業概要 【認定こども園ICT化推進事業】

自治体名 徳島県美馬市 人口 26,323人 事業費 9,840千円

事業概要
認定こども園業務にICTを導入し、ICTにより得られる利便性及び限られた人材（保育教諭等）の業務時間を

短縮することで子どもに関わる時間を増やし、きめ細やかな教育・保育を行い、保育の質の向上、子どもの安全面
等に対する保護者の安心感の増加につなげる。

具体
サービス

【ＩＣＴ環境の整備】
各部屋にＩＣＴ環境を整備し、保育所業務支援

システムの利用、児童票、指導計画等の書類作成
事務のデジタル化を行う
• 市内認定こども園等（５園）各部屋にＩＣＴ

機器導入
• インターネット通信環境・Wi-Fiの整備

【保育所業務支援システムの利用】
システムの利用により、保護者の利便性、安心感、

満足度の向上を図る
• 園児の登降園管理
• 保護者との連絡
• 保育に関する日誌等の作成
• 園児に関する園内での情報共有

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① アプリ登録率
② 園業務における電子化率

【アウトカム指標（成果指標）】
① 保護者アンケートによる満足度



事業概要 【公立保育所・こども園ICT化による保育環境・子育て環境向上事業】

自治体名 香川県坂出市 人口 48,749人 事業費 16,701千円

事業概要

公立保育所・こども園5園へICTを活用した業務支援システムを導入することで、保護者はアプリ機能を使うことで
確実な連絡手段の確保や都合の良い時間に連絡できるため保護者の負担が軽減される。また、保育所での様子
等のおたより受信や保育所及び自治体からの緊急連絡が即時確認できることで保護者の安心と園児の安全につ
なげる。さらに、絵本代等の集金に係る時間削減することで保護者・保育士双方の負担軽減に取り組むことでこど
もと向き合う時間を増やす。これにより保育の質・安全性の向上を目指し、市として子育て環境を向上させる。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
• こどもの登降園管理
• 保護者との連絡
• 保育に関する計画、記録 など

【集金業務支援システム】
• 実費徴収のキャッシュレス化

【保育所・こども園】 【保護者】

スマホを通じて
いつでも・どこでも
園とつながる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利用率（保育業務支援システム）
②システム利用率（集金業務支援システム）
③保育所等からの情報発信件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育業務支援システムの利用満足度
②集金業務支援システムの利用満足度
③保育施設の定員充足率
④保育士（正規職員）超過勤務の減少時間数

【システム】
登降園管理
計画・記録
請求・支払い

連絡



事業概要 【児童虐待相談対応体制強化事業（児相への音声認識システム導入） 】

自治体名 愛媛県 人口 1,289,416人 事業費 24,998千円

事業概要

児童虐待相談対応件数が増加し、事案内容も複雑・困難化する中、児童相談所に通話音声認識システムを導
入し、上司が適時適切な指導・助言を行う体制を構築するとともに、記録作業等を効率化することにより、児童や
家庭に対する相談等に迅速に対応するとともに、地域の関係機関との協議や調整に充てる時間を増やすことで、
支援が必要な児童・家庭に対するきめ細かな援助を実現する。

具体
サービス

【通話音声認識システム】
• 児童福祉司の電話応対状況をリアルタイムでモニ

タリングし、対応状況や通話内容を把握
• 必要に応じてチャット機能でサポート・指示
• キーワード登録によるガイダンスの自動表示による

相談対応力の向上
➡ 知識・経験不足による間違いやかけ直しを軽減

し、電話応対品質の向上が図られる。

• 通話内容のテキスト化により、記録作業の省力
化及び正確性が向上

➡ 児童・家庭への援助や市町要保護児童対策協
議会等の地域関係機関との連携等に充てる時
間を確保し、きめ細かな支援を実現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①記録作業の年間削減時間
②システムを活用した電話対応件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①職員一人当たりの年間相談対応件数
②児童相談所関与ケースの死亡事例数
③サービス利用満足度

上司等がリアルタイムでモ
ニタリングし、適時に助言
や指導、指示

通話内容の文字データを
記録作成時に利用

キーワードによる
ガイダンス表示

通話内容をリアルタイムに
テキスト化



事業概要 【母子健康手帳アプリの活用による子育て支援事業】

自治体名 愛媛県東温市 人口 33,170人 事業費 11,432千円

事業概要

現在、本市の母子保健事業では、紙媒体を基本とした書類提出を求めており、住民の手続きに負担と記入誤りなどが発生している。
また、手続き時での提出であるため、事前に内容が把握できず、対象者に応じた支援や相談が十分にできていない現状がある。母子
健康手帳アプリの活用により、任意の時間帯での簡単かつ正確な手続で来庁予約と必要書類の事前提出ができる環境を整備する
ことにより、子育て世代の生活環境に合わせた質の高いサービスを提供するとともに、対象者のニーズやリスクを事前把握できること相
談支援の充実と業務の効率化を図る。

具体
サービス

【子育てアプリサービス機能】
子どもの月齢に合わせた必要な情報を受け取ることができる。

【オンライン予約サービス機能】
保護者はアプリを使うことで、任意の時間帯で予約・変更が

できる。
【質問票サービス機能】
保護者は、母子健康手帳交付の必要書類及び、母子保

健事業のアンケートをオンラインで提出できる。
自治体は、事前に内容とリスクを把握し、必要な情報を伝え

ることができる。
【乳幼児健診サービス機能】
保護者は、問診票をオンラインで提出できるため、仕事の合

間や移動時間等に入力して提出することができる。
健診結果をその場で登録し家族で共有できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリ登録率
②妊娠8か月アンケートの電子提出率
③母子健康手帳交付の予約率
④デジタル問診票の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリ利用者の満足度
②健診・相談の満足度

【自治体】変換システムデータ移動

乳幼児健診問診票入力
アンケート入力・予約利用

健診ではＱRコードを読み込んで問診
票の入力・提出
妊娠届やアンケートを入力して提出
妊婦面談・健診・教室を予約

２

【自治体】
自治体ツール

利用登録用
QRコードを送付
市の子育て情報や事
業をプッシュ型通知

１

個人情報を管理番号へ変換
質問票や健診結果を取込

健康管理システム

３



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 愛媛県砥部町 人口 20,378人 事業費 6,325千円

事業概要

町内の保育所等において、保護者が行う欠席・遅刻等の連絡や保育所からのお便りなどが、基本電話や紙で行わ
れており、これらの対応に保護者・保育所双方で手間や時間がかかっていた。そこで、保育業務支援システムを導入
することで、保護者と保育所間のやり取りをアプリで完結できるようになり、保護者の利便性の向上と、保育士の業
務効率化を実現する。なお、効率化された時間を子どもに向き合う時間に充てることで「保育の質の向上」に繋げる。

具体
サービス

【保育業務支援システム】
• 保育所からの連絡をアプリを通して、迅速・正確に
受け取ることができる。
• 園児の欠席や遅刻の連絡をアプリから行える。
• 日々の連絡帳のやり取りをアプリで行える。
• 園児の登降園管理を保護者のスマートフォンなどを
活用して行える。
• これまで紙で発行していた、帳票などを一元管理す
ることで、業務効率化ができる。
• アプリの活用により、家族間で子どもの情報を共有
できる。
• 園児の台帳をシステム管理することで、保育士間の
情報共有をスムーズに行える。

【保育業務支援システム】

【Point01】
今までの手書き事務がなくなる

 【Point02】
          自動集計・作成で事務処理時間
          が大幅に短縮

         【Point03】
            登降園管理や保護者との連絡
          など便利な機能が利用可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のうちシステムを利用している人の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる利用満足度



事業概要 【母子健康手帳アプリ及びデジタル予診票を活用した小児予防接種DX】

自治体名 福岡県直方市 人口 55,168人 事業費 7,545千円

事業概要
乳幼児期の予防接種は種類が多く、接種間隔が複雑でスケジュール管理が保護者の負担となっていて、接種忘れや接種間隔の間
違えなども心配される。妊娠・出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリを活用し、予防接種の予診票と接種記録をデジタル化す
ることで、保護者の予防接種スケジュール管理や予診票記入の手間・医療機関・自治体の手間を削減するとともに、接種時期や接
種間隔をシステムで自動制御することにより、簡単・便利で安心・安全な予防接種を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_小児予防接種DX】
デジタル予診票の実装
住民～医療機関～自治体のデータ連携
→住民/医療機関/自治体の3方に下記メリットを創出

[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 予防接種スケジュールはアプリ上で個々に合わせて自動作成され、

プッシュ通知により受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル予診票へ自動記入
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので紛失の心配がなく、機種変更時等も再ログインするだけ

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• 予診票の重複内容や、公費期間の確認はシステムで一括チェック
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入
• 請求金額は自動計算＆自動提出

[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間を軽減
• 健康システムへのデータ入力は、システムからCSV出力しアップロードするだけ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②予診票のデジタル化率
③デジタル予診票へ対応する医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリ・デジタル予診票の住民利用満足度
②子育て支援施策の満足度
③デジタル予診票の医療機関満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

予約
利用

デジタル予診票
接種歴等の共有

接種歴
共有

接種歴共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。



事業概要 【つながる子育てアプリあさくらっこ】

自治体名 福岡県朝倉市 人口 50,591人 事業費 15,600千円

事業概要

一般家庭のスマートフォン等の情報通信機器の世帯保有率は9割を超えている。それに伴い、子育てに関する情報について、正確に素早く、簡単
にアクセスでき、妊娠届出や乳幼児健診、予防接種等の様々な手続きをストレスなく行うことができる環境を整備することが求められている。当事
業の実施により母子手帳アプリを住民提供し、必要な方へ必要な情報を提供し、自己管理をサポートする。また、妊娠届出等の手続・申請の電
子化や、予防接種の予診票デジタル化、乳幼児健診の問診票デジタル化等も本アプリで実現し、現代社会に適合した母子保健・子育て支援の
形を実現しすることにより、子育て家庭が楽しく安心して子育てできるまちづくりの推進をめざす。

具体
サービス

【母子手帳アプリ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【伴走型支援DX】
[住民] 事前提出や予約によって当日の手間や滞在時間を軽減
[自治体] 事前申請内容確認による面談質向上、滞在時間削減、

データ投入によるデータ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

【小児予防接種DX】
[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率
[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化

データ投入によるデータ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

【乳幼児健診DX】
[住民] 問診票記入の手間軽減や入力漏れ等の防止
[健診会場] 問診票確認サポートや入力漏れ等の防止
[自治体] データ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②デジタル申請の利用率
③デジタル予診票・健診票の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの住民利用満足度
②デジタル申請の満足度
③デジタル予診票・健診票の満足度

【住民】
子育て支援アプリ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関・健診会場】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

デジタル予診票
接種歴等の共有
デジタル問診票

接種歴共有
※新規

健診結果共有

接種歴共有
健診結果共有

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。

各種
電子申請

データ
投入



事業概要 【母子健康手帳アプリのデジタル受診票を活用した乳幼児健診・予約サービスDX】

自治体名 福岡県篠栗町 人口 31,133人 事業費 8,901千円

事業概要

町の課題として、妊産婦や子育て世帯にタイムリーな情報提供ができない状況があること、乳幼児健診における業
務量の増大が挙げられる。特に、乳幼児健診では保護者の受診票記入の負担や紙カルテ管理での発送・確認・
入力など業務負担が生じている。そこで、妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用し
て、乳幼児健診の受診票や健診記録をデジタル化することで、保護者の受診票記入の手間・健診会場での健診
業務の手間・自治体の事務作業の手間を改善し、3者にとって簡単・便利な乳幼児健診を実現する。また、予約
サービスを連携し、子育て関連の事業を簡単・便利に活用できる体制を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_乳幼児健診DX】
デジタル受診票の実装
住民～医療機関～自治体のデータ連携

→住民/健診会場/自治体の3方に下記メリットを創出
[住民] 健診の受け忘れや記入漏れ・紛失リスクを削減
• アプリのお知らせで健診の受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル受診票へ自動記入
• 自動制御により問診票の記入漏れを防止
• アプリなので紛失の心配が不要で、健診結果についてもアプリで自動保存

[健診会場] 業務効率化により、問診や診察をより手厚く実施可能
• 注意すべき問診項目をハイライトで見やすく表示
• 標準地やカウプ指数等をシステムで自動計算し手間を削減
• 健診結果はシール印刷等で貼り付けるだけなので、記入の手間を削減
• 請求金額は自動計算され、クリックするだけで簡単に請求

[自治体] 業務効率化により、子育て世帯に対してきめ細かなサポートが可能に
• 健診結果のデータ入力は、CSV出力して健康システムへアップロードするだけ
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間を軽減
• 医療機関からリアルタイムに情報が共有されるため、早期に保健師面談を実

施でき、ハイリスク者・未受診者への対応も可能に

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②受診票のデジタル化率
③オンライン予約率

【アウトカム指標（成果指標）】
①子育て支援策の利用満足度
②デジタル受診票の住民利用満足度
③オンライン予約の利用満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【健診会場】
健診会場ツール

情報提供
健診結果
共有

予約
利用

デジタル受診票
接種歴等の共有健診結果

共有

健診結果
共有

健康管理システム

データ
投入



事業概要 【学校等・保護者間連絡用ICTサービス導入事業】

自治体名 福岡県添田町 人口 8,531人 事業費 2,414千円

事業概要

町内の保育園や小学校、中学校、放課後児童クラブ等に連絡ツールシステムを導入することで、教員等と保護
者が迅速に情報共有ができる環境を構築する。なお、保育園から中学校まで一貫したシステムを利用することで保
護者の利便性を図る。また、児童の登降園（入退室）や職員の出退勤を同システムで管理することで、児童の
安心安全を確保するとともに事務の効率化を図り、子どもたちに向き合う時間を確保する。

具体
サービス

【基本システム】
・保護者アプリへのお知らせ一斉配信
・アンケート配信、自動集計
・欠席、遅刻連絡
・連絡帳
・写真共有、販売
・園児、児童台帳
・行事予定管理
・ファイル共有、施設内連絡

【バス運行管理サービス】
・スマートフォンのGPS機能によるバス位置情報

【登降園・出退勤管理サービス】
・児童の入退室時間や職員の出退勤時間の管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者連絡アプリのユーザー登録者数
②アプリを利用して施設から保護者への連絡件数
③欠席連絡のおけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者連絡アプリのサービス満足度

施設運営関係者
（教育委員会・健康子育て応援課）

学校・保育園な

ど
保護者

欠席連絡等

アプリを活用
した情報発信

一斉連絡運用状況の
確認



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 佐賀県唐津市 人口 115,620人 事業費 4,217千円

事業概要
電子母子手帳（H30導入済み）に、妊娠から出産・子育てを支援する機能を追加して、伴走型相談支援における「面談業務のデ
ジタル化」と「面談のオンライン予約」を実現し、住民は24時間いつでも事前申請面談の予約ができ、事前回答により、当日の待ち時
間が短縮し、唐津市は、申請内容の事前把握により、業務内容の調整や健康管理システムと連携したデータ管理により、業務の効
率化を行う。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】（H30導入済み）
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

《新規》
【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出/アンケート等の提出、および面談の予約
自治体側での届出/アンケート/予約のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率 90％
②オンライン申請率 50％

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度 50％
②オンライン申請の利用満足度 50％
③子育て支援策の利用満足度 50％

• 産婦人科で案内を
受けてアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上での
事前申請＆面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施。
• 利用者目線では待ち時間がなく、

スムーズに面談が可能。
• 自治体目線では、事前の申請内容

をもとに業務調整や準備ができ、
業務を効率化

• データを健康管理システムに投入でき、
入力作業の手間を大きく削減

• 指定した様式での帳票印刷も可能

健康管理
システム

データ
投入

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに事前準備・業務調整ができ、当日の対応時間も短縮

• データを出力し健康管理システムに投入できるため、入力作業の工数/ミス削減
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

保護者

自治体



事業概要 【神埼市公立保育園ICT導入事業】

自治体名 佐賀県神埼市 人口 30,443人 事業費 5,834千円

事業概要

神埼市の公立保育園では、園児の登降園の管理や保育の記録を職員の手書きにより行っており、安全管理上
のリスクや職員の業務効率化の面で課題がある。また、保護者の満足度や園への信頼感を向上させるために、保
護者への連絡体制の改善が必要である。保育園ICTのツール導入を通じて、保護者とのコミュニケーションの改善、
及び職員の業務負担を軽減することで、より質の高い保育環境を実現し、保護者満足度の向上を図る。

具体
サービス

• 【保育園業務アプリの開発・導入】

- 保護者が保育園からの連絡事項やお知らせを
受け取ることができる

- 園児の登降園の記録がデジタルで管理でき、
職員間で共有できる

- 保育に関する計画・記録をデジタル化により
効率的に行うことができる

- 保護者からの質問や相談を効率的に受け付け
ことができる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育園へのアプリ利用登録者数
②保育園と保護者のコミュニケーション頻度

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者満足度調査結果
②保護者への情報発信の迅速化
③登降園の管理による事故防止



事業概要 【幼稚園教育現場のICT化による子育て支援サービスの充実】

自治体名 佐賀県吉野ヶ里町 人口 16,176人 事業費 2,294千円

事業概要

公立幼稚園に保育業務支援システムを導入し、これまで紙で行っていたお便り等の電子データ配信や保護者との
連絡方法をデジタル化することで保護者の利便性向上を図る。また、登降園時の多角的な安全管理と、導入によ
り生み出された時間の有効活用により、より一層、きめ細やかな保育と幼保連携を深め、保育の質の向上による保
護者の満足度向上に繋げるという将来像を描いている。

具体
サービス

◆園児の登降園管理
•Wi-Fi環境を整備し、二次元バーコード読み取りに
より出席簿が自動的に作成でき、職員がPC（タブ
レット）により保育室や職員室において広範囲の中
で、瞬時に園児の出欠状況や保護者からの連絡等
について確認することで、子どもの安全対策に資する
ことが可能

◆保育に関する計画・記録
•これまで手書きだった保育事務をシステム化すること
により、事務時間の減少と職員間の情報共有化に
伴う保育・教育の質の向上が可能。

◆保護者との連絡
•連絡帳アプリの活用により、お便り等の電子配信や
子どもの様子の情報共有が瞬時に可能になるなど、
保護者の利便性向上が可能。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリ登録率
②欠席連絡におけるアプリ利用割合
③幼稚園から保護者への情報発信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度



事業概要 【児童相談所等システム導入事業】

自治体名 長崎県 人口 1,265,037人 事業費 31,888千円

事業概要

本県の児童相談所が扱う児童虐待件数は昨年度過去最多となっており、業務量が大幅に増加してい
る。新規システムを導入し、記録や会議資料にかける時間を短縮することで、相談者や関係機関への支援や
助言にかける時間が増え、よりきめ細やかな支援を実現する。

具体
サービス

新たにパッケージ化されている児童相談所等業務支
援システムを導入することで、統計業務、児童相談
記録、一時保護所記録等を一元的に管理し、情報
共有を円滑に行う。また、会議資料や面接記録の入
力作業を削減する。

【児童相談所等業務支援システム】
• 児童相談所等業務支援システムの導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①相談記録の入力業務の削減（件）
②一時保護にかかる会議の時間（分）
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①児童相談所職員の業務負担減と感じた割合（％）
②児童・保護者との面接回数の増加（％）
③



事業概要 【教育・保育給付事業】

自治体名 長崎県大村市 人口 98,658人（R5年12月末） 事業費 8,283千円

事業概要

現状は、各施設の給付費の請求申請から支払い、各種加算の申請から認定等、施設と本市の双方で事務負担
が増えている。給付管理システムを導入することで、給付費等の申請、算定等に係る事務処理を、クラウドシステム
でデジタル化し、データを一括管理することで、施設と本市の業務負担の軽減を図る。このように事務環境を改善す
ることによって、施設環境の向上、保育士の採用の増加及び待機児童状況の改善につながり、結果として、子ども、
保護者に対しての裨益効果が期待できる。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設からの給付申請の差戻率

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設職員の業務従事時間数
②市職員の業務従事時間
③委託費等の受給額



事業概要 【保育所関連業務改善支援システム導入事業】

自治体名 熊本県玉名市 人口 63,550人 事業費 17,396千円

事業概要

市民が保育所等への入所を希望する際に、AIを活用した入所調整により市民への結果通知を早期化する事
で円滑な就労復帰を行うための「時間的余裕」を提供する。また、クラウドシステムによる施設給付業務のデジタル
化により、私立の保育所等の事務の効率化と負担軽減によって確保された時間をコロナ禍で減少した保護者との
対話に費やし、市民が安心して保育所に預けられる環境を構築する。

具体
サービス

【保育所関連業務改善支援システム】
⑴AI入所調整マッチングシステム
①AIによるマッチングで決定通知の送付までに掛かる
 時間を短縮する

②入所決定通知の早期化で、就労復帰までに入所予定
 園への相談や就労復帰までの準備に係る時間的余裕
 を市民に提供する

③保育所等への入所予定者の情報提供を早期化
（システムから各園への情報提供資料も作成可能）

⑵給付金支援システム
    ①保育所等の園児数や職員配置情報を共有
    ②保育所等が請求する内容をシステムで自動計算
    ③給付費請求までのワンストップ化を図る

 （保育所等の事務負担軽減）
④時間的な余裕をコロナ禍で減少した保護者との対話に
 費やす。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入所決定通知の早期化
②給付金支援システムの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①通知までの期間に対する保護者の満足度
②システムの満足度（保育所等）
③保育士の増加

⑴AI入所調整マッチングシステム

【効果】
4月の就労復帰
までに時間的
な余裕

AI入所調整

入所結果の早期化

入園児データ
の早期提供申込書の提出

米
田

⑵給付金支援システム

私立保育所等が申
請書・請求書を自
力で作成

情報共有とシステ
ムにより、申請書・
請求書の作成をサ
ポート



事業概要 【保育園ICT推進事業】

自治体名 熊本県山鹿市 人口 48,698人 事業費 11,367千円

事業概要

本市の保育園等については、慢性的な保育士不足や保護者ニーズの多様化等により負担が増加しており、かつ
電子化が進んでいないため業務効率が低く、保護者との連絡等における利便性も欠けている状況にある。そのため、
ICTを活用した園務管理システム（保護者連絡、登降園管理、帳票管理等）を導入することで、保護者の利便
性向上や業務効率化、負担軽減による子どもと向き合う時間の確保など、総合的な保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【園務管理システム】
①登降園管理
・園児の登降園管理

②保護者連絡
・出欠席の連絡やお便り、緊急情報などの配信

③帳票管理
・保育日誌や指導案、健康記録などの管理
（その他給食管理やシフト管理、発育・健康記録

などについても利用を検討）
④園務の利便性向上
・タブレット端末をクラス担任1人につき1台配備し、

園務管理システムを利用することで、随時情報の確
認や保護者の連絡、園児の記録の入力が可能にな
る。また、お昼寝中等も園児を見守りながらお便り等
の作成が可能になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のシステム利用率
②欠席等連絡のシステム利用率
③健康記録の所見についてシステムを利用した割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のシステムへの満足度
②保育園への満足度
③

保護者 園

利便性の向上 業務の効率化

保育の質の向上



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 熊本県合志市 人口 64,701人 事業費 2,605千円

事業概要

従来から行っているホームページや広報誌ではタイムリーな情報更新ができず、手続きは紙による窓口申請となっている。子育て世帯のニーズに即
した施策を提供し、妊娠・子育てに関する不安や孤独感の解消、負担の軽減を図るするため、妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳
アプリを活用して、伴走型相談支援における「面談業務のデジタル化」を実現し、利用者・自治体ともに負担なく、効率的な実施を可能にする。利
用者目線では、24時間いつでも事前申請ができ、事前回答により当日の待ち時間も短縮。自治体目線では、申請内容の事前把握による業務
調整や、健康管理システムと連携したデータ管理により作業工数を削減し、業務を効率化する。

具体
サービス

【母子健康手帳アプリ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出/アンケート等の提出 等
自治体側での届出・アンケート等のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリ登録率
②オンライン申請率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子健康手帳アプリの利用満足度
②オンライン申請の利用満足度

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

保護者

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに事前準備・業務調整ができ、当日の対応時間も短縮

• データを出力し健康管理システムに投入できるため、入力作業の工数/ミス削減
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

自治体

• 産婦人科で案内を
受けてアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上での
事前申請＆面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施。
• 利用者目線では待ち時間がなく、
スムーズに面談が可能。

• 自治体目線では、事前の申請内容
をもとに業務調整や準備ができ、
業務を効率化

• データを健康管理システムに投入でき、
入力作業の手間を大きく削減

• 指定した様式での帳票印刷も可能

データ
投入

健康管理
システム



事業概要 【公立保育所ICT導入事業】

自治体名 熊本県南小国町 人口 3,860人 事業費 3,690千円

事業概要

町内保育所（３か所）において、現状、紙や電話での伝達・共有が中心であるため、情報伝達の場面が限定的
となっている。全保育所にICTシステムを導入することで、園への連絡等に関する保護者の負担軽減や利便性向
上を図る。それにより、保育現場での業務負担が軽減され、保育士が子どもと向き合う時間がより確保できるように
なり、保育の質及び保育に対する保護者の満足度向上につながる。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・両親以外の送迎であっても、タブレットの画面タッチで時間をデータ管理
し、保護者・保育士双方で園児の登降園状況を把握できる。
【保護者連絡のスマート化】
・共働きの保護者にとって、紙や電話等、情報伝達の場面が限定的であ
ることは現状とても不便であるが、アプリを活用することで自分のタイミング
で欠席、預かり時間の変更などの連絡を行うことができる。
・園児に関する連絡事項についても、保育士と保護者がアプリを介し随時
行うことができる。
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信することで、迅速に情報伝達ができる。
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
・現状、保育士が手書きで行っている児童票、成長記録、出席簿、園日
誌、健康診断記録等の事務が、データ連携により転記作業が省力化さ
れ、保育士の業務負担軽減につながる。
・現状、紙・口頭で共有している園児・保育情報がデジタル化されることで
職員間で共有可能となり、全員が素早く共通認識を持つことができること
で、業務負担軽減にもつながる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のシステム導入件数
②アプリを活用したお便り等の通知数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる利用満足度

保護者 保育士

記録・蓄積

送受信
送受信

役場福祉課

サービス料の
支払い等



事業概要 【たかもりっこアプリ（母子健康手帳アプリ『母子モ』）DX化】

自治体名 熊本県高森町 人口 5,935人 事業費 3,812千円

事業概要
妊娠から出産・子育てを支援するたかもりっこアプリ（母子健康手帳アプリ『母子モ』）を活用して、伴走型相談支援における「電子申
請」と「面談のオンライン予約」を実現し、利用者・自治体ともに負担なく、効率的な実施を可能にする。
利用者目線では、24時間いつでも電子申請や面談の予約ができ、事前回答により当日の待ち時間も短縮。
自治体目線では、申請内容の事前把握による業務調整や電子申請化により業務を効率化する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出/アンケート等の提出、および面談の予約
自治体側での届出/アンケート/予約のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②オンライン申請率
③予約サービス利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②オンライン申請の利用満足度

• 産婦人科で案内を
受けてアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上での
事前申請＆面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施。
• 利用者目線では待ち時間がなく、

スムーズに面談が可能。
• 自治体目線では、事前の申請内容

をもとに業務調整や準備ができ、
業務を効率化

• 指定した様式での帳票印刷が可能
• 紙での申請と同じように処理が可能

データ
印刷

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに事前準備・業務調整ができ、当日の対応時間も短縮

• 電子申請化により窓口対応時間が削減し、業務の効率化つながる
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

保護者

自治体



事業概要  【保育所等における業務効率化推進事業】

自治体名 大分県日田市 人口 61,148人 事業費 5,390千円

事業概要
私立認可保育施設等の業務負担を軽減し、その時間を本来の教育・保育の質の向上に充てるため、本市と各施
設と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処理をクラウド型
システムを導入してデジタル化するもの。

具体
サービス

【給付費等管理システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 施設の職員配置状況管理
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 既存システムとのCSVデータ連携
• 実績データの外部出力機能
• 一時預かり、延長保育の人数報告

システム導入前

システム導入後

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給付費等管理システムを用いた申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育士が保育に充てる時間の増加率
②給付費等管理システムのサービス満足度

保育所等 自治体

請求書等の作成、提出、
修正依頼による再作成、再提出

請求書等の審査、修正依頼（電話
またはメール）、再審査

保育所等 自治体

システム入力・申請
システム再入力・再申請

給付費等管理システム

システム審査
システム修正依頼
システム再審査・承認



事業概要 【 公立保育所ICT化による保育環境・子育て環境向上事業 】

自治体名 宮崎県都農町 人口 10,154人 事業費 4,636千円

事業概要

町内の公立保育所では、保護者とのやり取りを電話や紙で行っており、保護者にとって情報の発信・受信できる場
面が限定的なものとなっている。また保育士の業務についても、指導案や日誌等の書類作成、連絡帳などの手書
き業務等、事務作業も多く、超過勤務の増加に繋がっている。そこで、公立保育所にICTを活用した保育業務支
援システムを導入することにより、保護者の利便性向上と保育士の業務負担軽減を図る。

具体
サービス

【登降園記録の自動化】
・ICカードによる画面タッチで、時間をデータ管理。
【保護者連絡のスマート化】
・欠席、預かり時間の変更などの連絡をアプリで行うこ
とができる。（現在は電話連絡）
・園児に関する連絡事項について保育士と保護者が
アプリを介し随時行うことができる。（現在は電話もし
くは登園時、降園時の口頭伝達）
・緊急連絡やお便りをアプリにて配信（現在は紙、も
しくは電話での連絡）
【帳票の連動による保育士業務の効率化】
児童票、成長記録、出席簿、園日誌、健康診断記
録等のデータ連携による転記作業の省力化等。
デジタル化された園児・保育情報を職員間で共有す
ることが可能となる。（現在は紙・口頭での共有）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所から保護者への情報発信数
②アプリのダウンロード数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度（保育サービスに対する満足度）
②保育士（正規職員）の超過勤務の減少時間数
③



自治体名 鹿児島県鹿児島市 人口 586,496人 事業費 3,813千円

事業概要
本市では令和4年4月の待機児童数が全国ワーストワンであり、待機児童解消のためにはそもそもの保育の受け皿である保育士の確保が急務で
あるが、アンケートによると退職理由の2位に事務負担が挙げられており、保育士確保のためにも退職者を減らす取り組みとして、施設の事務負担
の軽減を図る。なお、令和５年度に導入した教育・保育施設の給付費等の申請に係るクラウドシステムで一定の効果が期待できるため、新たに
施設等利用給付費等事業に係る申請業務機能を加えることで、さらなる利便性の向上及び施設と市双方の業務負担軽減を図るもの。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育

• 施設等利用給付費等事業 令和６年度導入事業

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①活用施設数
②給付申請の差戻率

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムの満足度
②待機児童の人数
③業務従事時間数

事業概要 【給付費等申請クラウドシステム導入事業】

データプラットフォーム

園児・職員情報
配置情報

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合

米
田

令
和
５
年
度
導
入
済



事業概要 【保育運営費申請クラウドシステム導入事業】

自治体名 鹿児島県出水市 人口 51,846人 事業費 8,767千円

事業概要
各施設と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処理を、クラ
ウドシステムでデジタル化し、データの一括管理をすることで、施設と本市の業務負担を軽減し、もって保育サービス
の充実を図る。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の運営費申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の必要配置職員数の管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育事業申請

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①活用施設数
②対応申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムの満足度
②施設職員の業務従事時間数
③本市職員の業務従事時間数

園児・職員情報
配置情報
加算申請

米
田

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【給付費等申請クラウドシステム導入事業】

自治体名 鹿児島県霧島市 人口 124,075人 事業費 11,659千円

事業概要 各施設と個別のメールや郵送等で行っている教育・保育施設の給付費等の申請、算定等に係る事務処理を、クラ
ウドシステムでデジタル化し、データを一括管理することで、施設の業務負担の軽減を図り、保育士の採用、待機児
童状況の改善に繋げる。これにより、働きたいのに働けない保護者の減少に繋がる。

具体
サービス

【給付費等申請システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育、病児保育の人数報告

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①活用施設数
②給付費申請件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①園児や保護者と接する時間
②潜在的待機児童の数
③

園児・職員情報
配置情報
加算申請

米
田

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【ＳＢＳ推進事業（安心子育て環境構築）】

自治体名 鹿児島県志布志市 人口 29,213人 事業費 8,571千円

事業概要
人口減少が進む一方、本市においても２つある小児科医のうち1つが閉設され、子どもの医療・福祉体制不足が
深刻な状況となっている。デジタル技術を活用して、安心して出産や子育てができる環境を構築することで医療環
境に不安を抱く子育て世代の不安軽減に努め、年少人口の減少抑止を図るとともに、市民の利便性向上を図る。

具体
サービス

市民、事業者、行政が一つの輪となって、誰でも「簡単
（Simple）」で、「最良（Best）」のサービスとなるよう協働
で取り組み、様々な「相乗効果（Synergy）」を生み出すこ
とに繋がる「志布志（SBS）」の姿勢を形成し、人も地域も
輝くまちとなるよう「デジタルでつなぐ志（こころざし）の輪」を基
本理念基づいた取組となるよう構築する。

【スマートナーシングルーム（可動型授乳室）】
デジタル技術を活用した可動型授乳室を公共施設等に整

備し、子育てに優しい地域環境の整備促進と福祉サービスの
向上を図る。
・可動型授乳室の設置
・デジタルサイネージによる子育て支援策等の情報発信強化

【医療相談アプリ】
小児科と産婦人科をはじめ、子育て世帯がいつでもどこでも、

気軽に医師と健康相談ができる環境を構築する。
・24時間365日医療相談可能なスマホアプリ導入

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①スマートナーシングルーム利用回数
②医療相談アプリのダウンロード累計数
③医療相談アプリの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①スマートナーシングルームの満足度
②医療相談アプリの満足度

•授乳からおむつ替えなどトー
タルナーシングに対応

•デジタルサイネージによるピン
ポイントな情報発信

•管理システムによる利用状
況可視化

•アラートシステムによる通知

可動型授乳室

•チャットで24時間365日対
応

•医師から３分以内で返答
•医療機関やドラッグストアを
マップで表示

•管理システムによ利用状況
可視化

医療相談アプリ

安心できる子育て環境の構築



事業概要 【給付費等管理システム 導入事業】

自治体名 鹿児島県さつま町 人口 18,732人 事業費 3,538千円

事業概要

保育所等の人材不足により、入所手続き等における事務的・時間的負担が増加。また、選考時の複雑な事務
手続きの正確性確保と保護者へ選考結果通知書の早期発送が求めらている。
保育所等の申請、算定等に係る事務処理を、クラウドシステムにてデジタル化し、データの一括管理を行うことで各
施設の事務負担の軽減と事務の効率化を図る。

具体
サービス

【給付費等管理システム】
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力
• 施設の職員等配置状況管理
• 既存基幹系システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、給付費差額計算等処理
• 一時預かり、延長保育等保育１３事業の各種

申請書作成

導入前
各種データを一般のメールにて送付
施設は受信後、データ入力、印刷等を行い郵送

導入後
各種データは閉塞されたクラウドにデータ保存
役所・施設はシステム内で確認し請求等を行う

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①活用施設数
②申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設職員のシステムの満足度
②施設職員の業務従事時間数



事業概要 【こども家庭センター等相談業務DX事業】

自治体名 沖縄県那覇市 人口 315,603人 事業費 29,377千円

事業概要

日々寄せられる児童等に関する電話相談について、AI音声認識サービスの活用により相談対応品質のばらつきを
解消し、市民が安心して相談できる環境を整える。また、相談記録作成時間が短縮されることで、次に控える相談
への迅速対応が可能になり、より多くの市民相談に対応するほか、相談記録作成時間の短縮により生み出された
時間を地域における子育て支援の充実強化に充てる。オンライン相談システムの活用では、里帰り出産等により訪
問が難しい妊産婦にも対面に近い相談を実施することで、子育て相談等における市民満足度の向上を図る。

具体
サービス

【AI音声認識サービス】
・通話内容をリアルタイムで管理者と共有することで、
問題を早期に発見し可視化する。
・通話内容から関連資料を自動表示することで、
相談員の対応レベルを均一化する。
・通話内容の録音・検索・再生することにより、相談
内容を的確に捕捉する。
・通話内容を自動的にテキスト化することで、対応記
録作成時間を短縮する。

【オンライン相談システム（ビデオ通話サービス）】
・里帰り出産等で遠隔地にいる妊産婦とビデオ通話
サービスの利用によりオンライン相談を実現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①音声認識システムを活用し相談を受けた件数
②相談記録作成時間の削減
③オンライン相談の活用

【アウトカム指標（成果指標）】
①子育て支援サービス利用者（申請者）数の増加
②オンライン相談システム満足度
③

【オンライン相談システム（ビデオ通話サービス） 】

里帰り出産等で遠隔地にいる妊産婦も
安心して対面に近い相談ができるように

【AI音声認識サービス】

相談対応品質のばらつき解消や
通話記録作成時間の短縮を…

…AIサービスで実現し地域
子育て支援等の充実強化へ



事業概要 【保育所入所受付等窓口改善事業】

自治体名 沖縄県浦添市 人口 115,579人 事業費 21,398千円

事業概要 膨大な人的稼働を要している保育所入所選考事務において、RPAとAI-OCRを導入し業務の効率化を図り、
『入所決定通知の早期発送や市民対応時間の拡大といった市民サービスの向上』を目指す。

具体
サービス

・現在は申請を紙と電子の両方で受付を行っている。
紙で申請を受けた際は、記入内容を職員が入力を
行っており、時間を要している。
また、紙・電子、両方ともに申請受付内容のチェックを
実施する際に、現在は職員が目視にて記載誤り等が
無いかを確認しているため多大な時間を要している。

まずは、BPRを実施し、アナログを中心とした業務から
の転換を実施。
加えて、AI-OCRによって、紙での入力内容を電子
データ化し、RPAを活用してシステム入力や入力内
容のチェックを自動化することで、入所受付審査業務
の効率化を実現し、入所決定通知の早期発出や、
市民対応時間の拡大を目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI-OCR処理件数
②RPA処理件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①入所決定通知発送時期に対する保護者の満足度
②入所決定通知発送時期

保護者からの保育所入所申し込み

子育て支援システム

紙申請 電子申請

データ出力・紙の印刷

職員チェック

マクロ

保育所判定AI

電子申請

目視

データ入力

通知書発送

BPR
対象範囲

AI-OCR
RPA

活用範囲

手動入力 自動入力

職員 電子申請システム

紙申請 赤枠・赤字
：改善範囲・対象



事業概要 【母子健康手帳アプリのデジタル予診票を活用した小児予防接種DX】

自治体名 沖縄県糸満市 人口 62,603人 事業費 9,469千円

事業概要

妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用して、予防接種の予診票と接種記録をデ
ジタル化することで、保護者の予防接種スケジュール管理や予診票記入の手間・医療機関、自治体の手間を削
減するとともに、接種時期や接種間隔をシステムで自動制御することにより、簡単・便利で安心・安全な予防接種
を実現する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【子育てDX_小児予防接種DX】
デジタル予診票の実装
住民～医療機関～自治体のデータ連携
→住民/医療機関/自治体の3方に下記メリットを創出

[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 予防接種スケジュールはアプリ上で個々に合わせて自動作成され、

プッシュ通知により受け忘れを防止
• 住民の基本情報はデジタル予診票へ自動記入
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので紛失の心配がなく、機種変更時等も再ログインするだけ

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• 予診票の重複内容や、公費期間の確認はシステムで一括チェック
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入
• 請求金額は自動計算＆自動提出

[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間を軽減
• 健康システムへのデータ入力は、システムからCSV出力しアップロードするだけ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②予診票のデジタル化率
③デジタル予診票へ対応する医療機関数

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル予診票の住民利用満足度
②デジタル予診票の医療機関満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

デジタル予診票
接種歴等の共有

新規の
接種歴共有

接種歴共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。



事業概要 【給付費等申請クラウドシステム導入事業】

自治体名 沖縄県沖縄市 人口 142,248人 事業費 33,000千円

事業概要

現在、民間保育所等は運営に必要な毎月の給付費等を受け取るため、市への申請事務に多大な時間と労力を
要している。クラウド上で市と民間保育所等がデータを共有し、申請・承認ができる「給付費等申請クラウドシステ
ム」を導入し、煩雑な事務作業時間を短縮する。それにより、保育士等が保育に注力できる職場環境を整え、子ど
もたちを健全に育成するための保育の質の維持・向上を図る。

具体
サービス

【給付費等申請クラウドシステム】
民間保育所等と市が、共通の画面を用いて給付申請事務を
行う。複数ある申請事務をひとまとめにして事務が可能。→
事務に係る作業時間が削減

加算シミュレーション機能により保育士配置等による給付費の
試算が可能 → 民間保育所等が今後の運営方針を
正確に検討することが可能

※クラウド上で行う業務（予定）
• 教育・保育施設の給付費等申請、請求書発行
• 実績データの外部出力機能
• 施設の配置状況管理
• 既存保育システムとのCSVデータ連携
• 途中入退所、差額計算、遡り一括処理機能
• 一時預かり、延長保育、病児保育の人数報告

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給付費等申請クラウドシステムを利用する保育所等の数
②施設からの給付申請の差戻率

【アウトカム指標（成果指標）】
①給付費等申請クラウドシステムの満足度
②事務量の作業時間数の削減率
③保護者の保育に対する満足度

園児・職員情報
配置情報
加算申請

米
田

エラーチェック
給付費計算
データ管理

申請管理
承認・差戻
データ突合



事業概要 【母子手帳アプリを活用した子育て事業のDX】

自治体名 沖縄県宮古島市 人口 55,690人 事業費 1,798千円

事業概要

妊娠から出産・子育てを支援する母子手帳アプリ『母子モ』を活用して、母子保健・子育て支援制度の情報を効
率的に配信することで、予防接種のスケジューリングをはじめとした自己管理のサポート体制を実現する。
また、同アプリにおける予約サービスを活用し、様々な窓口対応や事業における住民の予約を受付できるようにし、
利便性を向上する。

具体
サービス

【母子手帳アプリ 母子モ】
・予防接種管理機能で予防接種のスケジューリングをサポートし、接種
間違いや接種漏れを防止する。
・適齢期における情報を母子モから効率的に配信し、必要な方へ必要
な情報をタイムリーにお届けする。
・各種記録機能をクラウド型で提供することで、より安全に情報の保護
ができるようになる。

【予約サービス】
・様々な事業において、予約枠を設定することで体制に準じた対応を実
施することができる。
・事前に予約を受けることで人員配置などが容易になり、より質の高い
対応を実施できるようになる。
・住民は24時間365日予約ができるようになり、混雑などを避け、待ち
時間を軽減して対応を受けられるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②予約サービス利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの住民利用満足度
②予約サービスの利用満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

情報提供
予約枠開放

アプリの登録勧奨と
予約枠の開放

案内・登録 事前予約

ご自身の状態に合わせた
適切な予約枠の案内
→予約期間内の自由な予約

事業実施

面談や健診、イベントなどの事業を実施
【自治体】突発対応が減り、計画的で質の高い対応を実施。
【住民】混雑を避け、滞在時間の短縮などの効果も。

予約



事業概要 【母子手帳アプリ導入による子育てDX事業】

自治体名 沖縄県本部町 人口 12,974人 事業費 24,831千円

事業概要

現在、母子保健・子育て支援の分野は紙ベースの情報管理となっており、アクセス性や管理の効率性の課題があ
る。妊娠届出等の手続・申請の電子化や、予防接種の予診票デジタル化、乳幼児健診の問診票デジタル化等を
本アプリで実現する。親の記入・記録作業の手間が削減され、職員のデータ入力ミスと負担が軽減することが期待
できる。特に本町では保健師が限られているため、効率化により重要業務に注力でき、母子保健サービスの質の向
上につながる。この取り組みにより、現代社会に適した効率的でアクセスしやすい子育て支援を実現する。

具体

サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【伴走型支援DX】
[住民] 事前提出や予約によって当日の手間や滞在時間を軽減
[自治体] 事前申請内容確認による面談質向上、滞在時間削減、

データ投入によるデータ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

【子育てDX_小児予防接種DX】
[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率
[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化

データ投入によるデータ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

【子育てDX_乳幼児健診DX】
[住民] 問診票記入の手間軽減や入力漏れ等の防止
[健診会場] 問診票確認サポートや入力漏れ等の防止
[自治体] データ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②デジタル申請の利用率
③デジタル予診票・健診票の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの住民利用満足度
②デジタル申請の満足度
③デジタル予診票・健診票の満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関・健診会場】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

デジタル予診票
接種歴等の共有
デジタル問診票

接種歴共有
※新規

健診結果共有

接種歴共有
健診結果共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。

各種
電子申請



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した子育てDX事業】

自治体名 沖縄県西原町 人口 35,634人 事業費 9,011千円

事業概要

妊娠から出産・子育てを支援する母子健康手帳アプリ『母子モ』を活用し、母子保健事業に係る手続きの簡素化
を行うとともに、各種記録をデジタル化することで、保護者の利便性の向上や自治体、医療機関の業務効率化を
実現する。なお、本事業の背景として、つわり等の体調不良時に妊娠届等に時間がかかっていたことや予防接種ス
ケジュールが複雑で分かりにくいという声があった。

具体
サービス

【母子手帳アプリ_母子モ】
母子手帳省令様式に応じた各種記録
子どもの月齢に応じた子育て支援情報配信

【伴走型支援DX】
[住民] 事前提出や予約によって当日の手間や滞在時間を軽減
[自治体] 事前申請内容確認による面談質向上、滞在時間削減、
データ投入によるデータ化作業の手間削減とヒューマンエラー防止

【子育てDX_小児予防接種DX】
[住民] 接種スケジュールの管理調整・予診票記入の手間の削減
• 住民の基本情報はデジタル予診票へ自動記入
• 同時接種の際は重複する内容を一括入力
• アプリなので紛失の心配がなく、機種変更時等も再ログインするだけ

[医療機関] 予診票確認・接種間隔チェック・請求処理の効率化
• 予診票の重複内容や、公費期間の確認はシステムで一括チェック
• システムによる自動確認で、手間なく正確に接種間違い防止
• 予診票への記録は一括入力＆自動記入

[自治体] 予診票や請求書の確認・データ入力作業の効率化
• 全接種結果の「接種間違い」や「公費期間」の確認は、

医療機関での接種時にシステムで自動チェック
• システムで自動計算された間違いのない請求書が届き、確認の手間を軽減
• 健康システムへのデータ入力は、システムからCSV出力しアップロード

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子手帳アプリ登録率
②デジタル申請の利用率
③デジタル予診票の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子手帳アプリの利用満足度
②デジタル申請の利用満足度
③子育て支援策の利用満足度

【住民】
母子モ

【自治体】
自治体ツール

【医療機関】
医療機関ツール

情報提供
接種歴共有

デジタル予診票
接種歴等の共有

接種歴共有
※新規

接種歴共有

健康管理システム

データ
投入

各ツールにて、入力・提出・確認・集計・管理を
サポートし、手間のないペーパーレス対応に。
ガイドラインに準拠したクラウドサービスで
利用者間を結び、迅速で間違いなくデータを
連携し、効率的な支援体制を確立します。

各種
電子申請

【RPA】
データ投入はRPAで対応
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